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十八世紀前半におけるバルト海貿易とロシア南下政策
－1734年英露通商条約の経済的・政治的意義－
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はじめに
かつてマルクス主義史学が資本主義一般の成立条件を商業資本の産業資本への転化に求め、社会
主義革命の前提条件としてロシアにおける資本主義の形成を析出したのに対し、（1）ブルジョワ史学
は産業資本の生成要因として産業的中産層の成長と局地的市場圏の創出を重視し、イギリスにおけ
る自営農民の発生と農村工業の勃興、ロシアにおける領主階級の存続と割替共同体の残存、かかる
両国資本主義の類型的差異を強調してきた。（2）他方、理論的にはⅠ・ウオーラーステインの世界シ
ステム論が中核地域の産業資本と周辺地域の巨大農場との動態的連関に着目し、18世紀後半にお
けるロシア市場の世界経済編入を主張する一方、実証的にはＲ・デイヴィスの商業革命論がイギリ
ス産業革命の前提条件として新大陸貿易の劇的な成長を指摘して以来、イギリス・ロシア両国経済
の規定要因として海外貿易の役割が強く意識されることになった。（3）とりわけ近年のバルト海貿易
研究は、バルト海貿易の発達を16－17世紀以来の長期的な射程で把握する一方、イギリス海外貿
易の市場編成を一層広域的な視野から捉え直した点で、画期的意義をもっている。（4）しかし基本的
にあくまでイギリス海外貿易の延長線上にバルト海市場を位置付けるが故に、ロシア海外貿易の視
点から再考した場合、いくつかの問題を含んでいることもまた確かである。
第一はロシア海外貿易の展開に占めるバルト海の位置に関してである。近年の研究がバルト海貿
易を重視する根拠は、ほかならぬ当該市場こそがイギリスに大量・良質の船舶必需品Ｎａｖａｌ Ｓｔｏｒｅｓ
（帆柱用木材・帆布用麻製品）・棒鉄を供給し、その商業・産業革命を可能ならしめたという事実
にある。しかしそもそもウオーラーステインが世界システム編入の指標として重視したのは単なる
商品取引の量的増大ではなく、むしろ商品作物の生産に伴う領主＝農民関係の質的再編、なかでも
輸出向け穀物の生産に伴う農奴制度の強化であり、ロシアの世界市場編入をあえて18世紀後半に
求めた根拠もここにあると言える。（5）実際、Ａ・カハンやＪ・ニューマンの実証研究も、1＄世紀
ロシア海外貿易の転機として世紀後半における穀物輸出の増大を指摘するが、その契機としては、
東欧・ロシア内陸地帯を後背地とする旧来のバルト海貿易よりも、むしろ南部ステップの肥沃な黒
土地帯を拠点とした新たな黒海貿易の始動に注目している。（‘）さらに近代ロシア経済史の研究動向
を一瞥すれば、19世紀ロシア輸出貿易の基軸が何よりも黒土地帯の穀物生産と黒海経由の穀物輸
出にあったことは周知の通りである。（乃要するに相世紀ロシア海外貿易の特質は、近世バルト海
原料貿易から近代黒海穀物貿易への漸次的な移行過程を展望しつつ、再構成される必要があろう。
第二はロシア海外貿易の展開に占める政治権力の位置に関してである。近年の研究は専ら貿易関
係の実態把握に焦点を置き、政治過程との連関を問う意識は一般に低い。（8）しかしウオーラーステ
インは、世界システムへの組込過程の指標として、商品貿易を通じた世界市場への編入のみならず、
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対外的な諸国家体系への包摂と国内的な軍事・官僚国家の形成をも指摘している。（9）実際、多くの
外交史研究は、18世紀ヨーロッパ国際政治における最大の変化として、勢力均衡体系へのプロイ
セン・ロシア新興両国の参入に着目するが、その背景としてはバルト梅進出をめぐる世紀初頭の北
方戦争とともに、なかでも黒海・地中海進出をめざした一連の露土戦争を重視している。（10）さら
に近代国際政治史の研究動向を見れば、19世紀ロシア外交の基本方針が穀物輸出の販路たるボス
フォラス・ダーダネルス海峡の確保にあり、これが東方問題としてロシア史の枠組を超えた世界史
的意義をもってくることは周知の通りである。（11）他方、ロシア国利史研究の領域では、中世にお
けるヨーロッパ型身分制国家の存在をめぐってこそ論争があるものの、相世紀におけるヨ⊥ロツ
バ的軍事・官僚国家の形成に関してはほぼ見解が一致し、その原動力としてこれらの対外戦争に伴
い膨張した国家財政の整備、あるいはこれに伴い勃発した地方反乱の抑制、を挙げている。（12）ま
た近代ロシア政治史の画期をなす1860年代の農奴解放＝大改革が、ほかならぬ南下政策＝クリミ
ア戦争の敗北を契機に着手されたことも周知の通りであろう。（1｝）要するに、18世紀ロシア海外貿
易の特質をバルト梅貿易から黒海貿易への移行過程として把握するには、対外的な南下政策の推進
と国内的な軍事財政の整嘩、以上の政治過程をも視野に入れて分析してゆくことが必要となろう。
第三はロシア海外貿易の展開に占める英蕗通商条約の位置に関してである。近年の研究は、専ら
バルト海貿易の実態把握を根拠として、1734年・66年の英露通商条約をイギリスによるロシア市
場制覇の指標として捉える。おそらくその背後には、イギリスによるポルトガル葡萄酒・ブラジル
金の輸入と毛織物の輸出を決定付けた片務条約として名高い、1703年の英葡通商条約（所謂メス
ェン条約）の延長線上に当該条約を位置付けようとする意識があると思われる。（14）しかし一般的
に言って通商条約は、単に商品移動を規定する通商問題であるのみならず、むしろ国際的には対外
関係と連動する高度な外交問題である一方、国内的には関税収入を左右する財政問題であり、した
がって上に示した経済過程と政治過程、あるいは外政と内政との接点をなすべき複合的な事象のは
ずである。実際、まず1734年条約に関して、既にＤ・Ｋ・リーディングの古典的研究は、イギリ
スにとってバルト海をめぐる貿易収支Ｂａｌａｎｃｃ ｏｆＴｒａｄｅ・勢力均衡ＢａｌａｎＣ．¢ＯｆＰｏｗｅｒの二大問題は
「同じ樹木の一対の枝」ｔｗｉｎｂｒａｎｃｈｅｓｏｆｔｈｅｓａｍｅｔｒｅｅであると言い、またＮ・Ｃ・ハントの批判的
論文は、当該条約が経済的にはイギリスのバルト海貿易を推進する一方、政治的にはイギリスの対
仏包囲外交を保障した事実を強調し、さらにＤ・Ｂ・ホーンの外交史研究は、本来は英蕗外交の産
物であった当該条約が結果的にはロシア軍事財政の確立にも寄与したことを示唆している。（15）他
方、1766年条約に関する一連の研究は、当該条約が必ずしもイギリスの通商利害に由来するもの
ではなく、むしろロシアの対土包囲外交（所謂「北方体制」Ｎｏ血¢ｍ Ｓｙｓｔｅｍ構想）の一衆として
策定されたことを明らかにしている。（岬総じてロシアによる対英通商条約の締結は、イギリスと
の貿易関係のみならず、オスマン帝国との外交関係をも射程に入れつつ、評価されるべきであろう。
約言するに近年のロシア海外貿易研究は、一方では分析対象としてバルト海原料貿易を重視する
故に黒海穀物貿易の視点を欠如し、他方では分析手綾として貿易関係の数量把握に専心する故に政
治過程との作用・反作用関係の検討を放棄し、かくして1Ｓ世紀バルト海貿易から19世紀黒海貿易
への転換、これに伴う国内的な農奴制度・官僚国家の定置と国際的な東方問題の発生、これら重要
な諸問題の連鎖が十分に展望されていないと言えよう。以上の問題関心から、小稿はさしあたり18
世紀前半を対象に取り上げ、とりわけ1734年の英帝通商条約を焦点としつつ、旧来別個に考察さ
れてきたバルト海貿易とロシア南下政策とを統一的に把握すること、これを課題としたい。（叩
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政治」『岩波講座・世界歴史』第17巻（近代4）岩波書店相70年、所収、111－115、130－135貢。ロシア
外交政策における南下政策の位置については、Ｃ．Ｅ．Ｂｌａｃｋ，‘‘ＴｈｅＰａｔｔｅｒｎｏｆＲｕｓｓｉａｎＯｔ函ｃｔｉｖｅｓ，，，Ⅰ．Ｊ．Ｌｅｄｅｒｅｒ（ｅｄ．），
ｑｐ．ｃｉＬ，ＰＰ．9－11，13・16；Ｅ．ＳａｒｋｉｓｙａｎＺ，“Ｒ由ｓｉａｎｈｌＰｅｒｉａｌｉｓｍＲｅｃｏｎｓｉｄｅｒｃｄ”，Ｔ．Ｈｕｎｃｚａｋ（ｅｄ．），Ｒ払㌍ｉｄｎｂｑｐｅｒｉａｌＬｇｍ
ｂｏＴｎｂａＴ7ｔｈｅＧｒｅａｔｔｏｔｈｅＲｅｖｏｌｕｔｉｏｎ，ＮｅｗＢｒｕｎＳｗｉｃｋ，1974，Ｐ．52；比Ｒａｇｓｄａｌｅ，‘‘ＴｈｅＴｒａｄｉｔｉｏｎｓｏｆＩｍｐｃｒｉａｌＲｕｓｓｉａｎ
Ｆｏｒｅｉｇｎ Ｐｏｌｉｃｙ”，Ｈ．Ｒａｇｓｄ81ｅ（ｅｄ．），ｂｑｐｅｒｉａｌＲ弘∬ｉａｒｌＦｂＴＹな〝Ｐｏｌｉｑ／，Ｃａｍｂｒｉｄｇｅ，1993＞ＰＰ．2－3；Ａ．1Ｒｉｅｂｃｒ，
“ＰｅｒｓｉｓｔａｎｔＦａｃｔｏｒｓｉｎＲｕｓｓｉａｎＦｏｒｅｉｇｎＰｏｌｉｃｙ：ＡｎＩｎｔｅｒｐｒｃｔｉｖｅＥｓｓａｙ’’，札Ｒ8ｇＳｄａｌｅ（ｅｄ．），ｑ？．Ｃｉｔ．，ｐＰ．315－316，324・
325；Ａ・Ａ・ロストフスキー（東亜近代史研究会訳）『ロシア東方経略史』生活社け42年、岩間徹「18世紀
のロシア」『岩波講座・世界歴史』第17巻（近代4）岩波書店1970年、所収、432－434貢、木村英亮「ツ
ァーリ＝ロシアの植民地政策と外交」大崎編、前掲書、所収。
なお最近藤土関係に関する研究も現れつつあるが、その分析視角はいずれも純粋な政治過程の枠組にとど
まる。志田恭子「帝政ロシアにおけるノダオロシア・ベッサラビアの成立一併合から総督府の設置まで－
－Ｊ『スラグ研究』第49号2002年、黛秋津「ロシア・オスマン関係の中のワヲキア・モルドヴァ公開題一相
世紀後半からけ世紀初頭まで－」『史学雑誌』第113締第3号2004年、尾高官己「キュチエク＝カイナル
ジャ条約（1774年）の第7粂及び第14条に見られるトルコ領内のキリスト教徒に対するロシアの保護権に
ついて」『西洋史学報』第31号2004年。
（11）Ｍ．Ｓ．Ａｎｄｅｒｓｏｎ，ｍｅＥ血ｅｍＱｕｅｓＥｉｏ17）774－）923：ＡＳＬｚＬ砂ｉｎｈ7ｔｅｍａｔｉｏｎａ［Ｒｅｈ7Ｅｉｏ（1Ｓ．Ｌｏｎｄｏｎ，1966；百瀬宏「『東
方問題』」『岩波講座・世界歴史』第20巻（近代7）岩波書店1971年、所収。
（12）鳥山成人『ロシア・東欧の国家と社会』恒文社1985年、16－20、207－212、297－298貫、同「1さ世
紀ロシアの貴族と官僚」吉岡昭彦・成瀬治編『近代国家形成の諸問題』木鐸社1979年、所収。
（13）和田春樹「ロシアの『大改革』時代」『岩波講座・世界歴史』第20巻（近代7）岩波書店1971年、所収、
鈴木健夫「ロシア帝国の膨張と『大改革』」歴史学研究会編『民族と国家』（『講座・世界史』第3巻）東大出
版会1995年、所収。
（14）玉木「イギリスのバルト海貿易（1731－1780年）」、92頁、同「相世紀イギリスのバルト海貿易」、51－52
貢、同「イギリスとオランダのバルト海・白海貿易」、310貢。また我が国ロシア史研究め標準たる、田中・
倉持・和田編『世界歴史大系・ロシア史』（全三巻）・山川出版社相94年、第二巻、63貢、でも「1734年に
結ばれた両国の通商条約はイギリスによるロシアの外国貿易の独占への契機となった」と評価されている。
このような見解は古くは既に以下の研究にも見られる。Ｐ．Ｓ血Ⅴち‘‘職¢Ａｎ由かＲｕｓｓｉａｎＴｒ血＝肋吋Ｏｆ1734’’，
伽汀ｆ卯月卯ねｗ，Ｖｏｌ．1，1912，ｐ．25；Ｊ・クーリッシェル（松田智雄監訳）『ヨーロッパ近世経済史』（全二巻）
東洋経済新報社1982年、第Ⅰ巻、323・325頁。対してＡ・カハンは以上の見解をイギリスの搾取とロシアの
犠牲を一方的に強調するロシア愛国主義史観であると批判しつつ、むしろ当核条約によってロシアが巨額の
鳥取大学大学教育総合センター紀要　第1号（2004） 11
貿易黒字を確保した事実を喚起している。Ａ．Ｋａｈａｎ，呼．ぐ鉦，ｐｐ．1粥，236．
なおメスエン条約の史的意義に関してはさしあたり、大塚久雄『近代欧州経済史叙説』（『大塚久雄著作集』
第二巻）岩波書店1969年、106－10＄頁、川北、前掲書、256－261貢。
（15）Ｄ．Ｋ．Ｒｅａｄｉｎｇ，乃ｅＡｎｇｌｏ－ＲｕｓｓｉａｎＣｏｍｍｅｒｃｉａｌ升ｅａｏ，ｄ）734，ＮｅｗＨａｖｅｎ，1938，ｐ．74；Ｎ．Ｃ．Ｈｕｎｔ，”ＴｈｅＲｕｓｓｉａ
Ｃｏｍｐａｎｙａｎｄ也ｅＧｏｖｅｍｍｅ鴫1730－42，，，坤ｒｄ肋ｖｏ〝わタ呼ｅ帽，Ｖｏｌ．7，1957（その原型は、筆者未見であるが、Ｎ・
Ｃ．ｍ皿ｔ，“Ａ Ｃｏｎｓｉｄｅｒａｔｉｏｎ ｏｆｔｈｅ Ｒｅｌａｔｉｏｎｓｈｉｐ ｂｅｔｗｅｅｎ Ｓｏｍｅ Ｒｅｌｉｇｉｏｕｓ ａｎｄ Ｅｃｏｎｏｍｉｃ Ｏ曙ａｎｉ2ａｔｉｏｎｓ ａｎｄｔｈｅ
Ｇｏｖｅｍｍｅｎｔ，ｅＳｐｅＣｉａｌｌｙ鮎ｍ1730ｔｏ1742”，Ｐｈ．Ｄ．ｄｉｓｓｅｒｔａｔｉｏｎ，ＣａｍｂｒｉｄｇｅＵｎｉｖｅｒｓｈｙ，1951）；Ｄ．Ｂ．Ｈｏｍ，Ｇｒｅａｔ
動・加ゎ卯ｄ血ｒ甲β加伽且な加ｇｇ〃∠カＣβ〝紬ワ，Ｏｘぬｒｄ，1967，ｐｐ．209－210，
（16）Ｋ．Ｒ．Ｓｈｍｉｄｔ，“ＴｈｅＴｒｅａｔｙｂｅｔｗｅｅｎＧｒｅａｔＢｒｉｔａｉｎａｎｄＲｕｓｓｉａ，1766：ＡＳｔｕｄｙｏｎｔｈｅＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔｏｆＣｏｕｎｔＰａｎｉｎ’ｓ
Ｎｏｒｔｈｅｒｎ Ｓｙｓｔｅｍ”，Ｓｔａｎｄ♭Ｓｈｖｉｃａ，Ｖｏｌ．1，1954；Ｐ．Ｈ．Ｃｌｅｎｎｄｅｎｎｉｎｇ，“ＴｈｅＢａｃｋｇｒｏｕｎｄ ａｎｄＮｅｇｏｔｉａｔｉｏｎｓｆｏｒｔｈｅ
Ａｎｇｌｏ－ＲｕｓｓｉａｎＣｏｍｍｅｒｃｉａｌＴｒｅａｔｙｏｆ1766”，Ａ．Ｇ．Ｃｒｏｓｓ（ｅｄ．），ＧｒｅａｔＢｒｉＬａｉｎａｎｄＲｕｓｓｉａｉｎｔｈｅＥｉｇｈＥｅｅｎｔｈＣｂｎｔｕＴｙ：
ＣｏｎｌａｃＬｓａｎｄＣｏｍｐｂｒｉｓｏＴＷ，Ｎｅｗｔｏｎｖｉ11ｅ，Ｍａｓｓ．，1979；ｉｄｅｍ，“ＴｈｅＡｎｇｌかＲｕｓｓｉａｎＴｒａｄｅＴｒｅａｔｙｏｆ1766：ＡｎＥｘａｍＰｌｅ
ｏｆｌ紬・Ｃｅｎ叫ＰｏｗｅｒＧｒｏｕｐ王ｎｔ¢ｒｅＳｔＳ，，，血ｒ〃αＪげ血叩仰瓜りム∂桝わ劫わ堺Ｖｏｌ．19，1990．
（17）ただし旧ソ連学界ではピョートル大帝・エカチェリーナ二世両帝の治世が称揚される一方、両者を介在す
る時代は「女帝の暗黒時代」ｄａｒｋｅｒａｏｆｔｈｅｒｅｉｇｎｏｆｗｏｍｅｎとして軽視され、本邦での研究も遅れている。そ
こで本稿では専ら欧米学界における先行研究を摂取することによって分析を進めることとしたい。相世紀ロ
シア史に関する内外の研究文献については、今井・藤沼・松田編「日本における18世紀ロシア研究－第二
次世界大戦彼のロシア史・ロシア文学研究の文献リストー」『工学院大学研究論半』第2さ号1990年、Ｐ．
Ｃｌｅｎｄｎｎｉｎｇ／Ｒ．Ｂａｒｔｌｅｔｔ（ｅｄ．），Ｅ＃1ｅｅｎｔｈ ＣｅｎｔｕＴｙＲｕｓｓｉａ：Ａ ＳｂＺｂｃＩＢｉｂｌｉｑｇｒ甲ｈｙｄＷｏ血ｐｕｂｌＬｓｈｅｄｓｉｎｃｅ1955，
Ｎｅｗｔｏｎｖｉｌｌｅ，Ｍａｓｓ．，1981．
〔Ⅰ〕ピョートル大帝時代
本節では近代ロシア史上の起点たるピョートル大帝（在位：1689－1725年）の時代を対象に、
その即位時点における海外貿易の実態、これを前提条件とする大帝の外交・経済政策、その延長と
しての通商条約交渉の展開、以上に関して順次検討したい。
（1）ロシア海外貿易の現状
まずピョートル大帝の即位時点における海外貿易の現状を確認しよう。モスクワ大公国は国内に
広大な土地・人口・資源を保有しながら、内陸国家として成長してきたが故に世界市場と直結する
有望な海洋を欠如し、長らくヨーロッパ国際商業の外縁に位置してきた。かかる地理的状況におい
てロシアが海外市場と接続するには、さしあたり以下の選択肢があったと言える（図1）。（ｌ）
第一は北ドヴイナ河を北上して白海Ｗｈｉｔｅ Ｓｅａ沿岸の河口都市アルハングリスクＡｒｈａｎｇｅｌに至る
ルートである。同市はもともと16世紀後半の輸出不況を背景としたテユーダー絶対王政の北東航
路探検＝販路開拓の結果1553年にＲ・チャンセラーＲｉｃｈａｒｄ ＣｈａｎＣｅｌｌｏｒによって発見された海港で
あり、続く1555年にロンドン商人がイギリス最初の合本会社ｊｏｉｎｔ－ＳｔＯＣｋ ｃｐｍｐａｎｙとしてｒモスク
ワ会社」ＭｕｓｃｏｖｙＣｏｍｐａｎｙを組織する一方、イヴァン雷帝（在位：1533－84年）は同社にロシア
領内での自由通商を承認し、以来イギリスの貿易拠点として成長してきた。ただしその後1649年、
アレクセイ・ミハイロゲィチ（在位：1645－76年）は清教徒革命への制裁としてその特権を剥奪
しており、対して同社は1670年に制親会社呵糾1ａｔｅｄｃｏｍｐ皿ｙへと転換し、60ポンドの加入金を納
入する有力商人の独占企業として存続を図るものの、以後アルハングリスクの商業活動はむしろオ
ランダ商人によって牽引されることになった。いずれにせよ同港は17世紀末の時点でロシアが領
有した唯一の海港都市であり、背後にはロシア内陸地帯からシベリアを経てベルシアへと至る広大
12 武田元有：十八世紀前半におけるバルト海貿易とロシア南下政策
園1：ロシア帝国版図
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な市場を控える一方、スカンジナビア半島を迂回する航路は国際紛争による海上封鎖の恐れも無く、
かくして同港はヨーロッパ市場に国内一次産品（毛皮．皮革・大麻・灰汁）・ベルシア生糸を輸出
するとともに、ヨーロッパ諸国より羊毛製品・植民地産品・貴金属を輸入し、ロシア海外貿易の実
に75％を吸収したとされる。しかしながら同港は半年以上にわたって凍結し、また天候不順な北
極海の航行は片道一月の時間と高度な危険を伴ったため、その発展には自ずと限界があった。（Ｚ）
第二は、ドン・ヴオルガ・ドニエストル・ドニエプルの大河を南下してカスピ海・黒海に至るル
ートである。17世紀末段階における当該方面との通商規模は必ずしも高くなく、対欧貿易総額の
せいぜい10％程度にとどまったと言われる。しかし両海は、その温暖な気候から不凍港を保有す
る一方、後背地にはコーカサスの養蚕地帯とウクライナの肥沃な黒土地帯ｂｌａｃｋｅａｄⅣｃｈｅｍｏｚｅｍを
擁する、有望な貿易・生産拠点であり、当該方面との交易はさらなる発展を期待された。（3）
うちまずカスピ海方面については、既に1552－56年にイヴァン雷帝がタタール勢力（カザン・
アストラハン）を征服し、その北岸地帯を獲得したが、（4）しかしより重要な経済拠点たるコーカサ
ス地方に関しては、オスマン・ベルシア（サファピー朝）二大イスラム帝国の覇権抗争を経て、17
世紀前半には後者の領土支配が確立している。ただしその際シヤー・アッパース大帝（在位：1587
－1629年）は、生糸の生産・流通に精通するアルメニア住民をアラクス河畔のジェルファ巧ｕ胞
から首都イスファハン近郊の新ジュルファへと強制連行する一方、アルメニア商人に生糸輸出の通
商特権を付与してコーカサス経由の東西貿易を振興し、その通商活動は西はオスマン領内を横断し
て東地中海のアレッポに、北はロシア領内を縦断して「ツンドラのアレッポ」たる上記のアルハン
ゲリスクに達した。これを受けてオスマン帝国が英仏両国のｒレヴアント会社」Ｌｅｖａｎｔ ＣｏｍｐａｎｙＩ
Ｃｏｍｐａｇｎｉｅ ｄｕＬｅｖａｎｔにべルシア通商特権を承認したのに対し、ロシアではまずイヴァン雷帝がモ
スクワ会社にロシア領内通過貿易の特権を、また17世紀後半に同社の特権を剥奪したアレクセイ
帝はむしろカスピ海北岸アストラハンのアルメニア商人に同様の特権を、それぞれ付与してベルシ
ア通商を奨励している。かくしてアストラハンは、ベルシア市場より生糸・絨毯・宝石を輸入する
一方、ベルシアに対して国産毛皮・西欧産毛織物・貴金属を輸出し、ロシア東方貿易の重要な一角
を担ったのである。（5）
対照的に、黒海は15世紀以来一貫してオスマン帝国に帰属し、16世紀後半にはヨーロッパ商人
の自由航行が禁止される一方、帝国臣民たる特権ギリシア商人（「ファナリオト」Ｐｈａｎ釘ｉｏｔ）が黒
海貿易を独占し、とりわけドナウ河下流のルーマニア両国（モルダヴイア・ワラキア）は帝都コン
スタンチノープルの食糧基地として強力な貿易統制を施行された。加えて黒海北岸の後背地ドニエ
プル河流域のウクライナは長らくポーランド＝リトアニア連合王国とオスマン帝国との領土紛争の
舞台であり、かくしてロシアの黒海進出には重大な障害が存在した。（6〉かかる状況においてアレク
セイ帝は1654－67年にポーランド戦争を遂行し、1667年のアンドルソヴオ条約にてドニエプル
左岸・河畔都市キエフの併合に成功したが、続くフョードル・アレクセエヴィチ（在位：1676－き2
年）は1676－81年の露土戦争に敗れ、黒海進出には挫折している。むしろこの間オスマン帝国は
1672－76年のポーランド戦争にてウクライナ南部ポドリアを併合し、クリミア汗国を中核とする
「北方障壁」を再建する一方、フランス重商主義のレヴアント進出によって地中海覇権が動揺する
なか、オスマン帝国経済の動脈として黒海支配体制をむしろ強化した。かくして黒海は世界市場か
ら隔離された「オスマン帝国の湖」0伽ｍａｎＬａｋｅとして掌握されたのである。叩
第三は西方のバルト海への進出である。周知の如くバルト海・北欧地域は近世ヨーロッパ国際商
業の重要な一角をなし、なかでもイギリスは1579年に「イーストランド会社」Ｅａｓｔｌａｎｄ Ｃｏｍｐａｎｙ
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を設立して東部諸州（サフォーク・エセックス）の染色・仕上済み毛織物を輸出する一方、船団建
設に不可欠な各種の船舶必需品を調達し、このため貿易収支の逆調と貴金属の流出を記録する「失
われた貿易」（Ｊ・チャイルド）と椰諭されながらも、バルト梅貿易はイギリス重商主義帝国の生
命線として機能した。（8）またオランダは1660年のイギリス航海条令と一連の英蘭戦争を契機とし
て大西洋貿易から後退するに伴い、経済活動の重点をバルト海域における中継貿易・金融業務に移
行しており、以後バルト港市場はオランダの「母なる貿易」Ｍｏｅｄｅｒｈａｎｄｅｌと呼ばれた。（9）かかる興
隆を示すバルト海貿易にロシアが参入する手段としては、ポーランド領内よりザクセンの内陸商業
都市ライプツイヒを経由してバルト海南岸都市（ポーランド領ダンツイヒ・プロイセン領ケー⊥こニヒ
スペルク）り、ンザ都市に至るルートに加え、（10）ロシア内陸を源流とする河川・湖沼を西漸・北上
してリグオニアの港湾都市リガ鮎ｇ恥エストニアの濾湾都市ナルヴァＮ訂Ｖａ・レヴァルＲｅｖａｌ、フ
ィンランド湾岸内奥のニュンＮｙｅｎ（彼の聖ペテルプルグ）、以上のバルト海東岸都市に到達するル
ートが存在した。後者の東岸諸港はいずれも冬期に4ヶ月ほど凍結するため、この点で不凍港をも
つ南岸都市には劣るが、それでも結氷期間はアルハンゲリスクより短く、また船舶航行は北極海ル
ートより迅速・安全であり、新たな対欧貿易の窓口として機能することが期待された。
かかる観点から既にイヴァン雷帝は1558－83年のリヴォニア戦争にてナルヴァを獲得し、モス
クワ会社を媒介に対英貿易を開始している。（11）しかし続く17世紀においてバルト海東岸諸港はポ
ーランドとスウェーデンとの、またバルト海と北海とを分断するズンド海峡Ｓｏｕｎｄ（エーアソン海
峡Ｏｒｅｓｕｎｄ）はデンマーク＝ノルウェー連合王国とスウェーデンとの、それぞれ覇権争いの焦点を
なし、とりわけスウェーデン国王グスタフ・アドルフ（在位：1611－32年）は1617年にロシア
よりフィンランド湾岸（ナルヴァ・レヴァル）を、1629年にはポーランドよりリグオニア（リガ）
を順次併合してバルト海東岸地帯を制圧している。続く1630年にはフランスと同盟して三十年戦
争に介入し、自らは戦死するものの、次代の女王クリスティーナ（在位：1632－54年）は1648
年のウェストファリア条約にて神聖ローマ帝国よりオーデル河口の西ボンメルン（シュチッティ
ン）、エルべ河口（ブレーメン・フェルデン）、ヴェーゼル河口（ヴィスマール）、以上のバルト海
南岸地帯を獲得している。さらに次代カール十世（在位：1654－60年）治世の1657年にはホル
シュタイン＝ゴットルプ公国との婚姻・同盟関係を挺子にデンマーク包囲体制を構築し、前後する
一連のデンマーク戦争（1643－45、57－60、75－79年）を通じてズンド海峡の免税権・制海権
をも獲得した。かくしてスウェーデンは「バルト帝国」として君臨し、バルト海は実質的な「スウ
ェーデンの内海」、港湾都市リガは「スウェーデン王室の最も輝ける宝石」となったのである。（12）
他方、ロシアはロシア正教の排外主義からヨーロッパ文明との接触を極力回避する孤立外交を展開
し、この結果17世紀後半のヨーロッパ国際関係＝ウェストファリア体制から除外されており、か
くしてロシアのバルト海領土回復にはやはり多大な困難が存在した。
なお第四は東方のシベリア経由極東・太平洋方面への進出であるが、当該方面には進出を阻害す
る敵対国家は存在しない。しかしながら当該方面は未だ地理的・気候的条件が不詳な未開の地であ
って、そもそもユーラシア大陸と北米大陸が地理的に連結しているのか否かすら不明であり、通商
活動に先立ってまず現地調査・探検活動を行う必要があった。したがってロシア海外貿易の発展方
向としては、上記の南方及びバルト海方面の両者が現実的な意味をもっていたと言えよう。
全体として17世紀のロシア海外貿易は、黒海・バルト海貿易が制約されるなか、それぞれオラ
ンダ・アルメニア商人を中核とする北のアルハンゲリスク・南のアストラハン両港を結ぶルートを
基軸に、ベルシア物産を輸入してこれを国産一次産品とともにヨーロッパ市場に輸出し、他方でヨ
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ーロツバ工業製品とともに大量の貴金属を吸収してこれをベルシア方面に輸出する構図を示してい
る。この意味でロシア市場は、新大陸の銀がアムステルダム金融市場を経由してイスラム・アジア
諸国へと流出する東西貿易の一角を構成しており、南方の地中海・喜望峰ルートがその動脈であっ
たとすれば、ロ・シアはこれを補完する北方の迂回ルートとして機能していたと言えよう。（ｌ））
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のネットワークー16－19世紀－」『世界の構造化』（柴田三千雄他編『シリーズ・世界史への問い』第9
巻）岩波書店1991年、所収、31－34貢。
（2）外交政策
次に以上の貿易構造を前提条件として着手された国家権力の政策展開を見たいが、まずは一連の
改革政策の基底をなすとされる外交政策の検討から始めよう。ロシアが白海貿易の限界を克服する
には何よりも黒海・バルト海方面への進出を志向せざるを得ず、両海をそれぞれ制圧するオスマン
・スウェーデン両国との軍事対決は不可避であった。（1）以下、ヨーロッパ国際政治の展開に占める
ロシアの位置に留意しつつ、ピョートル外交の成果と限界を確認したい。
①露土戦争く1鰻6－1699年）
16別年に親政を開始したフランス国王ルイ十四世（在位：1643－1715年）は、ハプスブルク家
のヨーロッパ支配体制に対抗するべく一連の侵略戦争（1667－68年のフランドル戦争・1672－78
年のオランダ侵略戦争）を展開し、1683年にはスルタン・メフメット四世（在位：1648－87年）
と仏土同盟を形成してオスマン軍隊の第二次ウィーン包囲を工作する一方、1685年にはファルツ
選帝侯国の領土継承を画策した。対して皇帝レオボルト一世（在位：1658－1705年）は、早々に
オスマン軍隊を撃退した後、まずポーランド・ヴェネツィア両国と神聖同盟を結成して16糾－99
年の神聖戦争に着手し、また名誉革命直後のイギリス・オランダ同君連合とアウクスプルク同盟を
組織して1689－97年のファルツ継承戦争（ウイリアム王戦争）を遂行する。この結果オーストリ
アは、まず1697年のライスワイク条約にてフランスのヘゲモニー政策を牽制し、自身のヨーロッ
パ覇権を維持したのみならず、続く1699年のカルログィツ条約では英蘭両国の仲介でオスマン帝
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国よりハンガリー・トランシルヴァニアを奪還し、バルカン方面への勢力拡張すら実現した。（2）
他方ロシアは、この間1686年にポーランドとモスクワ条約を締結し、両国の恒久平和と河畔都
市キエフの領有を再認する一方、代償として神聖同盟への参加を要請され、ここに神聖戦争の一角
として1686－99年の露土戦争が勃発する。まず摂政時代の1687・89年には、摂政ソフィア・ア
レクセユダナ（在任：1朗2－89年）の寵臣Ⅴ・Ⅴ・ゴリツインＧｏｌｉｔｓｙｎがクリミア遠征を展開し
たが敗れ、続くピョートル大帝の親政時代には、攻撃対象を東方に転換しつつ1695－96年に大帝
自らアゾフ遠征を展開した。この結果1700年にコンスタンチノープル条約が締結され、ロシアは
アゾフ海の領有、駐土大使の設置、聖地巡礼権の獲得、以上を実現した。以後ピョートル大帝はア
ゾフ海でロシア史上最初の海軍建設を進める一方、1706年にはドン河河口に軍港タガンローク
Ｔａｇａｎｒｏｇを建設し、かくして念願の「南方への窓」ＷｉｎｄｏｗｔｏｔｈｅＳｏｕｔｈを確保したのである。（3）
しかしながら同時に当該戦争は、ヨーロッパ国際政治に占めるロシアの劣位を露呈することにな
った。まず1697－98年、ピョートル大帝は欧州各国に有名な大使節団を派遣し、アゾフ艦隊の建
設に必要な海事技術の習得に努める一方、対土戦線の膠着を打開するべくキリスト教国の大同団結
を提唱しており、この結果1697年には喚露同盟が締結され、またイギリス国王ウイリアム三世と
のユトレヒト会談では両国の友好関係が確認されている。しかし当時ロシアは依然としてヨーロッ
パ国際体系の圏外に位置し、知識人の間ではイスラム諸国と同列なアジア的「野蛮国家」ａｂ訂ｂ訂ｉａｎ
ｓｔａｔｅ・ｒシベリアの熊」ａ ＳｉｂｅｒｉａｎＢｅａｒ（Ｄ・デフオー）・ｒ北のトルコ」Ｎｏｒｔｈｅｍ Ｔｕｒｋ（Ｇ・Ⅴ・ラ
イプニッツ）とさえ認識されており、したがって列強との提携もあくまで「オスマン帝国の脅威」
が存在する限りにおいてのみ、暫定的に成立したにすぎなかった。このため以上の同盟・友好関係
はバルカン戦線が好転するに伴いいずれも間もなく解消されている。（4）また続く1698－99年のカ
ルログィッツ清和会議では、盟主オーストリアがハンガリー・トランシルヴァニアを獲得する一方、
同盟諸国のヴェネツィアがダルマティア・モレア半島を、ポーランドがポドリアをそれぞれ奪回す
るなか、ロシアはアゾフ海から黒海への出口たるケルチ海峡Ｋｅｒｃｈの領有を主張しているが、同盟
諸国・イギリスともこれを認めず、むしろ和平交渉を有利に進める必要から露土戦争の続行すら要
請した。かくしてロシアは単独で対土戦争を続行し、あらためて1700年のコンスタンチノープル
条約を締結したわけであるが、もはや列強の後席が無い故にやはりケルチ海峡の領有には失敗し、
かくしてロシアの勢力範囲はあくまで狭いアゾフ海内部に限定されたのである。（5）
以上の如く、旧来の歴代君主が単独で対土戦争を遂行してきたのとは対照的に、ピョートル大帝
は今や神聖同盟と連携することによってアゾフ海の領有を達成することができた。その反面、ロシ
アはなおヨーロッパ諸国家体系の一員として認められず、オスマン領土分割をめぐる利害対立が発
生するや否や、戦時の協調関係を解消されたのみならず、黒海進出を阻害されさえしたのである。
②　北方戦争（1700－21年）
1釜世紀初頭において国際政治の焦点はスペイン王位の継承問題に移り、フランスが新たにスペ
イン王位の継承とアシェント（黒人奴隷輸入特権）の獲得を要求する一方、神聖戦争より復帰した
オーストリアは、スペイン南米植民地との貿易に従事するイギリス・オランダ海洋諸国、及び代価
としてそれぞれプロイセン・イギリス王位の獲得を期待するブランデンプルグ・ハノーヴァ一両選
帝侯国とハーグ同盟を組織して対抗し、1701－13年のスペイン継承戦争（アン女王戦争）が勃発
する。当該戦争は1713年のユトレヒト条約及び1714年のラシュタット条約にて終結し、続く1715
年におけるルイ十四世の死去と相侯って、ヨーロッパ国際政治・植民地貿易におけるスペイン「帝
国」の解体と「ルイ十四世時代」の終鳶、他方におけるイギリス海上帝国の基礎が確定した。（‘）
18 武田元有：十八世紀前半におけるバルト海貿易とロシア南下政策
他方、ピョートル大帝は、先の大使節団の経験から、もはや対土同盟の形成が困難であることを
実感したのみならず、むしろその途上立ち寄ったバルト海諸港の繁栄や西欧諸国の海事・造船技術
に感化され、以後対外進出の方向を黒海から「北の地中海」たるバルト海へと転換する。かくして
モスクワへの帰途の1699年、スウェーデンからの失地回復を画策するデンマーク新王フレゼリク
四世（在位：1699－1730年）、及びブランデンブルク＝プロイセンに対抗した独自のバルト梅通
商を志向する親露派のザクセン逮帝侯＝ポーランド国王アウダスト二世（在位：1697－1704年）、
両者と局地的な北方同盟を形成する。対してスウェーデン新王カール十二世（在位：1697－1718
年）はその甥ホルシュタイン＝ゴットルプ公国君主カール・フリードリヒとの同盟関係を強化する
一方、1700年のハーグ条約にてイギリス・オランダ両国と相互の軍事援助を約束した。かくして、
先の露土戦争が終結して間もなく1700－21年の北方戦争が勃発する。（乃
スウェーデンは英蘭両国海軍の支援を受けつつデンマークの首都コペンハーゲンを制圧する一
方、1700年のナルヴァの戦いにてロシア軍を撃破し、その後スペイン継承戦争の勃発に伴う英蘭
両国の撤退で単独での戦争遂行を余儀なくされるものの、1704年にはポーランド新王に反露派の
在地貴族スタニスワフ・レシチンスキＳ也ｎｉｓｌａ5Ｌｅｓｚｃｚｙｎｓｋｉ（在位：1704－09年）を擁立し、続く
1709年には内陸ウクライナへの侵攻を開始した。この間ピョートル大帝は急速に軍隊を再建して
攻勢に転じ、1702年以降フィンランド湾岸各地（リグオニア・エストニア・イングリア・カレリ
ア）を順次占領するとともに、1703年にはネヴァ河口を獲得して「西方への窓」ＷｉｎｄｏｗｔｏｔｈｅＷｅｓｔ
たる聖ペテルプルグの建設に着手している。最終的に1709年のポルタヴァの戦いでロシアの勝利
が確定し、ポーランド国王にアウグスト二世（復位：1709－33年）が復帰するとともに、カール
十二世はオスマン領内へと敗走した。当該戦争はその後1721年のニスクット条約で正式に終結し、
ピョートル大帝は念願のバルト海諸港を確保する一方、以後国家元首の称号として「皇帝」を自称
し、バルト海におけるスウェーデン「帝国」の没落とロシア帝国の台頭が確定した。（‡）
先行研究の多くは以上の如き北方戦争におけるロシアの優位を専ら軍事作戦の成功に帰す傾向が
強いが、実際にはこれと平行して展開された種々の外交戦略が戦線の有利な展開に大きく貢献して
いる。その第一は在外大使館網の整備である。前述の如くロシアは旧来ヨーロッパ諸国に常駐使節
を保有しなかったが、ピョートル大帝は北方戦争を展開するなか同盟国・第三国と緊密な外交関係
を維持する必要を痛感し、本国のｒ外務省」ＰｏｓｏＩｓｋｉｉＰｒｉｋａｚを拡充する一方、欧州留学を推奨して
外務官僚の養成を進めた。この結果まず1700－01年には、前述の駐土大使に加え、盟邦ポーラン
ド・デンマーク、中立国オーストリア・オランダ、さらには敵国スウェーデンを含む近隣諸国に在
外大使が設置され、その対象はプロイセン王国（1707年）・ハノーヴァ一遇帝侯国（1711年）等の
神聖ローマ帝国諸邦を経て、イギリス（1710年）・フランス（1720年）・スペイン（1724年）等の
西欧諸国へと拡大された。最終的に北方戦争時代を通じて合計21の在外大使館が開設され、逆に
欧州各国の設置した駐露大使は11にとどまるものの、これら在外使節の交換を通じてロシアはヨ
ーロッパにおける情報収集・外交折衝の手段を獲得することになった。（9）
第二は以上の如き在外使節の設置を挺子とした北方同盟の拡張である。ユトレヒト条約の締結に
伴いスペイン戦線より帰潰したプロイセン新王フリードリヒ・ヴイルヘルムー世（在位：1713－40
年）・ハノーヴァ一遇帝侯ゲオルグ・ルートヴィヒ（在位：1698－1727年）は、ともにスウェー
デン額である西ボンメルン・エルベ河口の領有をそれぞれ志向して北方戦争の動勢への関心を強
め、これに対してピョートル大帝は、北方戦争の膠着状態を打開するべく両国の参戦を条件とした
バルト海南岸の領土分割を協議し、1713－15年において北方同盟は五国同盟へと拡張された。こ
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の結果デンマークがスウェーデンの盟邦ホルシュタイン公国からシュレスヴィヒを奪取する一方、
プロイセンは酉ボンメルンを、またハノーヴァーはブレーメン・フェルデン両市を、それぞれ制圧
・併合し、かくしてバルト海南岸地帯におけるスウェーデン勢力の後退は決定的となった。（10）
第三はより旧い家産制的支配原理による施策、すなわち一連の政略結婚である。これは特に不凍
港を有するバルト海南岸諸国との外交関係において確落される。まずポーランド王国に帰属するク
ールラント公国は、不凍港の北限として重要な商業拠点であったが、北方同盟に加盟するポーラン
ドの属国である以上、露骨な併合は困難であった。そこで1710年、大帝の姪アンナ・イヴァノヴ
ナ（1693　－1740年：後のロシア女帝）と公国君主フリードリヒ・ヴィルヘルムとの婚姻が工作さ
れたが、たまたま翌年公国君主が急逝し、かつ公位を継承したその伯父フェルディナントもまた公
国貴族と対立して国外に追放されたため、先公の寡婦たるアンナが強い権力を握ることになった。
またユトランド半島基部に位置するメクレンプルク公国は、経済的にはズンド海峡を代替する運河
建設が可能であったのみならず、軍事的には対岸のスウェーデン本土に対する上陸作戦の拠点とし
て重要な意味をもったが、同国は神聖ローマ帝国に帰属するため、オーストリアとの関係を維持す
る上で軍事侵攻は困難であった。そこで1716年に大帝の姪エカチェリーナ・イヴァノヴナ（彼の
皇帝イヴァン六世の祖母）が公国君主カール・レオボルトと結婚し、以後これを口実にロシア軍隊
はメクレンプルクに駐留している。さらに、同じくユトランド半島基部に位置して商業的・軍事的
要衝をなすホルシュタイン＝ゴットルプ公国は、敵国スウェーデンの盟邦である故にロシア軍の侵
攻が可能であったものの、しかし同時にやはり神聖ローマ帝国に帰属したため公式併合は難しく、
1714年より皇女アンナ・ベトローヴナ（後の皇帝ピョートル三世の母后）と公国君主カール・フ
リードリヒとの縁組が交渉された。ただし同国は先に占領されたシュレスヴイヒの回復をめぐって
デンマークと対抗していたため、ピョートル大帝は後者との北方同盟を優先して婚姻交渉を延期し
ている。しかし続くニスタット条約によって北方戦争が終結すると、ピョートル大帝はもはや北方
同盟を不要としたのみならず、むしろデンマークの台頭を新たな脅威と認識し、1724年には一転
してロマノフ＝ホルシュタイン両家の婚姻を承認した。他方この前年、スウェーデン議会は新王フ
レードリックー世（在位：1720－51年）の専制政治を牽制するべく、先王カール十二世の甥であ
るホルシュタイン公に王位継承権を承認しており、この結果ホルシュタイン公家はロシア皇位・ス
ウェーデン王位の継承権を同時に掌握することになった。かかるホルシュタイン公家の血縁を媒介
として1724年にはスウェーデン＝ロシア同盟が形成され、ここにデンマーク包囲体制が成立して
いる。以上一連の政略結婚は、軍事侵攻に代わる非公式支配の手段として、またイスラム諸国の対
欧外交との明確な差異を示す指標として、さらには彼のロシア歴代君主によるバルト海外交の伏線
をなすものとして、ロシア外交政策史上において極めて重要な意味をもっている。（11）
他方、以上の軍事・外交政策が、同時に高度な代償を伴ったこともまた確かである。まず独自の
バルト海通商を志向するポーランドはロシアのクールラント支配に大いに失望し、また神聖ローマ
帝国の盟主オーストリアもロシアのメクレンプルク・ホルシュタイン進出に不信感を強めた。（12）
さらにイギリスは、アン女王治世にはスペイン継承戦争におけるスウェーデンとの対仏同盟を維持
する必要からロシアの台頭を懸念したものの、続くハノーヴァ一朝時代には、戦争の終結によって
もはや対仏包囲が不要となったのみならず、今やジョージ一世（在位：1714－27年）としてイギ
リス国王に即位したハノーヴァー選帝侯ゲオルグ・ルートヴィヒは、前述の如く北方同盟に参画し
て北方戦争に介入したため、当面はロシアとの友好関係を維持した。しかしながらエルベ河を挟ん
でハノーヴァー選帝侯国と国境を接するメクレンプルク・ホルシュタイン両国においてロシア勢力
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の伸張が顕著となるなか、イギリス政府にとって王室の祖国ハノーヴァーの防衛は新たな外交課題
となり、1716年におけるロシア軍隊のメクレンブルク進駐、及びジャコバイト系在露イギリス商
人の反ハノーヴァ一括動によって英露関係は急速に悪化した。以後イギリスはヨーロッパの勢力均
衡をめざして一連の同盟政策を展開し、まず1716年のウェストミンスター協定にて旧敵フランス
と軍事同盟を組織する一方、続く17柑年には英仏蘭喚の四国同盟を形成して中部・南部ヨーロッ
パの現状維持を、また1719年のウィーン条約ではポーランド・オーストリアと三国同盟を結成し
て北東ヨーロッパの勢力均衡を、それぞれ確認し、かくして北方戦争への本格的な軍事干渉に着手
している。この結果1720年、駐英大使Ｍ・Ｐ・ベストウージェフ＝リユーミンＭｉｋｈａｉｌ Ｐｅｔｒｏｖｉｃｈ
Ｂｅｓｔｕ血ｅｖ一郎ｕｍｉｎ（在任：1720－21年）の帰国をもって、英露国交は断絶した。（13）
同様の事態は対仏関係についても確認できる。ピョートル大帝はイギリスとの外交関係が悪化す
るなかフランス政府への接近を試み、新王ルイ十五世（在位：1715－74年）の摂政オルレアン公
ｄｕｃ ｄ，Ｏｄａｎｓ（在任：1715－23年）と1717年にアムステルダム条約を締結して仏藤岡盟を形成し
ている。しかしそもそもフランス外交の基本方針は、宿敵オーストリアを包囲するべくスウェーデ
ン・オスマン両国と友好関係を維持することにあり、したがってバルト海・黒海への進出を目指す
ロシア外交との根本的な矛盾が露呈して当該条約は間もなく失効した。のみならず翌年フランスは
上記の四国同盟へと参加してロシア包囲体制をむしろ強化している。また英露国交が断絶した1720
年、ピョートル大帝は駐仏大使の派遣を開始するとともに若年の皇女エリザヴュータ・ペトローヴ
ナ（1709－62年：彼のロシア女帝）とルイ十五世との婚姻を画策したが、しかし男系世嗣の確保
を急ぐフランス政府はむしろ前ポーランド国王の成人した娘マリア・レシチンスカとの結婚を選択
したため、仏藤岡盟の試みは再度挫折した。（14）
以上の如くロシアは、これまでアジア的専制国家として同一視されてきたオスマン帝国とは対照
的に、今や近隣諸国との軍事同盟・大使互換・婚姻関係を手段としてヨーロッパ国際体系の一角に
参入し、その成果としてバルト海進出を達成することができた。とはいえその同盟関係はなお局地
的性格を免れなかったのみか、むしろ勢力均衡体系の撹乱要因としてイギリス・オーストリア両国
の強い干渉を招き、このため北方戦争の終結は20年に及ぶ長い歳月を要するとともに、和平後の
ロシア外交は両国の不断の警戒を受けることになったのである。
③　露土戦争（1710－13年）とべルシア遠征（1722－24年）
北方戦争の勃発によって南下政策は一時中断していたが、1709年ポルタヴァの戦いの結果、ピ
ョートル大帝がスウェーデン戦線の危機から解放される一方、オスマン領内に敗走したカール十二
世はスルタン・アフメット三世（在位：1703－30年）と対露同盟を形成し、かくして北方戦争の
一角として1710－11年の露土戦争が勃発している。その際ピョートル大帝は進出方向を今やクリ
ミア・アゾフ方面からバルカン方面へと転換し、「第三のローマ」としての役割を自認しつつオス
マン治下キリスト教徒の解放・保護を提唱する一方、ロシア史上10世紀以来となるドナウ河の渡
河作戦を強行してバルカン半島に侵攻し、対外的にはモルダヴィア君主Ｄ・カンテミールと対土同
盟を形成するとともにオーストリアの軍事支援を期待した。しかし皇帝ヨーゼフ一世（在位：1705
－11年）はスペイン継承戦争を遂行する上で東部国境におけるオスマン帝国の中立を必至とした
のみならず、むしろ自身のハンガリー・トランシルヴァニア支配を維持する上でロシアのルーマニ
ア進出に対する警戒を強めた。加えてイギリス・オランダ両国も対仏包囲体制を維持する必要から
壌土戦争の勃発を牽制するとともに、それぞれのレヴアント・ベルシア貿易利害からロシアの黒海
進出に強い懸念を示した。かくして孤立したロシアは1711年プルートの戦いに大敗し、同年のプ
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ルート条約（及び1713年のアドリアノープル条約）にてアゾフ要塞の返還、タガンローク要塞の
破壊、駐土大使派遣の停止、ポーランド内政問題への干渉禁止、今後25年間の不戦義務、以上を
甘受し、先に獲得した南下政策の足場を全て喪失することになった。（15）またモルダヴィア君主は
ロシア国内に亡命したが、オスマン帝国は制裁としてルーマニア自治制度を廃止し、以後中央政府
が任命するギリシア人君主（ファナリオト君主）を派遣してルーマニア支配を強化している。（1‘）
なおオスマン帝国はアゾフ海の奪回に続きバルカン領土の回復を志向したが、他方のオーストリ
ア新帝カール六世（在位：1711－40年）もまたスペイン継承戦争の終結に伴いバルカン進出を再
開しており、1715－18年に神聖戦争が再発している。その際ピョートル大帝は神聖戦争への参加
を申し入れたが、カール六世はロシアのルーマニア進出を警戒してこれを拒否し、単独で当該戦争
を遂行した。この結果1718年のバッサロヴィツ条約にてオーストリアはセルビア北部・ワラキア
西部を獲得し、ここに16世紀以来150年に及ぶオーストリアのバルカン進出はその頂点に達する。
対照的に露土両国は続く1720年のコンスタンチノープル条約にて先の領土条件を前提とした恒久
平和の樹立と駐土大使の再置を確認し、ここにロシアのバルカン進出は正式に放棄された。かくし
てロシアは、南下政策を再開する前提条件として、バルト海での場合と同じく、イギリスの警戒を
払拭するとともに、北方同盟に匹敵する局地同盟をオーストリアと形成する必要があることを強く
認識することになった。実際、今回の神聖戦争はオーストリアが単独で遂行したトルコ戦争として
は相世紀唯一のものとなり、以降のトルコ戦争は全てロシアと共同で展開されることになる。（17）
他方、黒海進出に挫折したピョートル大帝は、領土拡張の方向を自ずとベルシア領コーカサス・
カスピ海方面へと転換することになった。既に1715－17年には外交使節Ａ・Ｐ・ヴオルインスキ
ーＡｒｔｅｍｉｉ Ｐｅｔｒｏｖｉｃｈ Ｖｏｌｙｎｓｋｉｉ（1689－1740年）をフサインー世（在位‥1694－1722年）治下ベ
ルシア政府に派遣したが、その結果、ベルシア国内では1709年のアフガン太守ミール・ヴアイス
の反乱を契機としてサファヴィ一朝の分裂状態が進行している事実が判明した。しかしながらロシ
アは当時なお北方戦争に忙殺され、また宿敵オスマン帝国もまたコーカサス地方には強い領土野心
を示す一方、ここでもイギリス政府が東インド会社のべルシア貿易利害を考慮してロシアの動きを
牽制したため、ピョートル大帝は当面の開戦を控え、ヴオルインスキーを引き続きベルシア国境に
隣接するアストラハン知事に任命してベルシア状勢の情報収集に努めることとした。続く1719年、
ミール・ヴアイスの子息マフムードの反乱によってフサインー世が退位し、続くタフマースヴ二世
（在位：1722－32年）も実権を摂政ナーディルクリー・ペグ・アフシヤールに奪取されて国内状
勢が混乱を極める一方、折しも1721年には北方戦争が終結してロシアの南方進出も可能となり、
1722－24年にべルシア遠征が実施される。その際、神聖戦争の敗戦でバルカン領土を縮小したオ
スマン帝国もまた西部国境を拡張するべく1722－32年にべルシア戦争に着手しており、かくして
ベルシアを舞台に蕗土対立が再燃した。最終的に露土両国は1724年にコーカサス分割協定を締結
し、オスマン帝国が養蚕地帯として重要なアゼルバイジャン・グルジアを獲得する一方、ロシアは
期待に反してカスピ海西岸・南岸地帯の一部を領有するにとどまっている。（ｌ含）かくして以後ロシ
アにとって、コーカサス方面への進出を実現する上でもオスマン帝国との対決は必至となった。
以上の如くロシアは、先の北方戦争を通じてバルト海進出こそ実現したものの、その代償として
イギリス・オーストリア両国の警戒を招いた故に、南下政策の展開において有効な後盾を得られな
かったのみならず、むしろ両国それぞれのバルカン利害・ベルシア貿易利害に抵触するとして黒海
・ベルシア進出の試みを牽制され、かくして南方進出は依然として挫折したのである。
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1966；Ｄ．Ａｌｔｂａｕｅｒ，｝ＴｈｅＤｉｐｌｏｍａｔｓｏｆＰｅｔｅｒｔｈｅＧｒｅａｔ’’，ＪｂｈｒｂｕｃｈｅｒｊｂＧｅｓｃｈｊｃｈｔｅ（加ｅｕｒｑｐａｓ，Ｂｄ．28，1980・
（10）Ｄ．Ｋｉｔｂｙ，ｑＰ．ＣｉＬ，Ｐｐ．309・313；Ｓ．Ｐ．Ｏａｋｌｅｙ，ｑＰ．ＣｉＬ，ＰＰ．119－121．
（11）Ｄ．Ｋｉｒｂｙ，呼．ｅｉＬ，ＰＰ．305－306，308・309；Ｓ．Ｐ，Ｏａｋｌｅｙ，ｑＰ．ＣｉＬ，Ｐｐ．122－123，13か133；Ｒ．Ｍ．Ｈｄｔｏｎ，“Ｒｕｓｓｉａａｎｄ
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ｔｈｅＢａｌｔｉｃ’’，Ｔ．Ｈｕｎｃｚａｃｋ（ｅｄ．），ｑＰ－Ｃｉｔ．，ＰＰ．122－123；Ｈ．Ｂａｇｇｅｒ，‘‘ＴｈｅＲｏＩｃｏｆｔｈｅＢａｌｔｉｃｉｎＲｕｓｓｉａｎＦｏｒｃｉｇｎＰｏｌｉｃｙ，
172ト1773，，，Ｈ．Ｒ8ｇＳｄａｌｅ（ｅｄ．），呼＝就，ｐｐ．47－49．なお、ズンド海峡を回避するユトランド半島基部の陸上貿易
については、谷澤毅「ハンザ盛期におけるバルト海・北海間の内陸交易路－リューベック・オルデスロー
・ハンブルクー」『社会経済史学』第63巻相97年。
（12）Ｌ．Ｒ．Ｌｅｗｉｔｔｃｒ，“ＰｏｌａｎもＲｕｓｓｉａａｎｄｔｈｅＴｒｅａｔｙｏｆＶｉｅｎｎａｏｆ5Ｊａｎｕａｒｙ1719”，ｍＳｔＯｒｉｃａｌＪｂｕｒａｎａＬＶｏｌ．13，1970．
（13）Ｊ．Ｆ．Ｃｈ弧Ｃｅ，ＧｇｏＪ節Ｊ〃〝ｄ血肋ｒ鹿川抒加」助砂げ朗血か助仰Ⅴ紺〃タｏＪ砂加伽肋ｒ助げβ肝甲ｇ加伽
旅ａｔＴ1709ｔｏＩ72），Ｌｏｎｄｏｎ，1909；Ｒ．Ｌｏｄｇｅ，“ＴｈｃＡｎｇｌかＦｒｅｎｃｈＡｌｌｉａｎｃｃ，1716－31”，Ａ．Ｃｏｖｉ11ｅ／Ｈ．Ｔｃｍｐｅｒｌｅｙ
（ｅｄ．），ＳＬｕｄｉｅｓｉｎＡｎｇｈ）－ｈＴｅｎＣｈ肋ｔｏＴｙｄｈｒｉｎｇＬｈｅ18勅191ｈ ａｎｄ20ｔｈαｎｔｚｕＥＣｓ，ＣａｍｂｒｉｄＥＣ，1935；Ｗ．Ｍｉｃｈａｅｌ，
ＥｈｇｈｍｄｕｎｄｂｒＧｅｏＴｇｅｌ：ＴｈｅＱｕａｄ［岬ｈ？Ａ〃ｉａｎｃｅ，Ｌｏｎｄｏｎ，1939；Ｄ．ＭｃＫａｙ，“ＴｈｅＳｔｒｕｇｇｌｅｆｏｒｔｈｅＣｏｎｔｍｌｏｆＧｅｏｒｇｅ
Ｉ’ｓ Ｎｏｒ血ｅｍ Ｐｏｌｉｃｙ，17相・19”，血〟ｒ〝ｄげ肋ゐ川肋わサ，Ｖｏｌ．45，1973；Ｒ．Ｈａ恍Ｏｎ，乃ｅＪ喝わー伽0γｅｒね乃
ＣｏｎｎｅｃｌｉｏｎＪ7Ｊ4－60，Ｌｏｎｄｏｎ，1982；1Ｂｌａｃｋ，“ＡｎｇｌかＢａｌｔｉｃＲｅｌａｔｉｏｎｓ，1714・1748”，Ｗ．Ｍｉｎｃｈｉｎｔｏｎ（ｅｄ．），Ｂｒｉｔａｉｎ
α〃ｄ臓腑〟鮎川助がごぶ¢〝好蝕のび，ｐＯｎｔｅ舟ａ鴎1卵8．ロシアにおけるジャコバイトの情動については、Ｍ．Ｗ．
ＢｒｕＣち“ＪａｃｏｂｉｔｅＲｅｌａｔｉｏｎｓｗｉｔｈＰｅｔｅｒｔｈｅＧｒｅａｔ”，Ｓｌａｖｏｎｉｃａｎｄ血ざｔＥｕｒｑｐｅａｎＲｅｖｉｅｗ，Ｖｏｌ．14，1936．
（14）Ｍ．Ｓ．Ａｍｄｅｒｓｏｎ，血ｒ甲ｅ，ｐｐ，221・224，290．ルイ十五世の結婚問題については、さしあたり、柴田三千雄・
樺山紘一・福井憲彦編『フランス史』（全三巻）山川出版社1996年、第二巻、256－257貢。
（15）Ｂ．Ｈ．Ｓｕｍｎｅｒ，ｑＰ．Ｃｉｉ．，ＰＰ．37・44；Ａ．Ｖ．Ｆｌｏｒｏｖｓｋｙ，ＯＰ．Ｃｉｔ．，Ｐｐ．9＆・99，108・113；Ａ．Ｋ．Ｋｕｒａｔ，”Ｐｒｕｔｆｂｌｄｕｎｇｕｎｄ
ｄｅｒＰｒｕｔｆｕｅｄｅｒｅｖｏｎ1711”，ＪｂｈｒｂｉＭｅｒｊおｒＧｅｓｃｈｉｃｈｔｅＯｓｉｅｕｒｑｐａｓ，Ｎ．Ｆ．，Ｂｄ．10，1962；Ｐ．Ｃｅｒｎｏｖｏｄｅａｎｕ，“Ａｎｇｌ0－
ＤｕｔｃｈＭｅｄｉａｔｉｏｎｉｎｔｈｅＲｕｓｓｏ・ＴｕｒｋｉｓｈＰｅａｃｅＴｒｅａｂ，ＯｆｔｈｅＰｒｕｔ（1712・13）”，Ｓｏｕｔｈｅａｓｔｅｒｎ血ｒｑｐｅ，Ｖｏｌ．5，1978．なお
プルート条約条文は、⊥Ｃ．Ｈｕｒｃｗｉｔｚ（ｅｄ．），ＴｈｅＭｄｕ7ｅ肋ｔａｎｄＮｏｒｔｈ〝ｉｃａｉｎ ＷｂｒＺｄＰｏｌｉｔｉｃｓ：ＡＤｏｃｕｍｅｎｔａＴｙ
凡打〝鴫2ｖｏＩｓ．，Ｎ¢ＷＨａｖｅｎ，1975，Ｖｏｌ．1，Ｎｏ．18，ｐ．55．
（16）Ｒ．Ｒ．ＦＩｏｒｅｓｃｕ，‘‘ＴｈｅＦａｎ訂ｉｏｔＲｅｇｉｍｅｉｎｔｈＣＤａｎｕｂｉａｎＰｒｉｎｃｉｐａｌｉｔｉｅｓ，，，ＢａｌｋａｎＳＬｕｄｉｅｓ，Ｖｏｌ．9，1968；拙稿「オスマ
ン帝国の黒海穀物貿易独占」（下）、26－29頁。
（17）Ｋ．Ａ．Ｒｏｉｄｅｒ，Ａ紺ｔｒｉａｂ肋ｔｅｒｎＱｕｅｓｔｉｏｎＩ700－］790，Ｐｒｉｎｃｅｔｏ叫1982，ＰＰ．3‰48；Ⅰ．Ｐａｒｖｅｖ，ｑ？．ＣｉＬ，Ｐｐ．163－164，
168－169，171・172；稲野、前掲論文、68－69貢、新井、前掲論文、95－96頁。
（18）Ａ．Ｂｅｍｉｇｓｅｎ，ＯＰ．Ｃｉｔ．，Ｐｐ．31か317；Ｆ．Ｋａｚｅｍｚａｄｃｈ，ＯＰ．Ｃｉｔ．，ｐＰ．243・245；Ｍ．Ａｔｋｉｎ，‘‘ＲｕｓｓｉａｎＥｘｐａｎＳｉｏｎｉｎｔｈｅ
Ｃａｕｃａｓｕｓｔｏｌｉ13”，Ｍ．Ｒｙｗｋｉｎ（ｅｄ．），ＲｗｉａｎＣｏｌｏｎｉａｌＥｘｐａｎｓｉｏ〝ｔＯ1917，Ｌｏｎｄｏｎ，19＄8，ｐＰ．147・150；Ｌ．Ｌｏｃｋｈａｒｔ，
乃ｇぬ〃げ伽妙ｉ功′〝郎少α〝ｄ伽〃如乃α叩αｒわ〃す此相ね，Ｃ8ｍｂｄｄｇち1958，ｐｐ．103－108，176・189，21か
237；Ｓ．⊥Ｓｈａｗ，ｍＳ10ＴｙｑｆＬｈｅＯｔｔｏｍａｆ7Ｅｑ？ｉｒｅａｎｄＭｂ鹿ｍ乃ｒ桓′，2ｖｏＩｓ．，Ｃａｍｂｒｉｄｇｅ，1976，Ｖｏｌ．1，Ｐｐ．23＄－239；
羽田正「東方イスラーム世界の形成と変容」永田雄三編『酉ナジア史』第Ⅱ巻（イラン・トルコ）山川出版
社2002年、221Ｍ223頁。また1724年条約の条文は、⊥Ｃ．ｆｈｌｒｅＷｉｔｚ（ｅｄ，），呼．ＣｉＬ，Ｖｏｌ．1，Ｎｏ．22，Ｐｐ．6㌻69．
（3）経済政策
白海貿易の限界に対する政策的対応として、以上の外交政策とともに取り上げられるべきは、一
連の経済政策である。ロシアが海外貿易の閉塞を打開するには、港湾都市を獲得するべき対外的な
軍事政策と並び、これら商業拠点での産業・貿易活動を育成するべき国内的な保護政策が不可欠で
あった。他方、上記一連の対外戦争は急激な軍事経費の膨張を招いており、これを支弁する財政基
盤の確立もまた早急な課題となっていた。以下、商業振興と財源創出という二重の政策利害に留意
しつつ、ピョートル時代における経済政策＝重商主義政策の成果と限界を検討しよう。（1）
①　「立案者」の輩出と産業・流通政策
ピョートル大帝は対外的なヨーロッパ国際秩序への編入と平行して、国内的にはヨーロッパ型統
治機構の整備に努め、1711年には露土戦争の陣頭指拝に伴う留守中の国政を委ねるべく「元老院」
Ｓｅｎａｔを設置する一方、続く1717－19年にはスウェーデン官僚機構を模範として12の「参議会」
24 武田元有：十八世紀前半におけるバルト海貿易とロシア南下政策
Ｃｏｌｌｅｇｅを組織した。うち経済領域に関しては鉱業参議会ＭｉｎｌｎｇＣｏｌｌｅｇｅ、工業参議会Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｉｎｇ
Ｃｏｌｌｅｇｅ、商業参議会Ｃｏｍｍｅｒｃｅ Ｃｏｌｌｅｇｅ、がそれぞれ新設されている。（2）他方、ピョートル時代に
はロシアの後進状態を打破するべく政治・経済・文化の改革を提言する「立案者」が多数登場し、
その政策構想は政府当局の政策決定にもー定の影響を与えたと言われる。そこで以下ではまず立案
者の経済思想に関して若干の事例を確認し、その上で実際の政策展開を検討することとしよう。
まず古い貴族家系の出身であるＦ・Ｓ・サルトウイコフＦｅｏｄｏｒＳｔｅｐａｎＯＶｉｃｈＳａｌｔｙｋｏｖ（？－1715年）
は、軍艦購入のため1711年に訪欧して以来、西欧文明に感化されて晩年までロンドンに居住した
典型的「西欧主義者」である。彼は西欧状勢を踏まえつつ大帝に多数の覚書を送り、なかでも・国務
顧問制度の提言は1717－19年における参議会制度の整備に、また限嗣相続制度の紹介は1714年
における一子相続制度の導入に、多大な影響を与えたとされる。また海外貿易に関しては、アスト
ラハン・シベリアでの生糸生産、ウクライナ・アストラハンでの羊毛生産、アルハンゲリスクでの
木材加工、以上の如き辺境地帯の生産活動を基盤とした西欧向け輸出貿易の振興を提起し、かつベ
ルシア・中国との交易を推奨しつつ、当時なお詳細が不明であったアメリカ・ユーラシア両大陸間
における海峡（現ベーリング海峡）の有無を確認する必要を訴え、西欧諸国の喜望峰経由ルートに
代わる「北極海経由ルート」ａＮｏｒｔｈｅｍｓｅａｒｏｕｔｅの開発を示唆している。（3）
また同じく貴族階級出身のＡ・Ｐ・ヴオルインスキーは、前述の如くピョートル大帝の勅命でベ
ルシア使節・アストラハン知事を歴任し、むしろベルシア事情に精通した人物である。同時にヴオ
ルインスキーは、アストラハン勤務のため不在にした自己所領を管理するべく『領地管理令』（1724
年）を作成したことで知られ、納税単位たる十人組に立脚した強力な農民統制を指示する反面、開
墾・施肥・焼畑による穀物生産の拡大や酪農由養蜂の実施など、当時としては進歩的な商業的・多
角的所領経営を指向したことで知られている。ヴォルインスキーがいかなる貿易思想を抱いていた
かは不詳であるが、しかしべルシア進出への関与は当然ながら東方貿易への関心を背景とし、また
自己領地における商品作物生産の推奨はヨーロッパ向け一次産品輸出の促進を含意すると思われ、
カスピ海㌧バルト海を両翼とする東西貿易の意義を強く認識していたものと推定される。（4）
他方、「ロシア最初の経済学者」と称されるⅠ・Ｔ・ポソシコフＩｖａｎＴｉｋｈｏｎｏｖｉｃｈＰｏｓｏｓｈｋｏｖ（1652
－1726年）は、国有地農民の出自として生涯渡欧することはなく、金属加工職人として造幣局・
軍事工廠の公務に携わる一方、私的には輸出貿易と密接に関連した酒造事業を興し、かかる自身の
経験を基盤に新興商人のイデオローグとして体系的な経済思想を展開している。ポソシコフの経済
思想は1700年代から政治・経済・社会の問題に関する断片的な覚書として順次提起され、これら
は後に『貧富の書』助成仰げ川叫′α〝ｄ坪なα地（1724年）で集成されるが、その第4章「商業」で
は、国富の基礎として海外貿易を重視しつつ、その奨励手段として、既存の身分秩序を前提とした
商業活動を奨励する反面、特定品目の取引に関する国家独占の廃止、民間商人による特権貿易会社
の設立、煩雑な内国関税の統合と国内価格の安定、対外関税の再編による輸出貿易の促進と輸入貿
易の抑制、以上の必要を訴えた。その際ポソシコフは輸出振興の一環としてとくに南部ロシア・カ
スピ海方面における農業地帯の開発とタバコ生産の奨励を提言していることが注目される。（5〉
以上の如くいずれの立案者も、輸出貿易の前提条件として南部辺境地帯における輸出産業の創出
を示唆するとともに、ロシア海外貿易の地理的方向としてバルト海・ヨーロッパ方面と並んで南方
・アジア方面の開拓を重視していることが留意されるが、うち南方との貿易振興に関しては、ほか
ならぬピョートル大帝自身の通商思想にもその傾向が認められる。大帝はアゾフ占領直後の欧州歴
訪に際して、ロシア国境をバルト海・黒海・カスピ海方面へと拡大しつつ、一方におけるバルト海
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岸のリガ・ナルヴァ・聖ペテルブルグと他方における黒海・カスピ海岸のアゾフ・アストラハンを
ネヴァ・ヴオルガ・ドン三大河川経由の長大な運河体系によって接続し、かつその南部支線として
ウクライナからアゾフ梅・黒海を経由して地中海へ到達すること、換言すれば西欧諸国による喜望
峰・レヴアント経由東西貿易に対抗してロシアを中継地点とした新たなヨーロッパ＝アジア東西貿
易の王道ｒｏｙａｌｒｏａｄを構築すること、かかる壮大な通商計画を度々表明しているのである。（6）
さて、以上の経済思想は実際の政策展開にいかなる作用を及ぼしたのであろうか。まず国内産業
の創出に関しては、周知の如く大帝治世を通じて一連の殖産興業政策が展開されている。ただしそ
の重点は兵器・軍服生産の前提たるべき軍需部門＝製鉄・繊維産業に置かれており、立案者の提起
する輸出貿易の振興という観点よりは、むしろ政府の直面する対外戦争の利害が優先したと言える。
とりわけ北方戦争によるスウェーデン棒鉄の輸入途絶と兵器用鉄の需要高騰は国内における鉱山・
冶金工実の育成を急務とし、鉱床・動力（森林・水流）の豊富なウラルにおいて、官営工場の設立、
及びその民間払下や特権付与・国庫補助を松子とした民間企業の育成が進められ、なかでもデミド
フ一族Ｄｅｍｉｄｏｖがウラル鉱山開発の「帝王」として台頭した。かくして北方戦争時代を通じてロ
シアは棒鉄・鋳鉄の自給体制を確立したが、軍事需要が低落した戦後には結果的に当該部門が有力
な輸出産業として成長することになる。（7）他方、・繊維産業ではモスクワを舞台に同様な官営・民間
企業の創出が図られたが、なかでも羊毛工業に関しては一連の保護政策が採用され、1712年には5
年期限で軍服向け布地の海外輸入が禁止される一方、この措置が満了した1718年には軍事目的に
限らずカージー・サージー般の輸入が禁止された。かかる輸入代替産業としての繊維部門の育成は、
直接的には軍服需要の40％を充足してピョートル大帝の対外戦争を支える一方、間接的には輸入
貿易を節減してポソシコフの主張する貿易黒字の蓄積を促す効果をもったと言える。（8）
他方、東西貿易の振興に関しては、何よりも中継貿易を担うべき外国商人への特権付与が注目さ
れる。まず東方との貿易に関しては、既に1684年、大帝の摂政ソフィアが新ジュルファのアルメ
ニア商人にロシア領内経由の生糸取引を承認していたが、続く1711年、プルート条約によって黒
海通商の野望が挫折するに及び、ピョートル大帝はカスピ海経由ベルシア通商の振興を一層重視し、
アルメニア商人に対する特権を再度確認するとともに、通過関税を従価10％から従価2％へと大
幅に緩和している。また1724年、オスマン帝国とのコーカサス分割協定によってカスピ海西岸へ
の進出を実現するに伴い、ピョートル大帝はアルメニア商人に対して、ヨーロッパ向けベルシア生
糸のみならずベルシア向け欧州産晶の輸送に関しても、従価3％の低率関税を承落している。（9）他
方、アルメニア商人の東方貿易と接続さるべき西方との貿易に関しては、欧州歴訪の途上における
上記1697年の英蕗ユトレヒト会談にて、ピョートル大帝はモスクワ会社に対するベルシア通商特
権の回復を打診した。これに対して商務院ＢｏａｄｏｆＴｒａｄｅとモスクワ会社は好意的見解を示したが、
しかし既にペルシア貿易の独占特権を保持する東インド会社・レヴアント会社が強く反発し、イギ
リス政府は、1660年の航海条令が当該産品の産出国からイギリス本国への直接搬送を義務付け、
第三国（＝ロシア）経由の通過貿易を楽止していること、また東インド会社・レヴアント会社の特
許状が両社にそれぞれ喜望峰・東地中海経由でのべルシア生糸の輸入独占を保証し、第三社（＝モ
スクワ会社）の生糸輸入を規制していること、以上を根拠にピョートル大帝の提案を拒否している。
その後北方戦争によって英露関係が悪化するに伴いイギリスとの交渉は中断し、最終的に1724年、
ピョートル大帝はむしろオランダ商人に対してベルシア通商特権を承認することになった。この結
果、以後オランダ商人がアルメニア商人との取引を主導することになる。（10）
また国内的には種々の流通改革が重要である。中継貿易における東方の拠点としては南下政策の
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挫折により依然としてアストラハンが重要であったが、対して西方の窓口については北方戦争の勝
利に伴いアルハングリスタから聖ペテルプルグへの転換が試みられ、1713年より前者の輸出総量
に上限が設定されるとともに、当市の有力商人は聖ペテルプルグへの移住を強制され、後者の輸出
貿易を優遇する措置が採られた。もっともアルハングリノスクに対する貿易統制は度々緩和を余儀な
くされたが、それでも北方戦争が終結した1720年代には外国商船の寄港拠点は聖ペテルブルグへ
と移行している。（1り加えて東西貿易の物流機構たるべき運河体系の整備も進められた。ピョート
ル大帝は既に1683－99年の露土戦争に伴うアゾフ海の獲得に際してヴォルガ・ドン両河を連結す
る運河建設を構想しており、この計画自体は挫折するものの（実現はソヴュト政権下の1952年）、
続く北方戦争に伴う聖ペテルプルグの建設と連動した運河事業は一定の進展を示している。まず同
市と内陸地帯を接続する運河建設が進められ、1703年にヴィシネ・ヴオロチェック運河Ｖｙｓ血ｉｉ
Ｖｏｌｏｃｈｅｋ（ネヴァ河＝ヴオルガ河）が着工されて1709年に開通し、続く1719年にはラドガ運河（オ
ネガ湖＝ラドガ湖）の建設が着工された（完成は1730年）。（12）
かくして軍事的な港湾都市の獲得は、経済的には専ら流通機構の整備によって補完され、ここに
白海貿易を唯一の販路とする貿易活動の桂桔は解消し、北西の聖ペテルプルグと南東のアゾフ・カ
スピ海とを両極とする東西貿易の前提条件は着々と整備された。
②　軍手経費の膨張と通貨・貿易政策
ピョートル大帝の経済政策を規定した第二の支柱は国家自身の財政利害であり、その重要性は参
議会制度において財政部門を管轄する組織が歳入参諌会ＦｉｎａｎＣｅ Ｃｏｌｌｅｇｅ・歳出参議会Ｓｔａｔｅ ＣｏｎｔｒｏＩ
Ｃｏ11ｅｇｅの二重橋成をとった点にも示されている。ロシア政府は1780年代まで国家予算を作成しな
いため、当該期の正確な予算編成は不詳であるが、研究史上ではさしあたり以下の数値が指摘され
ている（表1）。まず北方戦争が勃発した1701年には歳出総額350万ループリに対して早くも軍事
費は180万ループリ（51％）を占め、ポルタヴァの戦い直後の1710年にはその比重が＄0％に達
した。また戦後の1725年には歳出総額980万ループリに対して軍事費はなお690万ルーブリ（70
％）を占める。他方、以上の軍事財政を支える歳入構造を見れば、1701年において直接税は歳入
全体の20％にすぎず、各種間接税が大半の40％を占め、さらに貨幣鋳造に伴う収入が単独で26
表1：ロシア財政構造1701－25年　　　　　　　　　　　　　　（1，000，000ループリ）
歳　　　　 出 歳　　　　 入
軍事 民事 その他 計 直接税 塩税 酒税 貿易 その他 計
1701 1．8 0 1．7 3．5
1720 3．4 0．6 3．2 7．3
1721 3．7 0．7 3．3’ 7．8
1722 3．4 0．7 2．9 7．1
1723 3．1 0．7 2．8 6．7
1724 4．6 0．7 1．0 1．1 1．1 8．5
1725 6．9 1．6 1．3 9．8 0．6
〔典拠〕Ｊ．Ｐ．ＬｅＤｏｎｎｅ，ＡｂｓｏｌｕぬｍａｎｄＲｕｌｉｎｇＣｈｓｓ：ＴｈｅＦｂｒｍａｔｉｏｎｑｒＬｈｅＲｕｓｓｉａｎＰｏｌｉｔｉｃａ10ｒ鹿ｒ1700－
1825，Ｏｘｆｏｒｄ，1991，ＰＰ．277－278；Ａ．Ｋａｈａｎ，ＴｈｅＰｌｏｗ，Ｌｈｅ伽ｍｅｒａｎｄｔｈｅＫｎｏｕｔ：Ａｎ助ｏｎｏｍｉｃ肋107ｙ
ｑｆ’瑚ｔｅｅｎｔｈ－ＣｅｎｔｕＴｙＲｕｓｓｉａ，Ｃｈｉｃａｇｏ，1985，ＰＰ．329，332．
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％を占めた。北方戦争末期の1718年には有名な人頭税の導入が実施され、この結果1724年には歳
入総額850万ループリに対して直接税収入が460万ループリ（54．1％）まで上昇したが、それでも
各種間接税収入はなお280万ルーブリ（32．6％）を占め、なかでも酒税・関税がそれぞれ85万ル
ープリ程度を賄った。かくしてピョートル大帝時代の国家財政は何よりも貨幣鋳造・貿易関連収入
の二大財源に依存していたと言える。（13）以下、これら二大財源に立脚した財政政策を確認しよう。
まず財源手段としての貨幣鋳造は、既にアレクセイ時代の
ポーランド戦争に伴う銅貨発行にその端緒が諷められるが、　表2：銀貨鋳造の動向
その際の激しい貨幣減価は国内物価の急騰と「銅一揆」の発
生へと帰結し、以後歴代君主は貨幣改鋳を自粛してきた。し
かしながらピョートル大帝は迅速な戦費調達の手段として一
連の通貨改革に着手している。まず実施されたのはコペイカ
銀貨の単位額面あたり含有金属を削減する舷道草業であり、
アゾフ遠征直後の1697－99年に銀貨重量を20－25％削減
したのに続き、北方戦争開戦直後の1701年には良貨の退蔵
傾向を一掃するべくさらなる乾造を指示している。この結果
1690年代から1704年にかけて銀貨の重量削減割合は累計
42．75％に達し、これに伴い重量1ポンド当たりコペイカ銀
貨の額面は460．8ループリから658．3ループリへと上昇する
一方、国庫は1684－95年で改鋳年額の概ね20％、1699－
1710年ではその25－27％に相当する巨額の年間収益を確
保した。かくして銀貨軽鋳に対する国庫の関心は強まり、露
土戦争期の1711年にもさらに20％程度の重量削減がなされ
ている。加えて北方戦争末期の1718年にはコペイカ銀貨に
劣等金属を混入する悪鋳が開始され、その純度が84％から
70％へと削減されるとともに、重量ｌポンド当たりコペイ
カ銀貨の額面も790ループリへと上昇したが、これにより国
庫は銀1プード当たり85ルーブリの収益を得た。他方、1700
年には5コペイカ銅貨の鋳造も試験的に再開され、その額面
は当初12．80ルーブリ／プードに設定されたが、早くも1702
年には15．4ルーブリ／プードに引き上げられ、続いて本格
的な鋳造が開始された1704年にはさらに1．22ルーブリ／ｋｇ
（20ループリ／プード）まで上昇している。また1718年に
は上記の銀貨改鋳と連動して銅貨の純分削減も実施され、そ
の額面が40ループリ／プードへとさらに倍加する一方、国
庫は銅1プードに付き32ルーブリの鋳造収益を獲得した。
かかる一連の銀貨・銅貨の妃造・悪鋳は、財政的には国庫に
対して大帝治世全体で総額30万ループリの収入をもたらし
たが（表2）、（14）貨幣減価に伴うループリ相場の下落は、国
産一次産品のヨーロッパ向け輸出を加速する反面、逆にヨー
ロッパ製品のロシア向け輸出を抑制することにもなった。
（ルーブリ）
銀 貨 鋳 造 鋳 造 収 益
1690－98 3，135，485
1699 671，861
1700 1，992，877
1701 2，559，＄85 791，729
1702 4，986，34＄ 1，296，978
1703 2，627，022 738，647
1704 1，443，373 396，801
1705 861，244 312，807
1706 765，712 22＄，684
1707 580，000 161，320
1708 675，631 158，589
1709 1，323，103 353，967
1710 ｌ，482，827 243，743
1711
4，240，491
1712 156，515
1713
1714
1715
1716
1717
1718
4，921，172
1719
1720
1721
1722
1723
1724 137，210
【典拠〕Ａ．Ｋ膿ａｎ，甲．Ｃ正，ｐｐ．339－
340；ｉｄｅｍ，“Ｏｂ鑓ⅣａｄｏｎｓｏｎＰｅ血ｅ
ＦｏｒｅｉｇｎＴｒａｄｅ”，ＣｂｎａｄｉａＴトＡｍｅｒｉｃｍ7
肋ｖお助成ｇ∫，Ｖｏｌ．＄，1974，ｐ．231．
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なお以上の通貨改革はその前提として貴金属の国内確保を必要としたが、ウラル・ネルチンスク
の鉱山開発がなお途上にある　相世紀前半においては貴金属の調達を専ら海外流入に依存せざるを
得ず、このため一連の「金属貨幣」ｅ瓜ｍｋｉ獲得政策が展開されている。まず1714年には銀貨の海
外流出が禁止され、続く1715年には外国商人に対して国際通貨たるターレル銀貨での代金支払・
関税納付が強制された。その際、1クーレル≒100コペイカ（0．5ターレル≒50コペイカ）の実勢
相場に対して、政府は1ターレル＝50コペイカの公式換算割合を採用したため、外国商人は実質
二倍の税額を納入せねばならなかった。（15）かくして政府による外貨獲得の推進は、国庫による通
貨改革の展開と軍事経費の充足をこそ促進したものの、ヨーロッパ商人のロシア貿易に対してはむ
しろ高度な阻害要因として作用したと言える。
次に財源手段としての貿易統制は、やはりアレクセイ時代の財務官僚Ａ・Ｌ・オルディン＝ナシ
チョキンＯｒｄｉか　Ｎａｓｈｃｈｏｋｉｎ（1605？－80年）の施策にその起源が認められる。彼は1667年の「新
商業法」ＮｅｗＴｒａｄｅＲｅｇｕｌａｔｉｏｎｓによって輸入商品に3－5％程度の軽微な収入関税を賦課する一方、
輸出商晶への関税を一切免除し、かかる自由貿易の原則を挺子として外国貿易の発展を奨励した。
ただしその代償として外国商人には国際通貨での商品賞付を義務付け、かつ輸出貿易を国家の独占
事業としている。（ｌ‘）かかる国家の貿易独占はピョートル大帝によって踏襲されたのみならず、対
外戦争の頻発するなか、むしろ西欧市場での需要が高い品目（皮革・毛皮・獣脂・ロープ・マスト
・炭酸カリ・ピッチ・タール・大麻・にかわ・大貴・魚介類・キャビア・レーズン・ワイン・塩・
タバコ）を中心に専売品目の対象は拡大される傾向を示した。独占品目の輸出は政府専属の代理商
によって遂行されるか、または特許料の納入を条件として民間商人に委託されたが、うち前者の直
営貿易は海外輸出全体の10－15％を占めるにとどまり、むしろ後者の請負制度がより一般的であ
った。以上の専売制度は国庫に対して安定した貿易利潤・特許料収入の獲得を保証する一方、貿易
特権はしばしば封土の代替として大帝の寵臣に付与されたため、宮廷貴族に巨額の独占利潤をもた
らすことにもなった。（17）
しかしながら専売制度に伴う自由通商の制限は、国内商人はもとより外国商人の多大な不満を招
き、税関を回避した密輸を促進する一方、長期的には貿易総量そのものの低落をもたらし、かえっ
て外貨流入の停滞と財政基盤の動揺に帰結した。このためピョートル大帝はむしろ輸出貿易の開放
を挺子とした財政再建の必要を痛感し、再度の露土戦争によって軍事経費の支弁が急務となった
1711年、ｒ貨幣こそ戦争の動脈である」ｍｏｎｅｙｉｓｔｈｅｌｉｆｂｂｌｏｏｄｏｆｗａｒとの有名な信念を掲げつつ、一
定の納税義務を条件にあらゆる商人に対して専売品目の自由取引を解禁している。さらに北方戦争
末期の1719年、通商政策を管轄する商業参議会の設置に際して、「商業の発展が人民の幸福の源泉
をなす」旨を宣言しつつ、炭酸カリ・ピッチを例外として国家の輸出独占を全廃した。（18）かかる
独占貿易の緩和は直接的には輸出貿易の回復を促進する一方、究極的には貿易収支の黒字を基礎と
した財政再建にも貢献したと言える。
かくして対外的な軍事活動の展開は、国内的には軍事経費の捻出手段として通貨改革・外貨獲得
の推進を必至とし、この結果ロシア一次産品のヨーロッパ向け輸出が促進される一方、ヨーロッパ
製品のロシア向け輸入は大幅に撹乱されることになった。
③1724年関税改革
最後に以上の経済・財政政策の接点をなすものとして関税政策を検討しよう。1721年のニスタ
ット条約によって北方戦争は終結したものの、当該条約にてロシアはスウェーデンに対する
2，000，000ルーブリの賠償金支払を受諾する一方、翌年には新たにべルシア遠征を開始し、1720年
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代初頭において国家経費の膨張は頂点に達していた。対して、1719－23年には貨幣改鋳に伴う物
価騰貴によって一次産品の海外輸出が下落し、外貨獲得に依存する国家財源は縮小傾向にあった。
かかる状況において輸出貿易の促進を挺子とする国家財政の再建は死活間魅となり、1722年の詔
勅においてピョートル大帝は、国内資源の活用による自給生産の推進と海外輸入の抑制、及び「商
品交換のためではなく貨幣獲得のための海外輸出」の必要を主張し、ここに1724年の関税改革が
実施される。・その概要は以下の通りである。（19）
まず関税税率について見れば、輸入商品にはその需給関係に応じて三種の税率が採用されている。
すなわち、まず各種繊維製晶（船舶用・食卓用・装飾用）・絹製品・タフタ也飴ｔａ・装飾用繊維製
晶・油脂・澱粉・炭酸カリ・硫酸塩・テレビン油・棒鉄・針・羊皮紙、以上は全て十分な国内自給
が可能な品目として37．5％の高率関税が、またビロード・蘭製リンネル・銀製針金等は国内生産
が可能であるものの供給が不十分として25％の中位関税が、さらに各種毛織物・高級絹織物・加
工皮革製晶・ガラス製品等は国内自給の困難な産品として12．5％の低率関税が、それぞれ賦課さ
れている。ただし外国商人は上記の如く公定相場での国際通貨による関税納入を義務付けられたた
め、以上の名目税率はそれぞれ75、50、25％の実質税率に相当した。なお貴族階級向け奪俸晶は20
％、一般大衆向け生活必需品は10％の低率課税を受けた。他方、輸出関税に関しては、基本的に
一次産品には従価5％（実質10％）の低率関税が賦課され、海外輸出の促進が図られている。た
だし亜麻布・亜麻糸には実質75％の高率関税が賦課されて国内繊維産業向け原料供給が維持され、
また穀物の輸出は規制されて首都向け食糧供給が保証された。かくして当該関税は、研究史上つと
に指摘されている如く、高率関税の設定によって外国製晶の流入を制限し、直接的・経済的には国
内産業を育成する効果をもった。しかし同時に当該関税は、上記の成立背景に示されている如く、
輸入代替産業の育成を手段とした貿易収支の好転と外貨の国内流入を期待しており、究極的・財政
的には軍事経費の捻出を意図していたと言えよう。（2り
次にかくして設定された関税税額の納入方法を見れば、まず輸入関税の場合、ロシア商船を媒介
に輸入された商品への関税は、アルハンゲリスクでは二分の一、その他諸港では三分の二をそれぞ
れ免除され、かつ1クーレル＝90コペイカの換算割合でロシア現地通貨にて納入することを認め
られた。また輸出関税の場合、ロシア商人の乗船する外国商船で輸出される商品への関税は5％の
減税を受け、ロシア商船によって輸出される商品への関税は、アルハンゲリスクでは二分の一、そ
の他諸港では三分の二をそれぞれ免除された。ただし納入は国際通貨によることを原則とし、ロシ
ア現地通貨による納入の場合は1ターレル＝1ルーブリ25コペイカの換算割合によるとされた。
このように当該関税は、外国商人よりも国内商人を、またアルハンゲリスクよりもバルト海沿岸諸
港を、それぞれ優遇する差別的な納税制度を採用しており、ここに聖ペテルプルグを拠点とした国
民的商船団の形成への試みを認めることができる。しかし同時に当該関税は依然として外国商人に
は外貨での関税納入を強制しており、ここには外貨流入の促進と保有金属の蓄積を志向する政府の
強い財政利害の存在を確認できよう。（21）
以上の如く1724年の関税改革は、一方では生成する経済思想を反映しつつ、外国製晶・商人の
駆逐と国内産業・商業の振興を図る点で保護政策の延長線上に位置するが、他方では膨張する軍事
経費に直面しつつ、貿易黒字の拡大と外貨の国内流入を目指す点で通貨・財政政策の一角をも構成
し、かくして当該期の産業・財政政策を集約するべき地位を占めていると言えよう。
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（4）通商条約交渉
以上の政策活動の一環として一連の通商条約交渉が展開される。以下ではこれまで分析してきた
外交・経済政策との連関に十分留意しつつ、南方のオスマン・ベルシア両国との交渉、及び西方の
イギリス・フランス両国との交渉について、順次検討したい。
①　イスラム両国との通商条約交渉
まず黒海を領有するオスマン帝国との通商交渉を見よう。同国との交渉の焦点は何よりも黒海貿
易の開放にあった。既に神聖戦争に伴う1698－99年のカルログィッツ講和会議にてロシア全権大．
使Ｐ・Ｂ・ヴォズニッインＰｒｏｋｏ銭ｉＢｏｇｄａｎＯＶｉｃｈＶｏｚｍｉｔｓｙｎはケルチ海峡の開放とともに露土通商条
約の締結を要求し、続く露土戦争に伴う1699－1700年のコンスタンチノープル講和会議でもロシ
ア全権大使Ｅ・Ⅰ・ウクライエンツェフＥｍｅｌ，ｉａｎＩｇｎａｔ，ｅｖｉｃｈＵｋｒａｉｅｎｔｓｅｖは黒海自由航行の権利を再
度要求している。これに対してオスマン政府は、ロシア政府に対するアゾフ海の割譲とロシアとの
通商関係の開始については了承したものの、ロシア商船に対する黒海航行の認可については断固拒
否した。他方、コンスタンチノープル条約を批准するため訪土した特命大使ガリツインＧａｌｉｔｓｉｎは、
必要とあらば、海賊行為に関するオスマン政府の免責、ケルチ海峡通過船舶に対するオスマン政府
の検閲、黒海航行ロシア船舶の武装禁止、コンスタンチノープル向けロシア商船へのオスマン船員
の乗組、等々を認めるという大幅な譲歩を示しつつ、黒海自由航行の承認を再度打診している。し
かしながらオスマン政府は、スルタンにとって黒海は外国勢力の侵犯不能な「帝国領内の家屋」で
あるとし、ロシア政府の要求を一貫して拒否した。以後、当該条約に従って派遣された初代常駐大
使Ｐ・Ａ・トルストイＰｅｔｒＡｎｄｒｅｖｉｃｈ ＴｏＩｓｔｏｉ（在任：1702－14年）のもと黒海開放運動が継続さ
れたが、オスマン政府は黒海が露土国境にあらず「オスマン帝国の内海」ａｎｉｎｌａｎｄｓｅａｏｆｔｈｅＥｍｐｉｒｅ
であるとの見解を堅持した。しかも再度の露土戦争に伴う1711年のプルート条約の結果、ロシア
はアゾフ海を返還するとともに大使派遣を禁止されるに至り、交渉は一時中断している。最終的に
1720年のコンスタンチノープル条約にて両国の恒久平和と通商関係の構築が再度確認され、新任
大使Ⅰ・Ⅰ・ネプルイエフＩｖａｎＩｖａｎｏｖｉｃｈＮｅｐｌｕｙｅｖの派遣が再開されたものの、当然ながら黒海航
行の自由は拒否された。（ｌ）かくしてピョートル時代を通じて黒海貿易を開拓するというロシアの野
望は完全に挫折したのである。
ちなみにオーストリアは1718年のバッサロヴィツ条約にて領土割譲（セルビア北部・ワラキア
西部）を承認され、ロシアの場合とは対照的にオスマン帝国に対する優位を確立したのであるが、
そのオーストリアでさえ、1718の壌土通商条約では黒海自由航行を禁止されている。（2）まして軍
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事的に劣勢なロシアがオスマン帝国から黒海貿易の権利を獲得することなど、およそ不可能であっ
たと言えよう。むしろオスマン政府は1720年代におけるエジプト反乱の勃発によって地中海経由
の首都向け穀物供給を撹乱されるに伴い、黒海経由のバルカン穀物供給を強化する傾向にさえあっ
た。かくしてオスマン帝国はファナリオト制度の導入によってルーマニア両国を単に軍事的な対霧
降壁として維持したのみならず、両国に対する貢納義務を強化して対露戦争経費を調達するととも
に、かつ特権ギリシア商人に黒海穀物貿易独占を承認して首都向け食糧を供給し、かくして両国を
帝国の黒海支配体制における政治的・経済的中枢として再編したのである。（3）
黒海通商の試みが挫折するなか、以後ピョートル大帝はアルメニア商人への特権付与を松子とし
たべルシア通商の振興を推進することになる。前述の如く1715－17年には腹心Ａ・Ｐ・ヴオルイ
ンスキーがベルシアへの外交使節として派遣されたが、その際ピョートル大帝は、①ベルシアとの
通商条約を締結すること、②アルメニア商人のべルシア生糸貿易ルートをアレッポ・スミルナ経由
からロシア経由へと転換するようベルシア政府に説得すること、③それが困難である場合、アレッ
ポ・スミルナ経由のべルシア生糸貿易を妨害する手段を考案すること、④ベルシアの資源・国勢・
交易状況、とりわけカスピ海沿岸の地勢とペルシアのインド貿易に関する情報を収集すること、⑤
ベルシアの軍事力に関する情報を収集すること、以上の指示を与えている。ここには先に確認した
ピョートル大帝の商業構想、すなわち地中海ルートに代わる東西貿易の幹線としてロシア＝ベルシ
ア貿易を位置付ける試みを見て取ることができよう。この結果1717年にロシア・ベルシア通商条
約が締結され（批准は1720年）、ロシア政府はベルシア出身アルメニア商人にロシア領内での通商
活動を再認する一方、ベルシア政府はアルメニア・ベルシア商人と対等な関税納入を条件としてロ
シア商人にべルシア領内での自由通商を認可している。もっともロシア商人にべルシア貿易を遂行
する能力は無く、ロシア海外貿易の東方環節においては依然としてアストラハンを拠点とするアル
メニア商人の活動が重要な役割を果たすことになった。（4）
②　英霧通商条約交渉
次に当時急速にバルト海貿易を拡大していたイギリスとの通商交渉を見よう。ロシアにとってイ
ギリスとの通商条約は、外交的には依然として近隣諸国に限られていた同盟関係をヨーロッパ規模
に拡張する樫子として有効であったのみならず、経済的には国庫に巨額の外貨流入をもたらす輸出
貿易・独占貿易の促進手段として重要な意味をもつ。く5）対照的にイギリスにとってロシアとの通商
条約は専ら経済的観点からのみ重要であった。すなわち外交政策の領域においては、スウェーデン
・オーストリア両国との対仏包囲体制を構築するべくバルト海・バルカン状勢の現状維持を志向す
るイギリスにとって、オスマン・スウェーデン両国と対崎するロシアは大陸外交の擾乱要因でしか
なかったが、他方、イギリス海外貿易の展開にとってロシア市場は、①東方貿易の代替経路、②羊
毛製品・植民地産品の輸出市場、③船舶必需品の輸入市場、として重要な位置を占めていた。（6）
かかる両国の利害関係を背景とした条約交渉の萌芽は、既にピョートル大帝の欧州訪問において
確認される。まず1697年のユトレヒト会談ではモスクワ会社のべルシア貿易参入が協議され、こ
れは上述の如くライバル企業の抵抗で挫折したものの、しかし続く1698年のロンドン滞在に際し
て、ピョートル大帝はイギリス商人のロシア向けタバコ輸出独占を7年期限で承認している。く乃こ
れを契機にイギリス商人はロシア市場に対する関心を強めたが、同時にモスクワ会社の独占体制に
対する不満も高まり、かくして1699年、イギリス議会はモスクワ会社を改組してロシア会社Ｒｕｓｓｉａ
Ｃｏｍｐａ町とし、60ポンドの加盟料を5ポンドへと大幅に引き下げ、この結果ロンドン上層商人の
貿易独占は廃止され、あらゆるイギリス商人のロシア貿易参入が実現した。（8）他方、ピョートル
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大帝は代償としてイギリス政府より軍艦及び海事技術の提供を約束され、同時に当時難航し牢カル
ログイツツ講和会議の仲介を要請したが、イギリス政府はアウグスブルク同盟の盟邦オーストリア
の意向を考慮してロシアの黒海進出に十分な援助を与えず、十分な成果を見なかった。（9）
続くスペイン継承戦争・北方戦争の勃発に伴い、アン女王時代のイギリスは海軍向け船舶必需品
の調達を必至とする一方、スウェーデンとのバルト海貿易を大幅に撹乱され、新規市場の開拓が急
務となった。イギリス政府はさしあたり1705年の船舶用晶条例ＮａｖａｌＳｔｏｒｅｓＡｃｔによって北米植民
地での大麻・ピッチ・タール・木材生産を奨励したが、同時にその代替市場として今やバルト梅東
岸諸港を領有するロシアに注目し、かくして上記のタバコ貿易独占協定が満了する1705年、元商
務院官僚にして大陸状勢にも詳しいＣ・ウイトワースＣｈａｒｌｅｓ　Ｗｈｉｔｗｏｒｔｈ（1675－1725年）をロシ
アに派遣し、本格的な条約交渉に着手する。（10）まずウイトワースは、当時イギリス商人から商務
院に寄せられた英露貿易の弊害として、港湾設備（灯台・倉庫）の不備、大麻．亜麻の梱包・検印
制度ｂｒａｃｋ ｓｙｓｔｅｍの欠陥、ロシア国内商人による債務不履行の頻発、ロシア特権商人による船舶必
需品輸出の独占、イギリス商人に対する国内移動の制限、国際通貨による関税納入の強制、等々を
指摘し、これらの即時撤廃を要求している。（11）これに対してロシア政府は、北方戦争が難航する
なか、外交的にはスウェーデンに対抗するべき西欧諸国との同盟関係を希求する一方、経済的には
軍事経費を充足するべき外貨流入の源泉として輸出貿易の拡大を志向しており、外務官僚Ｆ・Ａ・
ゴローヴィンＦｅｄｏｒＡｌｅｋｓｅｅｖｉｃｈＧｏｌｏｖｉｎ及びＰ・Ｐ・シヤフイーロフＰｅｔｒＰａｖｌｏｖｉｃｈＳｈａｎｒｏｖ（1669
－1739年）は、通商条約の交換条件として、イギリス政府に軍事同盟の形成と北方戦争の講和仲
介を要求した。しかしながらスペイン継承戦争を遂行するイギリスにとって、対仏包囲の一角をな
すスウェーデンとの同盟関係は必須であり、英露同盟の形成は論外であった。その後1709年のポ
ルタヴァ会戦でロシアが勝利するに及び、イギリスはバルト海地域におけるロシアの台頭を懸念す
る一方、ロシアはもはやイギリスとの同盟関係を不要とし、条約交渉は中断している。（1ヱ）
続く1711年、プルートの戦いでロシアが大敗し、この結果イギリスがロシアへの警戒を緩和す
る一方、南下政策に挫折したロシアは対土戦略の一環として西欧諸国との同盟関係の必要を痛感し、
かくして条約交渉が再開された。その際ウィトワースは、通商の自由、関税の緩和、不正行為の防
止、といった一連の一般的条件に加えて、現地通貨による関税納入、ロシア領内経由のべルシア通
商参入、等々の排他的特権をイギリス商人にのみ認可するよう要求している。（13）他方、駐英ロシ
ア大使Ｂ・Ⅰ・クラーキンＢｏｒｉｓＩｖａｎｏｖｉｃｈ Ｋｕｒ奴ｉｎは、通商条約の代価として、軍事同盟の締結に
加えて新たに露土戦争の清和仲介をも要求し、対してイギリス政府はスウェーデンとの同盟関係を
根拠にあくまで中立の維持を主張したため、交渉は再び挫折する。（ｌ4）
さらに1714年、ジョージ一世の即位によってハノーヴァー防衛問題が浮上するなか、新たにＧ
・マッケンジーＧｅｏｒｇｅ Ｍａｃｋｅｎｚｉｅが派遣された。その現地調査の結果、イギリスはロシア産船舶
必需品の輸入においてこそ優位にあるものの、ロシア向け香料輸出ではオランダの持ち込む蘭領植
民地産品が、同じく生糸・木綿製晶輸出ではアルメニア商人の持ち込むベルシア産品が、それぞれ
台頭してイギリス製品の地位が後退している事実が判明し、これら外国商人と対抗するにはイギリ
スが単独で早期に通商条約を締結する必要があると判断された。（15）しかし駐英大使クラーキンは
軍事同盟の形成が通商条約の締結に先行するべきこと、ロシアによるハノーヴァーの不可侵はイギ
リスによるロシア領バルト海沿岸地帯の保障を交換条件とすること、以上を主張して双方譲らず、
交渉は依然難航した。（ｌる）続く1716年のメタレンブルク進駐に伴う英再開係の緊迫によって交渉は
三度決裂し、最終的に1720年の国交断絶によって英露通商条約計画は完全に頓挫する。
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なお、条約交渉の難航にもかかわらず、ピョートル大帝はイギリスとの通商関係を依然重視し、
1719－21年にはイギリス向け主力輸出産品に対する国家独占を廃止するとともに、対英通商を妨
害する意志の無い旨をイギリス政府に度々通告している。（17）かくしてともかくも英露貿易そのも
のは順調に成長することになった。
③　仏農道両条約交渉
最後にフランスとの通商交渉について言及しておこう。当該期には英露交渉と平行して仏露通商
条約をめぐる交渉も展開されたのだが、その際留意するべきは、イギリスとの交渉が当初はベルシ
ア貿易、後にはバルト海貿易を焦点に進行したのに対し、フランスとの交渉ではむしろ黒海貿易の
可能性が展望されていることである。ピョートル大帝は1700年のコンスタンチノープル条約にて
アゾフ海を獲得した際、同海経由の黒海貿易を推進する手段としてフランスとの通商関係に既に注
目しており、1701年にはポーランド駐在フランス大使ドゥ・エロンｄｕ Ｈむｏｎに対して黒海経由フ
ランス通商への関心を表明する一方、1703年には外相ゴローヴィンがフランス使節パルーズＢａｌｕｚｅ
に対してアゾフ海経由フランス通商の可能性を示唆している。他方、ルイ十四世もまた、侵略戦争
の頻発によって枯渇した海軍向け木材の調達市場として、あるいはイギリス・オランダの喜望峰経
由アジア貿易に対抗する手段として、黒海経由ベルシア通商に強い関心を示したと言われる。かく
して早くも1703年にはⅤ・ポストニコフＶａｓｉｌｉｉＰｏｓ血ｉｋｏｖがパリに派遣され、条約交渉が開始され
た。しかし折しもスペイン継承戦争に伴う厳戒体制のなか、ロシア商船がフランス海軍に傘捕され
る事件が頻発し、ロシア政府は戦争の渦中におけるフランス通商の実現性に懸念を抱く一方、続く
プルート条約でのアゾフ海喪失によって黒海経由フランス通商も困難となり、交渉は頓挫した。（1さ）
続く1713年、フランスはユトレヒト条約のもと北米植民地を縮小したのみならず、シチリア王
国からベルシア生糸の輸入を禁止され、代替市場の模索を急務とする一方、ロシアはイギリスとの
通商交渉に難航するなかフランスとの通商条約を再び検討し、交渉が再開される。フランス政府は
1714年にＨ・ラヴィーＨｅｎｒｙ Ｌａｖｉｅを派遣してロシア市場調査を開始し、続く1715年には第三国
（イギリス・オランダ）経由の仏蕗通商を禁止するロシア版の航海条令を提言している。他方ロシ
ア政府は1715年にレフオート兄弟ⅠⅤ狐仏ｍａｄ¢ｕＳＬ曲正をフランス領事として派遣して仏露貿易の
可能性を探り、特権貿易会社の設立、スウェーデン私傘捕船の取締、ズンド海峡を代替するヴィス
マール＝エルベ河運河の建設、フランス商船への関税免除、等々が提言された。続く1716年にメ
クレンブルク問題で英蕗交渉が破綻すると、ピョートル大帝にとってフランスとの友好関係の樹立
は急務となり、かくして上記1717年のアムステルダム条約が締結されたわけであるが、そこでは
今後＄ケ月以内における通商条約の締結も約束されている。続く1718年には初代駐帝領事ラヴイ
ー（在任：1718－22年）のもと本格的な条約交渉が開始されるが、この動きを警戒した英蘭商人
がフランス閣僚に圧力をかける一方、フランス政府は17相－20年のスペイン戦争に伴い対蕗問題
から撤退し、さらにピョートル大帝が英蘭両国との貿易関係を犠牲にしてまで仏露通商条約を締結
することには慎重な態度を示したため、当該条約は間もなく失効した。
なお続くフランス領事ヴィラルドＶｉｌｌａｒｄｅａｕ（在任：1722－33年）のもとでも交渉は続行され、
1723年には仏露通商に従事する特権会社の設立、フランス商人への特権付与、ロシア産品輸入に
対する現物での代金支払、等を要求している。対して貿易収支黒字による貨幣流入を志向するピョ
ートル大帝はフランス向け木材輸出の代金支払を全て現金にて行うことを要求し、ここに交渉は三
度決裂した。最終的に1724年の高率保護関税によってフランス奪移晶の流入が排除されると、交
渉の断絶は明白となった。（19）
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貿易においてはロンドン商人と並んでスコットランド商人が重要な役割を果たしたが（川北、前掲書、第7
章「砂糖と煙草－北米大陸植民地の位置－」）、スコットランド商人は1707年のイングランド・スコット
ランド合同にもかかわらず、1555年のモスクワ会社定款がイングランド商人のみを対象としたことを根拠に
ロシア会社への加盟を拒否し、以後インターローバーとして独自のロシア貿易を維持した事実を付言してお
こう（Ｄ．Ｓ．Ｍａｃｍｉｌｌａｎ，ＯＰ．Ｃｉｔ．，ＰＰ．224・226）。
（9）Ｄ．Ｋ．Ｒｅａｄｉｎｇ，ｑＰ．ＣｉＬ，ＰＰ．65－66；Ｗ．Ｆ．ＲｙａＪｌ，“ＰｅｔｅｒｔｈｅＧｒｅａでｓＥｎｇｌｉｓｈＹａｃｈｔ，ＡｄｍｉｒａｌＬｏｒｄＣａｍａｒｔｈｅｎａｎｄｔｈｅ
ＲｕｓｓｉａｎＴｏｂａｃｃｏＭｏｎｏｐｏｌｙ”，肋ｒｉｎｅｒｂＭ〝Ｏｒ，Ｖｏｌ．69，1983；Ｓ．Ｄｉｘｏｎ（ｅｄ．），甲．Ｃｉｉ．，Ｎｏｓ．26，29，ｐＰ．25－28．
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血抑∂椚わ肋わサ鮎γ∫のゲ，Ｖｏｌ．22，1974，ｐｐ．107・114．なお船舶必需品の帝国内自給をめざす所謂イギリスの船
舶用晶計画については、鈴木圭介編『アメリカ経済史』（Ⅰ）東大出版会1972年、71－74貢。とりわけイ
ギリスの木材調達問題については、Ｒ．Ｇ．Ａｌｂｉｏｎ，凡ｒ郎出ｄ戚助αタｏｗｅｒご乃ｅ刀川∂βｒル0地肌げ加点町αＪ肋ｗ
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〟か〃ピｒ　加計ｒ∂ｒ，Ｖｏｌ．58，1972．
（11）Ｄ．Ｋ．Ｒｅａｄｉｎｇ，ｑＰ．Ｃｈ，Ｐｐ．63・64；⊥Ｍ．Ｈａｒｔｌｅｙ，Ｃｈａｒｌｅｓ抒Ⅵｉｔｗｏｒｔｈ：Ｄ妙ｌｏｍａＥｉｎＬｈｅＡｇｅＱ′ｐｅｔｅ′ｔｈｅＧｒｅａｔ，
Ｌｏｎｄｏｎ，2002，Ｃｈａｐｔｅｒ3；Ｓ．Ｄｉｘｏｎ（ｃｄ．），ｑＰ．ＣｉＬ，Ｎｏ．59，Ｐｐ．49・53．なお、18世紀イギリス海外貿易の統計史料
として有名な『イギリス海外貿易の現状』肋Ｊｇ∫げ加計αゐげＧ柁αＪ伽α加加如血卯相即ｄ軸0血∴（1774
年）を編纂した同名の議員Ｃ・ウイトワースはその甥にあたる。
（12）Ｄ．Ｋ．Ｒｅａｄｉｎｇ，ｑＰ．ＣｉＬ，Ｐｐ．64・65，7㌻77；Ｊ．Ｍ．ｔｈｒｔｌｅｙ，ｑＰＣｉｔ．，Ｃｈａｐｔｅｒ4；Ｓ．Ｄｉｘｏｎ（ｅｄ．），ｑＰ．Ｃｉｔ．，Ｎｏｓ．60，76，
77，ｐｐ．53，65・6＄．
（13）Ｄ．Ｋ，Ｒｅａｄｉ喝，甲．ぐれｐｐ．6＄・71．
（14）ｓ．Ｄｉｘｏｎ（ｅｄ．），呼．ぐれＮｏｓ．113，119，131，132，ｐｐ．103－104，109，1相－120．
（15）Ｄ．Ｋ．Ｒｅａｄｉｎｇ，ｑ？．ＣｉＬ，ｐＰ．77－79；Ｄ．Ｇ．Ｋｉｒｂｙ，‘‘ＴｈｅＢａｌａｎＣｅＯｆｔｈｅＮｏｒｔｈａｎｄＢａｌｔｉｃＴｒａｄｅ：ＧｅｏｒｇｅＭａｃｋｅｎｚｉｅ，ｓ
Ｒｅｌａｔｉｏｎ，Ａｕｇｕｓｔ1715’’，ＳｂｏｎｉｃａｎｄＥｍｔＥｕｒｑｐｅａｎＲｅｖｉｅｗ，Ｖｏｌ．54，1976；Ｓ．Ｄｉｘｏｎ（ｅｄ．），ｑＰ．Ｃｉｔ．，Ｎｏｓ．142，150，
154，1＄3，ｐｐ．129・131，139・140，144・147，167・169．
（16）Ｄ．Ｋ．Ｒｅａｄｉｎｇ，ｑＰ．ＣｉＬ，ｐｐ．79－83；Ｓ，Ｄｉｘｏｎ（ｅｄ．），ｑＰ．Ｃｉｔ．，Ｎｏｓ．151，177，185，ＰＰ．140－142，159－161，170－171．
（17）Ｄ．Ｋ．Ｒｃａｄｉｎｇ，甲．ＣｉＬ，ＰＰ，41，43，＄4－85，87－89；Ｓ．Ｄｉｘｏｎ（ｅｄ．），ｑＰ．ＣｉＬ，Ｎｏｓ．226，241，254，ＰＰ．203－204，217－
21＄，227．他方、イギリスにおいてもロシア市場に対する関心は強まりこそすれ、衰えることは無かった。そ
の一端を示すと思われるのが、この頃発表されたＤ・デフオーの『ロビンソン・クルーソーの生涯と冒険』
（1719－20年）である。この小説は全三巻より成り、勃興する中産階級の姿を投影したものとして有名な
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清流物静はその第一巻（平井正穂訳・岩波文庫版の上巻）に該当する。対して続く第二巻（同・下巻）では、
生潰したクルーソーが再び航海に繰り出し、アフリカ・インド経由で中国を訪れる様子が描かれているが、
注目するべきことに、クルーソーはその帰路においてアストラハンのアルメニア商人やスコットランド商人
を含むロシアのキャラバン隊に随行してロシアに入り、アルハングリスクより白海経由でイギリスに帰国し
ている。デフオーにはロシア事情を分析した著作が他にも複数あり、かつてロシアを「野蛮国家」と評した
デフオーの認識が北方戦争での勝利を契機に修正され、東方貿易の経路としてロシア市場に対する関心が強
まったことを示すものとして注目されている。この点に関しては、Ａ．Ｇ．Ｃｒｏｓｓ，Ｐｅｔｅｒｔｈｅ伽ａＥ，ＰＰ．5か59；Ⅰ．Ｈ．
Ｓｍｉｔｈ，ＯＰ．Ｃｉｔ．；Ｊ．Ｍ．Ｈａｒｔｌｅれ“ＣｈａｎｇｉｎｇＰｅｒｃｅｐｔｉｏｎｓ：ＴｈｅＢｒｉｔｉｓｈＶｉｅｗｓｏｆＲｕｓｓｉａ鮎ｍｔｈｅＧｒｅ8ｔＥｍｂａｓ町ｔＯｔｈｅ
Ｐｅａｃ¢ＯｆＮｙぬげ，，Ｌ．Ｈｕｇｈｅｓ（¢ｄ．），胎ｗ劫甲ｅぐ帥孤なお第三巻（東邦訳）はクルーソーの回想録であるが、デ
フオー自身の経済思想を理解する上では最も重要とされる（山下幸夫「『ロビンソン物語』とその背景Ｊ内田
義彦・小林昇編『資本主義の思想構造』〔大塚久雄教授還暦記念Ⅲ〕岩波書店19朗年、所収）。
（18）ｓ．Ｒｑｊｄｅｓｔｖｅｎｓｋｙ／Ⅰ．Ｌｕｂｌｍｅｎｋｏ，“Ｃｏｎｔｒｉｂｕｔｉｏｎｓａｌ，ｈｉｓｔｏｉｒｅｄｅｓｒｃｌａｔｉｏｎｓｃｏｍｍｅｒｃｉａｌｅｓ舟ａｎＣＯ・ｒｕＳＳｅＳａｕＸＶⅢｅ
Ｓｉ色ｃｌｅ’’，ＲｅｖｚＬｅｄ’ｈねＬｏｉｒｅｄｃｏｔ70ｍｉｑｕｅｅＬｓｏｃｉａｈ，Ｖｏｌ．17，1929，Ｐｐ．365・368；Ｗ．Ｋｉｒｃｈｎｅｒ，“Ｆｒａｎｃｏ－ＲｕｓｓｉａＪＩＥｃｏｎｏｍｉｃ
ＲｅｌａｔｉｏｎｓｉｎｔｈｅＥｉｇｈｔｅｅｎｔｈＣｅｎｔｕｒｙ”，ｉｄｅｍ，ＣｏｔｎｍｅｒｃｉａｌＲｅｈ7ＬｉｏｔｗｂｅＬｗｅｅｎＲ損ＳｉａａｎｄＥｕｒｑｐｅ，）イ00－）800：ＣｏＩＺｅｃＬｅｄ
Ｅｋｓの堰，Ｂｌｏｏｍｉｎｇｔｏｎ，1967，ＰＰ．152・153；Ｆ．Ｆｏｘ，‘‘Ｆｒｅｎｃｈ・ＲｕｓｓｉａｎＣｏｍｍｃｒｃｉａｌＲｅｌａｔｉｏｎｓｉｎｔｈｅＥｉｇｈｔｅｅｎｔｈＣｅｎｔｕｒｙ
ａｎｄｔｈｅＦｒｅｎｃｈ・ＲｕｓｓｉａｎＣｏｍｍｅｍｉａｌＴｒｅａｔｙｏｆ1787’’，Ｐｈ．Ｄ．ｄｉｓｓｅｒｔａｔｉｏｎｓ，ＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙｏｆＤｅｌａｗａｒｅ，1966，Ｐｐ．17・2ｌ．
（19）Ｄ．Ｋ．Ｒｅａｄｉｎｇ，ｑＰＣｉＬ，ＰＰ．53－54，83・ｉ4，94・95；Ｗ．ＫｉｒｃｌｍｅちＯＰ．Ｃｉｔ．，Ｐｐ．145－147；Ｆ．Ｆｏｘ，Ｏｐ．Ｃｉｔ．，ｐｐ．2ト31；
ｐ．Ｗ．8ａｍ伽ｄ，薫れ化－お血月曾〝ｅカ助αＰ¢Ｗ訂ノ砧れノ7甥Ｔｂｒｏｎｔｏ，1956，ｐｐ．135－143；Ｇ．加5割鶉‘‘Ｌｅ5柁1ａｔｉｏｎｓ
ＣＯｍｍｅｒＣｉａｌｅｓｅｎｔｒｅＢｏｒｄｅａｕｘｅｔｌａＲｕｓｓｉｅａｕＸＶⅡＩＣｓｉｅｃｌｅ’’，ＣｂｈｉｅｌＴ血ｍｏｎｄｂＪⅦｅｅｔＳＯＶｉｅｔｉｑｕｅ，Ｖｏｌ．23，1982，ｐｐ．
197・200．
【Ⅱ〕1734年英産道南条約の経済的・政治的背景
ピョートル大帝の死後、その寡婦エカチェリーナ一世（在位：1725－27年）がロシア史上最初
の女帝として皇位を継承し、続く幼帝ピョートル二世（在位：1727－30年）の短い統治を経て、1730
年の政変により前述のクールラント公妃アンナ・イヴァノヴナ（在位：1730－40年）が即位する。
本節ではかかる不安定な政情を見せる1720年代後半より1730年代前半に至る時期を対象に、海外
貿易の実態、これを背景とする外交・経済政策の策定、その帰庸としての1734年英蕗通商条約の
締結、以上に関して順次検討したい。
（1）海外貿易の動向
まず前節にて検討したピョートル大帝の外交・経済政策に伴うロシア海外貿易の変化について、
北方戦争を画期とするバルト海貿易の変動を中心に考察しよう。
①　寄港船舶
最初に外国船舶の寄港状況を見れば、北方戦争時代を通じていずれのバルト海沿岸諸港において
も大幅な減少を確認できる（表3）。なかでもナルヴァは1700年のナルヴァの戦いによって市街を
破壊された上、1704年にはロシア軍に占領されたため、海外貿易はほぼ途絶しており、またリガ
・レヴァル両市も1710年以降ロシア軍の進駐を受け、かつ疫病流行によって都市人口及び近郊の
農村人口が激減したため、やはり寄港船舶は激減した。対して、戦中に獲得・建設された聖ペテル
プルグは、これらの諸港とは対照的に商業活動の実績を持たないが、それ故にむしろ初発から機能
的な都市計画が可能であり、また一連の運河建設・関税政策によって立地条件の劣位が克服される
につれ、1720年代を通じて着実に寄港船舶を拡大している。（1）他方、白海貿易の拠点たるアルハ
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表3：船舶寄港の動向1701－30年　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（糞）
航 路 ． ズ ン ′ ド 海 峡 経 由 白 章毎 経 由
港 湾 リ　　　　 ガ レ ヴ ■ァ ル ． ナ ′レ ヴ ァ 聖 ペ テ ル プ ル ク 計 アルハ ンデ リスク
船 籍 蘭 英 計 蘭 「 計 蘭 英 計 蘭 英 計 蘭 英 計 蘭 英 計
・170 1 4 5
14
56 32 65 8 2 18
0
＄5 3 5 139 33 106
1702 72 130 42 54 10 13 124 14 197 149
1703 65 13 136 2ｂ 25 11 11 96 13 172 112
1704 108 28 191 15 15 0 0 123 28 206 122
1705 30 6 44 12 12 0 0 42 6 56 145
1706 19 3 48 16 17 0 0 35 ．3 ｄ5
68
147
1707 3＄ ’　 7 75 8 8 0 0 46 7 83 133
1708 3 8 4 94 8 6 0 0 46 72 100 206
1709 3 8 4 68 3 4 0 0 4 1 4 72 163
1710 13 14 7 7 0 1 20 0 22 159
1711 23 3 29 8 9
2
0
2 2‾
0 3 1 3 38 184
1712 3 8 7 46 4 4 0 0 42 7 50 132
1713 78 9 95 24 25 0 5 104 11 125 169
1714 4 1 10 59 11 11 0 4 1 5 56 11 75 155
1715 133 15 15Ｓ 32 32 2 10 42 59 175 59 2 51 130
1716 97 16 115 16 23
1
1
0 2 12 16 115 2 8 154
8
233
1717 36 35 80 3 3 ｌ 2 17 18 49 53 102 146
1718 72 27 103 4 4 2 3 11 41 53 139 70 163 5 1 116
1719 78 29 119 6 6 12 3 15 23 14 40 153 46 180 34 ｌ19
1720 92 16 115 9 10 24 5 29 16 16 36 185 37 190 44 122
1721 109 27 144 3 3＿ 60 3 63 14 12 2＄ 2 11 4 2 2 38 25 110
1722 87 30 14 5 9 11 50 13 64 2＄ 41 78 196 84 2 9＄ 22 60
1723 104 39 177 5 6 3 1 ｌｌ 44 40 55 106 206 105 3 33 26 40
1724 106 57 196 4 ‾　　 6 89 17 109 3＄ 45 102 257 119 4 13 20 23
1725 184 63 279 3 5 12 8 21 15 5 43 73 14 1 362 157 580 4 23
1726 164 53 243 3 4 113 26 146 67 80 175 368 159 568 2 1 29
1727 159 79 257 2 4 126 17 Ⅰ49 32 48 95 332 144 505 13 4 5
1728 14 1 55 227 10 10 125 23 154 42 56 119 33 1 134 510 13 4 1
1729 140 8 1 261 16 23 9 1 21 118 17 39 70 2 81 141 472 17 24
1730 190 57 300 32 33 152 35 192 26 96 147 4 12 188 672 12 4 1
〔典拠〕Ｊ．Ｎｅｗｍａｎ，‘‘ＲｕｓｓｉａｎＦｏｒｅｉｇｎＴｒａｄｅ，1680－1780：ＴｈｅＢｒｉｔｉｓｈＣｏｎ仕ｉｂｕｔｉｏｎ”，Ｐｈ．Ｄ．血ｓｓｅ7ｔａｔｉｏｎ，Ｕｈｉｖｅｒｓｉｔｙ ｏｆＥｄｉｎｂｕｒｇ，1985，ｐｐ・
241－268；Ａ－Ｋａｈａ＝1，ｑＰ・Ｃ止，ｐｐ．258，302．
ングリスクは、北方戦争によってバルト海諸港の貿易活動が撹乱されるに伴い、その代替販路とし
て急速な成長を記録した。もっとも、終戦によってバルト海貿易が漸次回復するに伴い、同港の地
位は再び後退する傾向にある。（2）
なお寄港総数の船籍内訳を見れば、オランダ商船は古来の商業都市たるバルト海岸のリガ・ナル
ヴァ両港、及び白海沿岸のアルハンゲリスクを拠点に圧倒的比重を占めている。対照的にイギリス
商船はオランダ海運の影響が未だ及ばない新興の聖ペテルブルグにおいて支配的地位を射、たもの
の、諸港合計での寄港総数はオランダ船舶の半分以下にとどまる。他方、フランス商船の寄港はほ
とんどなく、フランスの対露貿易は専らオランダ商船に依存して遂行された。く3）かくしてオランダ
は17世紀以来のロシア対欧貿易における支配的地位を依然として維持したのである。
②　輸入構造
次に輸入貿易の動向を見よう。周知のようにバルト海貿易の主要史料たるズンド海峡関税記録は
通過貨物の量的数値（数量・重量）のみを記載しているため、ここからロシア輸入総額に占める個
々の品目の比重関係を析出することは困難となっている。（4）ただしＡ・カハンの示すアルハングリ
スク・聖ペテルブルグ両港の断片的な貿易統計によれば（表4）、当該期を通じて毛織物が圧倒的
表4：ロシア輸入米易1717・26年　　　　　　　　　（ルーブリ）
毛 織 物　 ■ 染 料 飲 料 ・砂 糖 絹 織 物 金 属 製 晶
1717 504，372 132，570 129，382 54，288 ■　223，347
1726 662，956 275，661 141，203 ‘ 15，464
〔典拠〕Ａ．Ｋａｈａｎ，“ＰｅｔｒｉｎｅＦｏｒｅｉｇｎＴｒａｄｅ”，Ｐ．229．
表5：ロシア輸入貿易（ズンド海峡経由）1＿701－30年
品 目
（単 位 ）
繊 維 製 晶 （ｐｉｅ¢ｅ） 植 民 地 産 品
（1，000ｐｕｎｄ）
ワ イ ン
（血ｎ）羊 毛 製 品 そ の 他 の
繊 維 製 晶上　 質 並　　 質 計
市 場 蘭 英 計 蘭 英 計 蘭 英 計 蘭 計 蘭 英 仏 独 計 蘭 仏 独 計
1701 2，945 859 3，804 108 894 1，001 3，053 1，753 4，805 1，32＄ 1，328 427 139 0 566 118 73 195
1702 1，糾 0 1，478 3，318 0 1，353 1，353 1，840 2，831 4，671 534 550 266 201 0 469 46 86 136
1703 2，028 567 2，595 500 959 1，459 2，528 1，526 4，054 ｌ，253 1，343 327 60 0 388 39 0 50
1704 1，878 668 2，546 578 144 722 2，456 Ｓ12 3，268 753 753 375 123 ｌ 502 12 70 Ｓ8
1705 938 209 1，147 0 0 0 938 209 1，147 295 295 153 0 0 154 13 57 74
1706 539 300 839 146 0 146 685 300 985 147 147 235 5 0 243 13 68 87
1707 725 538 1，337 193 494 697 918 －ｌ，032 2，034 92 92 97 14 0 112 29 2 31
1708 ＄23 170 997 245 20 265 1，068 190 1，262 430 430 222 0 0 225 18 6 45
1709 579 0 579 146 0 146 725 0 725 325 325 132 1 0 134 6 0 6
1710 174 0 174 11 0 11 1＄5 0 185 3 3 114 0 0 114 36 0 37
1711 645 172 817・ 165 34 199 810 206 1，Ｏ16 251 251 140 0 0
1
154 10ｇ 0
104
108
1712 92 149 241 0 0 0 92 149 241 129 129 58 2 0 60 27 0 27
1713 113 765 ＄＄8－ 200 74 324 313 839 1，212 77 77 72 1ＳＯ 5 256 61 14
0
Ｂ4
101
1714 139 313 452 100 543 643 239 856 ｌ，095 200 230 ｇ7 1糾 0 289 92 165
1715 347 707 828 183 41 450 53ｄ 74Ｓ 1，278 336 336 308 10 0 333 252 455
171（； 965 ｌ，0＄8 2，053 69 1，003 1，072 1，034 2，091 3，125 1，303 1，387 353 29 0 8
3
2
21
302 391 28 17
38
481
1717 1，135 2，975 4，110 89 3，152 3，241 1，224 6，127 ・7，351 942 958 435 41 19
0
4
481 351 160 518
171＄ 1，069 1，860 2，929 33 222 297 1，102 2，082 3，226 943 994 562 83 663 722 65 863
17Ⅰ9 1，寧28 2，974 5，643 391 1，78＄ 2，183 2，219 4，762 7，826 2，371 2，433 651 40 712 546 111 712
1720 2，Ｂ14 3，557 6，46Ｂ ヱ76 ｌ，0＄5 1，372 3，090 4，糾 2 7，も40 3，386 3，453 538 58 34 637 712 50Ｂ 25 ｌ，293
1721 2，545 57 2，673 1，427 4，132 5，715 3，972 4，189 8，3Ｓ8 2，＄88 5，150 510 18 33
0
33
559 651 147
6
303
137 952
1722 2，502 5，8≦唱 8，516 285 7，516 7，ｇ82 2，787 13，414 16，398 1，914 2，589 495 50 14 574 583 115 246
1723 4，167 4，463 9，469 177 9，423 8，703 4，344 13，ｇ86 18，172 1，101 1，353 925 239 47 1，3＄6 766 207 1，421
1724 3，596 1，845 5，717 2，059 6，656 8，753 5，655 8，501 14，470 551 678 647 151 34
5
2
6
9
33
260 1，097 747 340 310 1，427
1725 4，562 1，852 7，008 2，657 3，235 6，228 7，219 5，087 13，236 1，135 ｌ，169 1，657 366 134 2，163 605 356 178 1－，15Ⅰ
1726 5，061 2，078 7，309 1，725 2，904 4，961 6，786 4，9ｇ2 12，270 2，989 3，524 1，667 594 306 2，5＄7 594 14 60 705
1727 5，762 ｌ，573 7，382 1，030 3，469 4，554 6，792 5，042 11，936 3，842 4，232 1，496 483 129 2，114 476 125 257 903
172＄ 2，888 2，350 5，270 1，313 2，716 4，052 4，201 5，066 9，322 2，656 2，667 1，180 772 233 2，119 590 244 179 1，057
1729 2，294 2，135 4，785 1，553 3，675 5，288 3，847 5，810 10，073 2，516 3，187 688 24 75 822 634 632 196
64
ｌ，483
1730 3，235 1，723 5，082 1，267 5，016 6，478 4，582 6，739 11，560 3，823 3，850 1，115 635 15 34 1，800 361 40 485
〔典拠〕Ｊ．Ｎｅｗｍａ叫Ｏｐ．Ｃｉｔ，ｐｐ．293－294，302・303，30‰309，31ト312・
?????‥??????「??）?、??????????↓??
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な比重を占め、各種植民地産品（染料・砂糖）・奪移晶（飲料・絹織物）がこれに次ぎ、また戦時
には軍帝物資（金属製晶）が一定の割合を占めていることが確諷できる。かかる全体構成を踏まえ、
以下ではＪ・ニューマンの学位論文に添付されたズンド海峡関税記録の統計数値に依拠しつつ、主
要品目の取引総量・輸入相手市場を検討しよう（表5）。
まず輸入の基幹品目たる毛織物の輸入総量は、戦中の1，000反程度から戦争末期の7，000－8，000
反、戦後1720年代の10，000－15，000反へと10倍の伸びを示した。戦中に流入した羊毛製品の大
半は、ピョートル大帝の欧化政策と宮廷服飾習慣の変化によって需要の上昇した高価・上質の織物
であり、その主軸はオランダ（ライデン）の薄手織物・キヤムレットｃａｍｌｅｔｓにあったが、戦争末
期にはイングランド西部（ウイルトシヤー・グロスタ「シヤー）を産地とする旧毛織物の新銘柄ス
ペイン織ｓｐａｎｉｓｈ ｃｌｏｔｈも進出している。戦後の1720年代にはむしろ軍服・大衆衣料として需要の
高い安価・並製織物の輸入が急増し、イングランド東部・北部（ヨークシャー）・西部（デヴォン
シヤー）を産地とする厚地の旧毛織物ｏｌｄ ｄｒ叩ｅｒｉｅｓ＝紡毛織物ｗｏｏｌｅｎ（カージーｋｅｒｓｉｅｓ・ダズン
ｄｏｚｅｎｓ等）及び薄手の新毛織物ｎｅｗｄｒｑ）ｅｒｉｅｓ＝杭毛織物ｗｏｒｓｔｅｄ（べ－イｂａｙｓ・各種杭毛製品ｓｔｕｆｒｂ
・シヤルーンｓｈａｌｌｏｏｎｓ等）が高い比重を占める。（5）全体として羊毛製品輸入の基軸はオランダ高
級製品からイギリス並質織物へと移行する傾向にあるが、1720年代後半にはオランダが再び高級
製品の輸出を加速しており、両国ともそれぞれ5，000反前後を供給して激しく競合している。
以上の如きイギリス毛織物の伸張傾向はズンド海峡記録に依拠する先行研究においてしばしば準
調される点であるが、しかしながらズンド海峡記録では捕捉しえないバルト海内貿易や北極海経由
の白海貿易の動向を見る場合、イギリス製品のむしろ劣勢な立場を確認できるのも事実である。こ
れは主に二つの事情に由来している。
まず第一はバルト梅内貿易におけるプロイセン製
品の台頭である。プロイセン羊毛工業は1685年の
ナント勅令廃止によってフランスより大量に流入し
た亡命ユグノーから先進技術を摂取する一方、国内
では安価な原料・労働力を確保し、1720年代半ば
にはイギリス製品に匹敵する品質の製品を15－20
％ほど安く生産したとされる。しかもプロイセン政
府は先の北方戦争への参戦によって、西ボンメルン
の輸出拠点シュチッティンを獲得する一方、以後ロ
シア政府との政治的紐帯を強めており、駐露領事Ａ
・マルデフェルトＡｘｅｌｖｏｎＭａｒｄｅｆｅ1ｄは、親普派の
ロシア官僚Ｐ・Ⅰ・ヤグジンスキーＰａｖｅｌＩｖ狐0Ｖｉｃｂ
Ｙａｇ眼ｈｉｎｓｋｙに対してプロイセン製品の受入を度々
打診している。この結果1724年、ロシア政府が「ベ
ルリン王立工廠」Ｄａｓ ｋ8ｎｌｇｌｉｃｈｅＬａｇｅｒｈａｕｓｉｎＢｅｒｌｉｎ
に軍服発注を開始する一方、プロイセンの主要商会
はｒベルリン・ロシア会社」ＤｉｅｒｕＳＳｉｓｃｈｅ Ｈａｎｄｅｌｓ－
Ｋｏｍｐ喝血ｉｎＢｅｒｌｉｎを設立して対露貿易の独占権を
獲得し、以後1720年代後半を通じてプロイセン製
品の地位は着実に上昇したのである（表6）。（6）
表6：プロイセン羊毛製品の輸入
1725－34年
総　 量 総 額
（ア ル シ ン ） （タ ー レル ）
1725 223，375 119，000
1726 316，792 170，000
・■1727 365，474 196，000
172＄ 9，878 5，500
172■9 211，140
1730 59，026 33，000
ｌ．731 427，282 230，000
1732 306，226 180，000
1733 494，759
1734 200，000
〔典拠〕Ｄ．Ｋ．Ｒ£ａｄ血＆乃ｇ血威0－助∫∫加
α冊附血山侮喝′ｑ「Ｊ7甥ＮｅｗＨａｖｅｎ，1938，
ｐ．280；Ａ．Ｋａｈａｎ，“Ｃｏｍｉｎｕｉｔｙｉｎ Ｅｃｏｎｏｍｉｃ
Ａｃｔｉｖｉｔｙａｎｄ Ｐｏｌｉｃｙ ｄｕｒｉｎｇｔｈｅ Ｐｏｓｔ－Ｐｅｔｒｉｎｅ
Ｐｅｒｉｏｄ　ｉｎ　Ｒｕｓｓｉａ”，ｈｚＬｍａＺ ｑｆｌ Ｅｔｏｎｏｍｊｃ
ガねわワ，Ｖｏｌ．25，1965，ｐ．72．
40 武田元有：十八世紀前半におけるバルト海貿易とロシア南下政策
第二はロシア領内経由ベルシア貿易におけるアルメニア商人の台頭とオランダ製品の伸張であ
る。アルメニア商人は種々の通商特権を根拠に1724年の関税改革を適用されず、従来通り3％の
優遇税率にてベルシア生糸のロシア領内輸入を独占していたが、この1724年には前述の如くオラ
ンダ商人がベルシア生糸の買付・欧州向け輸出に関する特権を獲得している。この結果、オランダ
商人はアルメニア商人からベルシア生糸を3％の通過関税で買い取り、これを西欧市場に輸出する
一方、アルメニア商人はオランダ商人から羊毛製品を同じく3％の低率関税で買い付け、これをベ
ルシア市場へと輸出する、中継貿易が成立することになった。（勺その際、レヴアント・ムルシア市
場で需要された織物はイギリスを主力とする新種の安価杭毛製品ではなく、むしろ伝統的な高級紡
毛製品であったから、（8）上に見た1720年代後半におけるオランダ高級織物の進出再開はまさにオ
ランダ＝ベルシア貿易の成長の一端を示していると思われる。またオランダ商人はリガ・ナルヴァ
両港に加えて、古来アルメニア商人と接触する舞台であったアルハングリスクにおいても支配的地
位を占めたから、（9）オランダ製品のロシア経由ベルシア市場進出はバルト海経由のみならず白海経
由でも進行したものと推定される。
他方、イギリス羊毛製品は1724年の関税改革によって実質最大75％の高率関税を賦課され、し
かもイギリス政府は1720年代を通じて対露国交を断絶したため自国製晶への差別待遇に抗弁する
手段ももたなかった。かくしてほぼ1724年を画期としてロシア・ベルシア市場におけるイギリス
製品の停滞とプロイセン・オランダ製品の躍進とが顕著になったのである。
なお繊維製晶の輸入においては毛織物以外にも貴族階級向けの奪移的な高級衣料、とりわけフラ
ンス絹織物（錦・ビロード・タフタ・サテン）・インド綿製品（キャリコ）が一定の割合を占め、
戦争末期より輸入総量が上昇したが、そのほぼ全ては一貫してオランダ市場を媒介に流入している。
（ＩＯ）他にも宮廷貴族向け著移晶は輸入貿易において高い比重を占め、まず植民地産品（香料・砂糖
・コーヒー・カカオ・乾燥果物・柑橘果物・木の実・タバコ・米）は、戦後の1720年代前半を通
じて輸入総量が4倍に急増した。これらは各国植民地よりそれぞれの宗主国イギリス・フランス・
スペイン・ポルトガルを経由して輸入されたが、その実に9割はオランダ市場を経由しており、1720
年代後半にはイギリス経由の産品も上昇するものの、全体の2－3割を占めるにとどまる。（11）ま
たワインその他の酒類は、ブドウ生産地の黒海北岸地帯がなおオスマン支配を受けるなか国内自給
は困難であり、やはり戦後の1720年代に輸入総量が倍増している。ここでもオランダ市場を経由
する産品が過半を占め、全体の2－3割を占めるフランス（ボルドー）の酒類も搬送はオランダ商
船を媒介としている。（12）
かくしてロシア輸入貿易においては何よりもオランダが支配的地位を占め、その高度な海運能力
に立脚して各国植民地産品・フランス著移品の中継取引を独占したのみならず、アルメニア商人と
の提携を挺子に、イギリスの躍進が顕著な羊毛製品においてさえなお優位を維持したのである。
③　輸出構造
続いて輸出貿易を検討しよう。当該期の輸出貿易に関してカハンが示す数値は1710年のそれの
みであり（表7）、輸出貿易の品目構成を一般化する作業はさらに至難となっているが、さしあた
りそれによれば農業産品（大麻・亜麻・穀物）が全体の4割、酪農産品（獣脂・皮革）が5割、森
林資源が5％、以上の割合を占めていることが分かる。かかる品目構成を踏まえつつ、以下同じく
ズンド海峡関税記録の量的数値から取引総量の動向と輸出相手地域の編成を確落しよう（表8）。
まず大麻ｈｅｍｐ・亜麻蝕Ⅸは日用衣料の原料、船舶帆布・装具の原料として高い海外需要が存在
し、重い粘土質の土壌を好む大麻はベラルーシ・ウクライナで生産されて聖ペテルプルグより、ま
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表7：ロシア輸出貿易1¶Ｏｔ69年　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）
大麻 亜麻 麻種 子 麻織物 穀 物 獣脂 皮 革 木材 鉄 その他
1710 34．4 3．3 0．04 3．3 2．9 11．4 39．0 5．1 0 0．6
1769 1臥8 11．3 3．5 13．0 16．9 5．0 7．5 4．5 9．8 9．7
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た軽い砂地の土壌が適する亜麻はリトアニア・リグオニア・エストニア・ロシア内陸地帯で生産さ
れてバルト海沿岸諸港より、それぞれ海外市場に輸出された。輸出総量は戦中の10，000－20，000
シップポンドから1720年代の50，000－100，000シップポンドへと急増し、その仕向け先は戦中に
はオランダ市場が中心であったが、戦後1720年代にはむしろイギリス向け輸出が最大となってい
る。なお加工品としての麻製品（麻糸・麻布）は狭幅・粗質のモスクワ狭布Ｍｕｓｃｏｖｙ ｎａ汀ＯＷを中
心に船舶帆布・南米奴隷衣類・梱包敷布として輸出されたが、一般に西欧市場では品質において勝
るオランダ．ドイツ（シュレジェン）製品が優位を保ち、ロシア産品の占める地位は低い。（13）
次に木材については、堅材＝広葉樹ｈａｒｄｗｏｏｄｓを産出するバルト海南岸、及び建材・船材に適し
た軟材＝針葉樹ｓｏ氏ｗｏｏｄｓの群生するバルト海東岸、これら両者の接点に位置するリガが輸出拠点
をなし、戦中に低迷した輸出総量は戦後の1720年代において急速に上昇している。その実に9割
はオランダ市場へと輸出されており、イギリス市場ではケーニヒスペルク・ダンツイヒの堅材、ノ
ルウェーの軟材がそれぞれ台頭したため、ロシア木材の比重は低いと言える。（14）
また棒鉄はロシア史上18世紀に初めて登場した輸出品目である。前述の如くロシアでは北方戦
争時代の保護政策を通じて軍需向け製鉄産業が成長したが、戦争の終結によって国内需要が下落し
たため、以後海外市場の開拓が指向され、この結果、これまで1，000シップポンドにすら満たなか
った輸出総量は、1720年代初頭で2，500シップポンド、20年代半ばで5，000シップポンド、20年
代後半で10，000シップポンドを超え、驚異的な増大を記録している。最大の顧客はイギリスであ
るが、ただし流通機構の欠如から棒鉄の国内運送には多大な経費を要し、加えてイギリスの海軍工
廠は良質なスウェーデン産鉄を選好したため、ロシア棒鉄の対英輸出にはなお限界があった。（15）
他方、穀物は国際穀物価格の高騰に伴う1720年代末のオランダ向け輸出を除いて恒常的な取引
を見ず、ロシア輸出貿易に占める比重は低い。その根拠としては以下の諸点を指摘しうる。第一に
ロシア国内の流通機構は未だ十分に発達せず、穀物の如き重量産品を内陸地帯から港湾都市へと大
量輸送するには多大な経費を伴い、その国際競争力は大幅に制約されていた。第二に南下政策がな
お膠着する当該段階にあっては未だ南部黒土地帯は開発されず、ロシアは十分な穀物供給能力を持
たなかった。むしろ政府当局は、聖ペテルプルグはじめ国内消費市場への食糧供給を維持するべく、
内国関税を緩和して首都向け穀物輸送を誘引するとともに、基本的に穀物の海外輸出を規制してい
た。第三に産業革命がなお未熟な段階にとどまるイギリスはじめ西欧諸国は依然として穀物の国内
自給を維持しており、そもそも海外市場における需要自体が低かったと言える。（ｌ句
なお生糸は1720年代後半においてオランダ向け輸出が上昇していることが目を引く。これは上
述の如く1724年を画期としてアルメニア商人がオランダ商人との取引を強め、オランダ羊毛製品
を輸入する代価としてオランダ向け生糸輸出を拡大した事実を体現するものと思われる。
以上の如くロシア輸出貿易においてはオランダ・イギリスの二大市場が括抗し、木材・穀物・生
糸に関してはオランダが主要な仕向け先としての地位を維持する一方、主力産品たる大麻・亜麻・
棒鉄についてはむしろイギリスが基軸市場として急速に成長したのである。
表8：ロシア輸出貿易（ズンド海峡経由）1701－30年
品 目 穀　　 物 亜 麻 ・ 大 麻 木　　　 材 棒　　　　 鉄 生　 糸
（単 位 ） （Ｉａ或） （血 ｉｐｐｏｕｎｄ） ‾（1，000 ｐｉｅｃｅｓ） （ｓｈｉｐｐｏｔｍｄ） （ｐｕｎｄ）
市 場 蘭 計 蘭 英 計 蘭 仏 計 蘭 英 南　 欧 計 蘭
1701 73 163 5貴151 257 6，422 245 2 263 0 21 72
1702 517 517 1ｌ，959 5，445 18，902 205 0 212 0 681 711
1703 104 104 11，804 5，435 17，514 308 1 313 45 267 331
1704 65 65 15，011 11，457 27，926 210 3 229 0 1，061 1，061
1705 483 4Ｓ3 2，268 7＄＄■ 3，之72 ｌ18 0 127 0 298 298
1706 505 505 2，66Ｓ 1，727 4，871 97 0 98 38 155 227
1707 63 63
39
3，637 830 5，128 101 1 115 0 315 428
1708 0 4，733 ｌ，421 Ｓ，249 204 0 223 94 176 499
1709 0 10，469 0 12，902 65 ■0 80 0 54 501
1710 39 ｌ，448 0 1，448 32 0 32 0 0 326
1711 515 ｌ，000 1，047 9Ⅰ9 2，002 36 0 ・36 0 102 102
1712 760 760 6，191 3，435 9，627 34▲ 0 34 0 124 124
1713 4，425 4，745 9，412 2，933 13，515 75 ｌ 81 32 0 115
1714 1，364 1，449 8，818 3，682 15，3・71 4 0 12 0 0 97
1715 5，545 5，618 14，814 36，178 5Ｓ，119 114 4 119 0 0 3
1716 2，731 2，846 14，097 10，014 25，969 96 0 111 2 262
167
264
3，600
1717 ‾　5＄3 60Ｓ 5，131 17，134 23，Ｓ15 83 0 93 239 346 585
1718 51 74 9，243 26，459 4ｌ，087 129 4 144 28 740 935
1719 0 62‘ 16，773 13，676 41，564 209 0 229 454 137 635 1，752
1720 9 9 14，968 9，727 30，546 257 0 277 0 166 7Ｓ5
1721 0
102
24，855 15，473 46，726 37Ｓ 1 435 0 0
464
446
23，0001722 75 20，286 26，782 64，008 296 0 354 1，104 203 2，566
1723 0 61
5
26，750 39，415 79，012 245 1 279 497 1，260 634 2，713 18，300
1724 0 19，062 46，406 84，678 389 0 437 445 3，409 423 5，434 32，100
1725 5 38，951 62，042 121，374 472 2 506 1，621 ＄＄9 61＄ 3，599 47，000
1726 54 64 4ｌ，675 60，810 129，434 402 7 415 1，967 1，583 188 5，248 59，000
1727 2 36 20，283 56，578 86，701 520 0 546 2，08ｌ 5，669 572 9，806 133，050
94，100
1728 1，008 1，008 27，944 51，999 95，618 428 24 489 3，990 9，130 1，757 15，392
1729 2，136 3，432 18，039 58，198 86，676 352 68 437 3，187 8，Ｏ19 1，189 12，ＳＯ6
1730 3，468 3，505 ■　29，467 75，233 125，557 618 153 811 1，526 4，276 32 6，238
〔典拠〕Ｊ＿1ヾｅⅥ叫Ｏｐ．Ｃｉｔ．，ｐｐ，269－272，274－2＄2，2＄3－2＄4，339－340・
?????‥??????????????????????↓??
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④　収支・決済構造
ロシアの対欧貿易収支は前述した史料的制約により確定が困難であるが、以上の分析からさしあ
たり次の点を確認したい。まず輸入貿易においては、オランダが羊毛製品・各種薯移晶の供給振泉
として圧倒的比重を占め、したがってロシアはオランダに対して巨額の貿易赤字を抱えた。他方、
輸出貿易においては、オランダが木材・穀物・生糸の取引を牽引したものの、主力産品たる麻類・
棒鉄はむしろイギリス市場を重要な販路とし、かくしてロシアはイギリスに対して大幅な収支黒字
を記録している（図2）。全体としてロシアは、対英貿易での黒字によって対蘭貿易での赤字を解
消する一方、その上でなお大幅な黒字を確保しており、かくしてロシアが一次産品の輸出を桂子と
してヨーロッパより大量の外貨・地金を吸収する構図は依然として続いたのである。
なおイギリスはかかる巨額の対露貿易赤字を基本的に正貨・地金の現送によって解消したとされ
るが、仰正貨の国外流出を極力節減する必要から、以下の如き為替手形の取引を媒介として、イ
ギリスの対露債務はその一部がオランダ保有の対露貿易債権と相殺されたものと推定されている。
すなわち、まず聖ペテルプルグその他の現地商業拠点に居留するイギリスの在外商館Ｆａｃｔｏけ＝委
託代理商Ｆａｃｔｏｒは、ロシア現地で買い付けた一次産品をイギリス本国の輸入業者に向けて発送し
た後、当該業者を名宛人とする為替手形を振り出すことで輸出代金を回収する。他方、オランダ本
国の輸出業者より工業製品・各種賓移晶を輸入するロシア現地のオランダ代理商は、この為替手形
を購入・送付することで輸入代金の支払を履行する。この為替手形を受領したオランダ本国の輸出
業者はその裏書譲渡によって輸出代金を回収し、他方イギリス本国の輸入業者はアムステルダムに
開設する預金口座において満期手形の換金に応じ、輸入代金の支払を完了する。かくして英蘭両国
の対密貿易決済はアムステルダム金融市場の手形流通機構に大きく依存して遂行されたのであり、
オランダは対蕗貿易における貿易決済に関しても支配的地位を占めていたと言えよう。（18）
図2：対イギリス貿易収支1700－50年
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〔典拠〕Ｃ．Ｗ出血血，5ぬお〆伽乃ⅧおグＧ相〟鋸血ちＬｏｎ血ｎ，1776（鮎ｐ．196軌ｐｐ．29－30．
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姓
（1）Ａ．Ｋａｈａｎ，ｑＰ．ＣｉＬ，Ｐｐ．247・248，250・254；Ｊ．Ｎｅｗｍａｎ，．ＰＰ．Ｃｉｔ．，ＰＰ．19・21，2か30，44・51，115・116．
（2）Ａ．Ｋａｈａｎ，ｑＰ．Ｃｉｔ，ＰＰ．254・258；Ｊ．Ｎｅｗｍａｎ，Ｏｐ．Ｃｉｔ．，ＰＰ．3ｌ－33，37－38；Ｈ．Ｋｅｌｌｅｎｂｅｎち“ＡｒｃｈａｎｇｅｌＲｏｕｔ♂’，ＰＰ・
570－573．
（3）Ａ．Ｋａｈａｎ，ｑＰ．ＣｉＬ，ＰＰ．212・215；Ｊ．Ｎｅｗｍａｎ，ＯＰ．Ｃｉｔ．，ＰＰ．19－20．フランスの中継貿易への依存は、国際的には
上記の如きオランダ・イギリス両国商人のロシア市場独占に起因したが、・国内的にはむしろ′くルト海貿易に
おけるフランス商人自身の関心・能力が低位であったことに由来する。フランス商船は専ら大西洋・インド
洋経由の遠隔植民地貿易を想定して設計・建造された結果、必ずしも水深の浅いバルト海を頻繁に往復する
のには適合せず、またフランス商人はロシアの膏語・市場動向・関税制度・決済制度に習熟する努力を怠り、
かくして対露通商を′ｉルト海貿易に精通した外国商人に委託したとされる。Ｗ．Ｋｉｒｃｈｎｅｒ，ＯＰ．Ｃｉｔ．，ＰＰ．133－145，
171・172；Ｆ．Ｆｏｘ，Ｏｐ．¢ｉｔ．，ｐｐ．40・41．
（4）ズンド海峡関税記録の資料的制約については、玉木俊明「〈史料紹介〉『ズンド海峡関税台帳』前編－1560
－1657年－」『文化学年報』第41輯1992年。
（5）Ｊ．Ｎｃｗｍａｎ，ＯＰ．Ｃｉｔ．，ＰＰ．93・94，99・100．なおスペイン織はスペインの上質短毛を原料とした高級染織物（舟
山栄一『イギリスにおける経済構成の転換』未来社1967年、64－65貢）、キヤムレットは生糸・杭毛の交
織（熊岡洋一『近代イギリス毛織物工業史論』ミネルヴァ書房1993年、55貢）、シヤルーンはヨークシャー
を産地とするサージｓｅｒｇｅ（紡毛・硫毛の交織）の一種（服部春彦『フランス近代貿易の生成と展開』ミネル
ヴァ書房1992年、323頁）。
ところで先頃、馬場哲氏は前掲の深沢編『国際商業』に対する書評において、生産過程の軽視と取引商品
の産地・特性に対する分析の欠如を批判しつつ、バルト海貿易の主力商品として厚手の旧毛織物を推定して
いる（『史学雑誌』第112編第7号2003年、117－11＄貢）。この推察は、16世紀後半の不況期に冒険商人組
合のアントワープ向け白地・未仕上げ毛織物輸出が低落するなか、その打開策として新たな製品開発・販路
開拓が進められ、イーストランド会社が寒冷なバルト海方面に厚手・高価な染色・仕上げ済み毛織物（旧毛
織物＝紡毛製品）を輸出する一方、レヴアント会社は温暖な東地中海方面に薄手・安価な新毛織物＝杭毛製
品を輸出したとする、Ｆ・Ｊ・フィッシャー以来内外で受容されてきた基本構図を踏まえたものと思われる。
しかしながら玉木氏は現実にはバルト海市場においても輸出商晶の基軸が旧毛織物から新毛織物へと移行し
つつあったことを別稀において指摘している（前掲「イギリスのバルト海貿易（1600－16‘0年）」77－79
貢、同「イギリスのバルト海貿易（1661－1730年）」9頁）。なお馬場氏の書評には編者深沢氏の反批判があ
るが、専ら方法論に関する反駁が中心で、この点はとくに触れられていない（同「国際商業史と比較経済史
－馬場哲氏の書評に応える－」『史学雑誌』第113締第1号2004年、105貢）。
（6）Ｇ．Ｓｃｈｍｏｌｌｅｒ，‘‘ＤｉｅｒｕＳＳｉｓｃｈｅＫｏｍｐａｇｎｉｅｉｎＢｅｒｌｉｎ；1724－1738，，，ｄｅｒｓ，ｔｈＴＺｒ如ｅｕｎｄｔｈ7ｔｅ帽ｕＣｈｕ喝ｅｎ，Ｌｅｉｐヱｉｇ，1898；
肥前栄一「ブランデンプルク・プロイセンにおける初期独占の展開」同『ドイツ経済政策史序説－プロイ
セン的進化の史的構造－』未来社1973年、所収、68－71頁、高橋清四郎「相世紀プロイセン絶対王政の
外国貿易政策」同『ドイツ商業史研究』御茶の水審房1977年、所収、228－229貢。
（7）Ｄ．Ｋ．Ｒｅａｄｉｎｇ，ｑＰ．ＣｉＬ．，ｐＰ．53－56；⊥Ｎｃｗｎａｎ，Ｏｐ．Ｃｉｔ．，ＰＰ．117－118・
（8）深沢克己「相世紀のレヴアント貿易とラングドック毛織物工業－アレッポ向け毛織物輸出の変動をめ
ぐって－」『土地制度史学』第125号1粥9年、2貫、服部、前掲書、第6章「フランスのレヴアント貿易
の変動」、290－292、304－30＄貢。なお当該期のオランダ羊毛工業については、栗原福也「近世前期オラ
ンダ毛織物業－ライデン毛織物業の場合－」、増田・小松・高村・大口編『社会経済史大系』第Ⅳ巻（近
世前期Ⅰ）弘文堂1960年、所収。
（9）Ｈ．Ｋｅｌｌ印ｂ¢ｎち“Ａ血的ｇ¢1Ｒｏｕｔ¢”，ｐ．574．
（10＝．Ｎｅｗｍａｎ，Ｏｐ．Ｃｉｔ．，ＰＰ．10㌻104．
（11）よＮｅｗｍａＪｌ，Ｏｐ．Ｃｉｔ．，ＰＰ．107・110．
（12）Ｊ．Ｎｅｗｍａｎ，Ｏｐ．Ｃｉｔ．，ＰＰ．104・107．
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（13）Ａ．Ｒ血班，呼＝就，ｐｐ．175－相2；⊥Ｎｅｗｍ弧，Ｏｐ．Ｃｉｔ．，ｐｐ．‘㌻70．なおイギリス市場におけるドイツ・ロシア両
国麻織物の位置に関しては、馬場哲『ドイツ農村工業史－プロト工業化・地域・世界市場－』東大出版
会1993年、106－110、114－117、121頁。
（14）Ａ．Ｋａｈａｎ，ｑＰＣｉｔ．，ＰＰ．202・203；Ｊ．Ｎｅｗｍ叫，ＯＰ．Ｃｉｔ．，ＰＰ．71・74；Ｈ．Ｓ．Ｍ．Ｋｃｎｔ，“ＴｈｅＡｎｇｌｏ－ＮｏｒｗｅｇｉａｎＴｉｍｂｅｒ
ＴｒａｄｅｉｎｔｈｅＥｉｇｈｔｅｅｎｔｈＣｅｎｔｕＪＴ”，＆ｏｎｏｍｉｃｍｓｌｏＴｙＲｅｒｖｉｅｗ，Ｖｏｌ．8，1955；Ｓ．Ａｓｔｒ6ｍ，“ＥｎｇｌｉｓｈＴｉｍｂｅｒＩｍｐｏｒｔｓｆｒｏｍ
Ｎｏｒｔｈｅｒｎ Ｅｕｒｏｐｅｉｎｔｈｅ Ｅｉｇｈｔｅｅｎｔｈ　Ｃｅｎｔｕｒブ，，Ｓｂａｎｄｈａｖｉａｎ助ｏｎｏｍｉｃ肋ＥｏＴｙ Ｒｅｖｉｅｗ，Ｖｏｌ．18，1970；ｉｄｅｍ，
”ＴｃｃｈｎｏＩｏｇｙａｎｄＴｉｍｂｅｒＥｘｐｏｒ（Ｓ鮎ｍｔｈｅＧｕｌｆｏｆＦｉｎｌａｎｄ，1661－1740”，Ｓｂａｎｄｉｎａｖｉａｎ励ｏｎｏｍｉｃ月おｔｏｌｙＲｅｖｉｅｗ，Ｖｏｌ．
23，1975．
（15）Ａ．Ｋａｈａｎ，ｑＰ．ＣｉＬ，ＰＰ．20㌻204；Ｊ．Ｎｅｗｍａｎ，ＯＰ．Ｃｉｔ．，ＰＰ．76・77；ＫＯ．Ｈｉｌｌｄｅｂｒａｎｄ，“ＦｏｒｅｉｇｎＭａｋｅｔｓｆｏｒＳｗｅｄｉｓｈ
Ｉｍｎｉｎ也ｅ柑也Ｃｅ雨Ｉｌけ’’，助α〃（肋†Ⅴね乃血¢〝〃桝ｆｃ助ｆｏサ蝕γおｗ，Ｖｏｌ．6，195臥
（16）Ａ．Ｋａｈａｎ，ｑＰ．ＣｉＬ，ｐＰ．168・169；Ｊ．Ｎｅｗｍａｎ，ＯＰ．Ｃｉｔ．，ＰＰ－59・60，63．
（17）Ｈ．Ｍａｒｔｉｎ，“ＡｎＥｓｓａｙｔｏｗａｒｄｓ五ｎｄｉｎｇｔｈｃＢａｌａｎｃｅｏｆＯｕｒＷｈｏｌｅＴｒａｄｅＡｍｕａｌｌｙ舟ｏｍＣｈｒｉｓｔｍａｓｏｆ1698ｔｏ
Ｃｈｒｉｓｔｍａｓ1719”，Ｇ．Ｎ．Ｃｌａｒｋ，ＧｕｉｄｂｔｏＥｈｇｌＬｇｈＣｏｍｍｅＴＴｉａｌＳｉａｌＬｓＬｉｃｓ，1696・1782，Ｌｏｎｄｏｎ，1938，ｐＰ．77・79．なおそ
の数値は以下に転載されている。Ｊ．Ｍ．Ｐｒｉｃｅ，“Ｍｕｌｔｉｌａｔｅｍｌｉｓｍａｎｄ／ｏｒＢｉｌａｔｅｒａｌｉｓｍ：ｔｈｅＳｅｔｔｌｅｍｅｎｔｏｆＢｒｉｔｉｓｈＴｒａｄｅ
Ｂａｌａｎｃｅｓｗｉｔｈ‘ＴｈｅＮｏｒｔｈ’，Ｃ．1700’’，血ｏｎｏｍｉｃｍｓｔｏｒｙＲｅｖｉｅｗ，Ｖｏｌ．14，1961，Ｐ．257；Ｊ．Ｓｐｅｒｌｉｎｇ，“ＴｈｅＩｎｔｅｍａｔｉｏｎａｌ
ＰａｙｍｅｎｔｓＭｅｃｈａｎｉｓｍｉｎｔｈｅＳｅｖｅｎｔｅｃｎｔｈａｎｄＥｉｇｈｔｅｅｎｔｈＣｅｎｔｕｒｉｅｓ”，ＥｃｏｎｏｍｉｃｍｓｔｏｒｙＲｅｖｉｅｗ，Ｖｏｌ．14，1961，ｐＰ．45＄－
459，Ｔａｂｌ¢2；川北、前掲書、249・251頁。
（1＄）Ｊ．Ｎｅｗｍａｎ，ＯＰ．Ｃｉｔ．，ＰＰ．168・169；ｉｄｅｍ，“Ａ Ｖｅｒｙ Ｄｅｌｉｃａｔｅ Ｅｘｐｅｒｉｍｅｎｔ’：Ｂｒｔｉｔｉｓｈ Ｍｅｒｃａｎｔｉｌｅ Ｓｔｒａｔｅｇｉｅｓｆｏｒ
ＦｉｎａｎＣｉｎｇＴｒａｄｅｉｎＲｕｓｓｉａ，1680・1780’’，Ｉ．Ｂｌａｎｃｈａｒｄ／Ａ．Ｇｏｏｄｍａｎ／Ｊ．Ｎｃｗｍａｎ（ｅｄ．），ｂ7ｄｈｓＩＴｙａｎｄｎｎａｎｃｅｉｎＥｈｒｂ，
肋ゐ川肋わ桝Ｓｔ血ｇ叫，1992，ｐｐ．127・128．当該期の貿易決済におけるアムステルダム金融市場の機能につい
ては、石坂昭雄ｒ17・相世紀におけるアムステルダム中継市場の金融構造」北海道大学『経済学研究』第18
巻1968年（同、前掲書に再録）、121－127貢、徳永正二郎『為替と借用－国際決済制度の史的展開－』
新評論1976年、第三草第二節（二）「アムステルダム国際金融市場の形成と手形裏書譲渡＝引受信用制度の
確立」160－166貢、宮田美智也「17・相世紀アムステルダムの金融市場の構造Ｊ『金沢大学経済学部論集』
第7巻1粥7年。
（2）外交政策
次に以上の貿易構造を背景に展開された外交政策を検討しよう。ロシアがヲーロツバ市場・ベル
シア市場を両翼とする通商関係を維持・促進してゆくには、バルト海支配の安定とコーカサス支配
の実現は不可欠であり、それぞれバルト海・バルカン利害から反露傾向を強める英喚両国との友好
関係は必至となった。以下、ヨーロッパ国際政治の動向に留意しつつ、大帝没後の1720年代後半
－30年代前半におけるロシア外交政策の動向を確認しよう。川
①1720年代後半における填森岡盟の成立
スペイン継承戦争後における英仏蘭嘆の協調関係＝ユトレヒト条約体制は早くも1725年に解体
する。まず同年4月、オーストリア・スペイン両国は、イタリア領土（ミラノ公国・ナポリ王国）
をめぐる対抗関係を内包しつつも、むしろイギリスの経済的・軍事的優位を牽制するべく、婚姻関
係を基礎とするウィーン同盟ＡｌｌｉａｎＣｅ Ｏｆ Ｖｉｅｎｎａを形成した。対して続く9月、イギリス首相Ｒ・
ウオルポールＲｏｂｅｒｔＷａｌｐｏｌｅ（在任：1721－42年）・フランス宰相ブルボン公ｄｕｃｄｅＢｏｕｔｂｏｎ（在
任：1723－26年）は、やはり植民地問題をめぐる利春対抗を抱えながらも、それぞれ外来・幼少
の国王を擁して国内不安を抱える故にともに平和外交を志向し、ハノーヴァ一同盟Ａｌｌｉａｎｃｅ ｏｆ
Ｈａｎｏｖｅｒを締結した。他方、オランダ・プロイセン・デンマーク・スウェーデン各国はいずれも後
者へと加盟しており、ここに二大陣営の対抗関係は明白となった。（2）
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他方、ピョートル没後のロシアでは名門貴族の反動と専制体制の緩和が進み、1726年には名門
・新興貴族の組織する「最高枢密院」ＳｕｐｒｅｍｅＰｒｉｖｙＣｏｕｎｃｉｌが設置され、以後エカチェリーナ一世
時代の国政を主導した。（3）外交政策に関しては、急逝した大帝の遺志を理解する唯一の人物として
ヴェストファーレン出身の忠臣Ａ・Ｉ・オステルマンＡｎｄｒ占ｉＩｖａｎＯＶｉｃｈＯｓｔｅｒｍａｎｎ（1686－1747年）
が副宰相＝外務参議会議長に任命され、ウィーン・ハノーヴァー二大同盟のいずれに帰属するべき
か、今後の外交方針が検討された。オステルマンは、先に1711年のプル∵ト講和会議・1721年の
ニスタット講和会議に参席した経験からオスマン帝国・ヨーロッパ諸国の状勢に精通しており、既
に1725年には報告『隣国その他諸外国に関するロシアの問題状況及び利害関係の概要』を提出し
ている。それによれば、まずフランスとの同盟関係は当面におけるロシアの安全保障にとって有効
であるのみならず、将来におけるオスマン帝国・ポーランドとの対抗に際して有益な後席となるは
ずであった。他方、オーストリアは、①オスマン帝国との対抗、②ポーランドの領土保全、③スウ
ェーデンとの対抗、以上に関してロシアと共通利害を有するため、ロシアの対外進出・領土防衛に
とってやはり重要であった。かくして仏露同盟・喚露同盟ともに甲乙付けがたい意義を有した。（4）
オステルマンの助言を踏まえ、エカチェリーナー世はさしあたりフランスとの同盟を志向し、1725
年より交渉に入る。しかしながらフランスの盟邦イギリスは経済的なバルト海貿易利害と政治的な
ハノーヴァー防衛利害からロシアへの警戒を維持する一方、エカチェリーナー世は娘婿ホルシュタ
イン公のシュレスヴィヒ利害を支持してデンマークへの侵攻を画策し、対してウオルポール政権は
1726年にイギリス艦隊をバルト海に派遣するなど、英露関係は緊張を強めていた。このような状
況においてブルボン公はイギリスとの同盟関係を考慮し、仏露同盟の形成を最終的に拒否している。
かくして同盟交渉の対象はオーストリアに転換する。皇帝カール六世は当初、自身のハンガリー
・トランシルヴァニア支配を維持する観点から、対土戦争の再発とロシアのバルカン進出を招きう
る填露同盟の締結を強く懸念した。しかしながらオスマン帝国は当時なお1722－32年のべルシア
戦争に忙殺されて対喚開戦に踏み切る可能性は低く、むしろハノーヴァ一同盟に対抗する上で喚露
同盟の結成は有益であると判断され、その発動を専守防衛の場合に限ることを条件として、1726
年に喚藤岡盟が成立する。この結果オーストリアは対仏戦争の際におけるロシアの支援を確保する
一方、ロシアは黒海進出をめぐるオスマン帝国（＝フランス）との対抗、及びシュレスヴィヒ領有
をめぐるデンマーク（＝イギリス）との対抗においてオーストリアの援助を約束された。先の1697
年喚露同盟がイスラム世界との神聖戦争を目的に臨時的に形成され、したがってオスマン帝国の脅
威が消滅すると同時に解体したのに対し、今回の1726年喚露同盟はヨーロッパ列強との対抗を目
的に恒久的に組織され、しかもその後19世紀半ばまで一世紀以上にわたって持続する喚露友好の
起点をなし、かくして当該同盟はロシア外交史上の一大画期をなしている。（5）
②1730年代における英藻関係の回復
噴霧同盟の形成を契機としてウィーン・ハノーヴァー二大同盟の枠組は大きく転換する。まずイ
ギリス外相Ｃ・タウンゼントＣｈａｒｌｅｓ Ｔｏｗｎｓｈｅｎｄは、ロシアの加盟で強化されたウィーン同盟への
強硬姿勢を強め、1727－29年には英西戦争が勃発している。しかし1729年のセビリヤ講和条約
において英仏両国はスペインのイタリア進駐を支持し、以後スペインはウィーン同盟から離脱する
傾向を示した。他方、逆にプロイセンはこの間ハノーヴァ一同盟から脱却して喚露両国に接近する
傾向を強め、1728年のベルリン条約ではプラグマティック・ザンクツイオンを承認し、ここに所
謂「新・神聖同盟」Ｎ∝トＨｏｌｙＡｌｌｉａｎｃｅが成立している。かくして新たに西欧三国と東欧三国との対
立が発生することになった。（6）
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この間ロシアでは幼帝ピョートル二世の即位に伴い新旧貴族が激しい権力闘争を展開する一方、
「祖父のように海をうろつくのはいやだ」とする同帝の意向から首都は内陸のモスクワへ移転し、
ロシアの対欧外交は一時後退した。続く女帝アンナの即位に際して最高枢密院は皇帝権力の制限・
名門貴族の復権を骨子としたｒ条件」Ｃｏｎｄｉｔｉｏｎｓの受轟を求めたが、同帝はピョートル時代に台頭
した新興貴族の支援でこれを拒否し（1730年の政変）、守旧貴族の牙城たる最高枢密院を廃止する
とともに首都を聖ペテルプルクに再び移し、1731年には「官房」ＣａｂｉｎｅｔｏｆＭｉｎｉｓｔｅｒｓを新設した。（乃
その際、在外生活の長いアンナはクーデター未遂事件の教訓からロシア人貴族よりも外国人官僚
の登用を重視し、国政の実権はクールラント公妃時代の寵臣Ｅ・Ｊ・Ⅴ・ビロンＥｍｓｔＪｏｈｎｎ ｖｏｎ
Ｂｉｒｏｎ、上記の外務参議会議長Ａ・Ⅰ・オステルマン、オルデンプルク出身の国防参議会議長Ｂ・
Ｃ・Ｖ・ミュニッヒＢｕｒｋｈａｒｄ Ｃｈｒｉｓｔｏｐｈ ｖｏｎ Ｍ伽ｎｉｃｈ（1683－1767年）、バルト海沿岸出身の外務
官僚レーヴェンポリド兄弟Ｒ．Ｇ．＆Ｋ．Ｇ．Ｌ6ｗｅｎｗｏｌｄｅ、以上をはじめとするドイツ諸邦出身の宮廷
官僚に掌握された。（8）かくして旧ソ連学界はアンナ治世を「ドイツ人支配の時代」ａｔｉｍｅｏｒＧｅｍａｎ
ｍｌｅ・「ビロンの時代」Ｅｒａ ｏｆ Ｂｉｒｏｎとして否定的に評価してきたが、しかし実際にはむしろ当該期
を通じてロシアの国際的地位は飛躍的に向上している。
まずオステルマンは7項目からなる新たな外交方針を提示し、①国力に不相応な対外政策の自粛、
②国際体系における秩序ある地位の維持、③ホルシュタイン公国からの撤退、④デンマーク王国と
の友好回復、⑤オーストリアとの同盟維持、⑥プロイセンとの同盟維持、⑦新たな同盟相手の模索、
以上を主張した。この基本方針に立脚して1730年代のロシア外交は大きく転換する。まずクール
ラント公国では、先公の寡婦たるアンナ自身が再婚を放棄し、同国における新たな公位継承者の出
現を未然に防止した。またメクレンプルク公国では、1728年に君主カール・レオボルトが死去し
た際、公位は寡婦エカチェリーナ・イヴァノヴナではなく先公の弟へと継承され、ロシアの影響拡
大は自粛された。さらにホルシュタイン公国に関しては、既に公国君主の義母エカチェリーナー世
の死去によってロシアの利害は縮小したが、1728年には公妃アンナ・ペトローヴナがピョートル
大帝の直系男子たる公太子カール・ペ一夕ー・ウルリヒＫ訂1ＰｅｔｅｒＵｌｄｃｈ（172含－62年：彼のピョ
ートル三世）を出産したため、アンナは皇位継承争いを恐れて公国の勢力拡大をむしろ警戒し、1732
年のコペンハーゲン条約によってデンマーク王国のシュレスヴィヒ領有を公式に承認した。（9）
以上の如きバルト海外交における積極策から消極策への転換は、ヨーロッパ国際政治に以下の反
作用を与えた。まずイギリス首相ウオルポールは、新王ジョージ二世（在位：1727－60年）の即
位に伴うハノーヴァ一利害の収縮とロシアによるメクレンプルク・ホルシュタイン支配の後退を背
景に旧来の反露方針を緩和したのみならず、むしろ英酉戦争に対するウィーン同盟諸国の報復を防
止するべく、国内的には穏健派のハリングトンＨａｒｒｉｎｇｔｏｎを外相に任命する一方、対外的にはロシ
アとの関係修復を指向した。この結果、急速に国交交渉が進み、まず1728年には駐露領事Ｔ。ワ
ードＴｈｏｍａｓ Ｗａｒｄが着任して国交回復を実現する一方、1731年には駐露イギリス大使Ｃ・ロンド
ーＣｒａｕｄｉｕｓＲｏｎｄｅａｕ・駐英ロシア大使Ａ・Ｄ・カンテミール（元モルダヴイア公国君主Ｄ・カンテ
ミールの子息）の相互派遣が再開している。イギリスは引き続きオーストリアとの関係改善に着手
し、1730年にプラグマティック・ザンクツイオンを承認した後、1731年のウィーン条約によって
英填同盟を形成した。その際オステルマンは英喚同盟をさらに英嘆露三国同盟へと拡張するよう打
診したが、今や英喚対立の危機を回避したウオルポールにとってさらなる軍事的・財政的負担を意
味する英藤岡盟に利点はなく、この提案は拒否されている。とはいえロシアはオーストリアとの同
盟締結に続いてイギリスとの国交回復をも実現し、バルト海・黒海進出に対する阻害要因の解消に
48 武田元有：十八世紀前半におけるバルト海貿易とロシア南下政策
成功した。英露友好はその後、18世紀末の東方問題によって小ピット内閣が反露外交に転じるま
でほぼ半世紀にわたって存続し、イギリスの対仏包囲外交における重要な一角として機能する。（10）
他方、フランス宰相フルリー枢機卿ＨｅｍｃｄかＡｎ血ｄｄｅＦｌｅｕγ（在任：1726－43年）は英填両国
のフランス包囲体制を打開するべく、スペインとの関係を強化する一方、ロシアとの同盟関係を模
索し、1732年には駐露大使マグナンＭａ卯ａｎが親仏派のミュニッヒに接近して仏露同盟の形成を打
診している。しかしオステルマンはあくまで喚露関係を重視し、これと矛盾する仏露同盟を拒否し
た。以後フランスはスウェーデン・ポーランド・オスマン帝国との同盟関係を追求し、ユーラシア
大陸を南北に縦断する　ｒ東部障壁」ｅａ＄ｔｅｒｎｂａｒｒｉｅｒ／ｂａｒｒｉｉｌｅｄ，ｅｓｔの構築を志向することになる。’（ｌｌ）
③　ベルシア状勢とポーランド継承戦争（1733－35年）
英嘆両国との友好・同盟関係によって南下政策の後席を獲得したオステルマンは、虎視耽々と露
土戦争の機会を狙った。しかし1718年のバッサロヴィツ条約及び1720年のコンスタンチノープル
条約のもと、噴霧両国はそれぞれオスマン帝国と休戦義務を約束した以上、即座の開戦は困難であ
った。この状況を転換する契機となったのが1730年代におけるベルシア状勢の変化である。サフ
ァヴィ一朝の摂政ナーディルクリーは1730年代を通じてベルシア帝国の内憂外患を漸次払拭し、
1732年には新帝アッパース三世（在位：1732－36年）を擁立して国内統一を進める一方、対外的
には蕗土両国より分割されたコーカサス領土の回復に努めた。まずロシアとは1732年のラシュト
条約Ｒａｓｂｔを締結してカスピ海沿岸を回復し、この結果ピョートル大帝時代に進められたべルシア
進出は大幅に後退した。ただしカスピ海西岸のデルベントＤｅｒｂｅｎｔ・バクーＢａｋｕを含むダゲスタ
ンＤａｇｅｓ伽については、ベルシア・オスマン両国の緩衝地帯として、あえて従来通りロシアによ
る領有が承課されている。ベルシアは次にオスマン帝国と1732－36年の第二次トルコ＝ベルシア
戦争を展開し、ベルシア西部の回復を進めている。対してスルタン・マフムートー世（在位：1730
－54年）は膠着する戦線を打開するべく、1733年にクリミア汗国に増援部隊の派遣を要請したが、
この部隊はロシア領デルベントを経由してベルシア戦線に遠征した。これはロシアにとってオスマ
ン帝国による領土侵犯と1720年コンスタンチノープル条約への違反行為を意味した。（】2）
かくしてオステルマンは、ベルシア帝国の復興によってコーカサス方面からの撤退を余儀なくさ
れた反面、オスマン帝国の領土侵犯によって対土開戦の口実を得ることになった。しかしながら
1726年の喚露同盟はあくまで西欧諸国との紛争における相互防衛を想定していた以上、オスマン
帝国を対象とした先制攻撃への適用は困難であった。かくして以後オステルマンは対土戦争に対す
る当該同盟の発動を模索するが、その重要な契機となったのが続くポーランド状勢の変化である。
すなわち1733年、ザクセン選帝侯＝ポーランド国王のアウグスト二世が死去したが、新王の選定
をめぐって次のような国際対立が発生している。まずポーランドを東部障壁の一角として重視する
フランス宰相フルリー枢機卿は同国における塊偏政権の樹立を希求し、その候補として、かつて北
方戦争期にスウェーデンによってポーランド国王に擁立され、今やルイ十五世の岳父でもあるＳ・
レシチンスキ（復位：1733－34年）を推挙した。（13）対して喚蕗両国はポーランドにおける親仏政
権の成立に強い懸念を示し、親普派官僚ヤグジンスキーを媒介とした1732年の普喚蕗三国条約（所
謂ｒ三羽黒鷲の同盟」ＡｌｌｉａｎＣｅＯｆｔｈｅＴｈｒｅｅＢｌａｃｋＥａｇｌｅｓ）にてポーランド王位継承問題における共
同歩調を確認していたが、続く1733年、ロシア・オーストリア・ザクセン三国はワルシャワ条約
を締結して先王の子息たるザクセン選帝侯フリードリヒ・アウダストを対立候補に選出した。かく
して二大陣営は激しく対立し、1733－35年にポーランド継承戦争が勃発する。（14）
オーストリアは、ベルシア戦争に専心するオスマン帝国の中立を確保して仏土同盟の形成を阻止
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する→方、ウィーン同盟諸国に対して対仏戦争への参加を要請した。しかし既にウィーン同盟から
離脱する傾向を示していたスペインは、1733年のエスコリアル条約にてフランスと正式に対英同
盟を締結し、フランス軍がライン地方に侵攻する一方、スペイン軍はイタリアへの上陸作戦を開始
した。またプロイセン国王フリードリヒ・ヴィルヘルムー世は、内政としての軍隊増強にこそ邁進
したものの、外政としてのその行使には慎重であり、しかもロシア政府内部における親普官僚ヤグ
ジンスキーの逝去と反普官僚ミュニッヒの台頭を契機として、むしろザクセン・ロシア勢力のポー
ランド進出に対する疑念を強め、最終的に出兵を拒否した。さらにイギリス首相ウオルポールは、
フランス勢力の伸張には多大な脅威を感じたものの、1733年における消費税法案の廃棄によって
もはや軍事経費を支弁する余裕はなく、この結果英嘆同盟を無視して派兵を拒否する一方、フラン
スの野心を挫く手段としてはむしろロシアの参戦に期待した。かくして外相ハリングトンは、フラ
ンスがロシアを抱き込む危険を警戒しつつ英露関係の維持に腐心し、駐英大使カンテミールが要求
する海軍将校・技官の派遣に応じている。（15）
以上の如くウィーン同盟諸国が次々と離反するなか、オーストリアに残された頼みの綱は1726
年の噴霧同盟だけであった。他方オステルマンは、自身がポーランドにおけるフランス勢力の駆逐
を指向したのみならず、見返りとして将来の対土戦争におけるオーストリアの軍事協力とイギリス
の友好関係を期待し、参戦を承諾した。当該戦争においてロシアはダンツイヒにて史上初めてフラ
ンス軍隊と交戦する一方、1735年にはこれまた史上最西となるライン地方まで遠征し、かかるロ
シア軍の攻勢によってフランスの劣勢は明白となった。最終的に当該戦争は1735年のウィーン仮
条約によって休戦し、ザクセン選帝侯がポーランド国王アウダスト三世（在位：1733－63年）と
して正式に即位する一方、フランスはレシチンスキ退位の条件としてロレーヌ・バールを獲得した。
他方ロシアは、アウグスト三世の即位を支持した代価としてポーランドよりクールラント公国を併
合し、かつオーストリアを支援した代償として来るべき対土戦争への協力を約束され、さらにフラ
ンスの野心を挫いたことでイギリスの強い信頼をも獲得することになった。かくして当該戦争はロ
シアのバルト梅進出を補完したのみならず、続く露土戦争の前提条件をも準備したものとして、ロ
㌢ア外交史上極めて重要な意義をもっている。（16）
以上の如くロシアは、かつてピョートル時代には近隣諸国と暫定的・局地的な同盟関係を締結す
るにとどまり、この結果その領土拡張を英境南国によって抑制されたのに対して、今やドイツ人支
配体制のもと主要列強と恒久的・普遍的な同盟・友好関係を構築し、これによってピョートル時代
以来のバルト海支配を補強したのみならず、南下政策の有力な後盾をも確保したのである。
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（3）経済政策
ロシアが海外貿易の発展を維持するには、以上の如き英嘆両国との友好樹立に加えて、商業資本
の保護と輸出産業の育成が不可欠であった。他方、1730年代初頭の対外緊張は軍事財政の維持を
不可避とし、軍事経費を支弁するべき国家財源の創出もまた急務となっていた。以下、産業・財政
の二重利害に留意しつつ、1720－30年代ロシア経済政策の動向を検討しよう。
①　ロシア科学アカデミーと国土開発
ェカチェリーナ一世時代における機構変革の一環として1727年にｒ商業委員会」Ｃｏｍｍｉｓｓｉｏｎ ｏｎ
Ｃｏｍｅｒｃｅが新設され、通商政策の策定を担当することになったが、その議長には外務参議会議長
として外交政策を主導するＡ・Ⅰ・オステルマンが任命された。他方、旧来の商業参議会は、外国
貿易の発達に伴い頻発した商業訴訟を管轄する司法機関として機能するとともに、同年には工業参
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議会を吸収して国内経済政策の中枢機関に成長したが、その議長には、やはりピョートル大帝時代
に登用された財務官僚で、参議会制度の導入に貢献した実績をもつホルシュタイン出身のＨ・Ⅴ・
フィツクＨｅｉｎｒｉｃｈ ｖｏｎ Ｆｉｃｋ（1678－1750年）が就任している。（1）かかる官僚人事はアンナ時代に
継承され、かくしてドイツ人勢力は経済政策に対しても強い影響を及ぼすことになった。このため
ソ連学会では、ピョートル時代への賞賛とドイツ人支配体制への断罪意識から、当該期を経済成長
の停滞した「ピョートル没後のスランプ時代」Ｐｏｓｔ－Ｐｅｔｒｉｎｅ Ｓｌｕｍｐと位置付けてきた。しかしなが
ら、上述の外交政策と同じく、現実には当該期を通じてピョートル時代のそれを継承する一連の経
済政策が展開されており、その成果としての明確な経済成長も確認できる。（2）
まず当該期の経済政策を考える上で注目するべきは、′歴代政府が、国内経済の後進状態を打開す
るべく、西欧の科学技術・経済思想を積極的に摂取していることである。既にピョートル大帝は、
ベルリン科学アカデミー院長を務めた故Ｇ・ライプニッツ（1646－1716年）の建議を受け、1724
年に「ロシア科学アカデミー」ＲｕｓｓｉａｎＡｃａｄｅｍｙ ｏｆ Ｓｃｉｅｎｃｅを創設していたが、その後スタッフの
人選・招聴はライプニッツの弟子Ｃ・ヴオルフＣｈｒｉｓｔｉａｎＷｏｌｆ（1679－1754年）の尽力で欧州各国
を舞台に進められ、当然ながらドイツ人教官が高い比重を占めることになった。ところでアカデミ
ー設立に貢献したライプニッツ・ヴオルフ両者は、一般的な哲学者・数学者の範疇を超えて、経済
学史上は哲学的官房学と呼ばれる後期官房学派の一翼を担い、国富の源泉を豊富な国土・財物・人
口に求めたことで知られるが、（3）かかる傾向はアカデミーの学科編成にも強く反映されており、そ
の第一課は数学・地理学・航海術・天文学・工学、第二課は物理学・生理学・化学・植物学、そし
て第三課は修辞学・歴史学・法律学・政治学・倫理学・経済学をもって構成され、全体として殖産
興業に即時応用可能な実学重視の傾向が確認できる。（4）またアカデミーは、西欧諸国の先進性を支
える基盤として、なかでも経済思想の発達に注目し、著名な経済文献の収集に努める一方、エカチ
ェリーナ一世時代には『歴史・国勢・地理時報』を発刊し、西欧各国の定期出版物に発表された経
済記事の翻訳・転載作業を進めている。（5）なおアカデミーは後進の育成にも努め、1733年には最
初のロシア人教官としてⅤ・Ｅ・アドドゥロフＡｄｏｄｕｒｏｖ（後に1755年創立モスクワ大学の初代学
長・女帝エカチェリーナ二世の個人教師）が準教授に就任した。（句
科学アカデミーの学術活動は、単なる技術開発・理論分析にとどまらず、大規模な国内資源の調
査、とりわけヨーロッパ向け船舶必需品・棒鉄輸出の前提条件たるべき森林・鉱山資源の探索にも
及んでいる。既にピョートル大帝時代末期よりピョートル二世治世にかけて、デンマーク出身のⅤ
・Ⅰ・ベーリングＢｅｒｉｎｇ（1681－1741年）による有名な第一回シベリア・カムチャッカ探検（1725
－29年）が実施され、ユーラシア・北米大陸が海峡（ベーリング海峡）によって断絶している事
実が確認されたが、続くアンナ時代にはより本格的な学術調査を目的とした第二回シベリア探検
（1733－43年）が計画され、アカデミー関係者も多数同行している。その際「シベリア史の父」
として著名なドイツ人学者Ｇ・Ｆ・ミューラーＧｅｒｈａｒｄＦｒｉｅｄｒｉｃｈＭｎｌｌｅｒ（後に1747年新設の歴史部
門主任）は、現地調査を通じて鉱山・森林資源の豊富なシベリア開発の意義を確認したのみならず、
シベリア経由での極東貿易の可能性をも指摘している。かかる国土調査を受けてアカデミーの組織
もさらに拡充され、1736年には国土地理部門が、また1738年には附属植物園が併設された。かか
るアカデミーの活動に触発されつつ、辺境地帯の調査はロシア人武官・官僚によっても度々実施さ
れ、1734－37年にはⅠ・Ｋ・キリロフＫ漬ｌｏｖがオレンプルグ探検を実施する一方、Ｆ・ソイモ
ノフＳｏ血ｏｎｏｖはカスピ海地域を調査したが、その結果ヴオルガ河＝ラドガ湾を結ぶ通商ルートの
構築とべルシア＝バルト海中継貿易の推進が強く提起されている。さらに前述の宮廷貴族Ａ・Ｐ・
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ヴォルインスキーは、ピョートル大帝時代にべルシア外交使節・アストラハン知事を歴任した後、
エカチェリーナー世・ピョートル二世治世を通じてカザン知事を務め、南方事情に精通した人物で
あったが、アンナ時代の1738年には官房閣僚として『内政要論』ＧｅｎｅｒａｌＤｉｓｃｏｕｒｓｅｏｎｔｈｅＤｉｒｅｃｔｉｏｎ
ＯｆＩ血ｅｍａｌＳｔａｔｅＡ飽ｉｒｓを作成し、財政・貿易を含む壮大な政策体系を立案したと言われる。その詳
細は不明であるが、その経歴から判断して、ベルシア進出を樫子とした東西貿易を構想したものと
推定される。（7）かくして科学アカデミーの活動を基軸とする一連の国土調査は、歴代政府をして南
方進出のもつ生産・貿易両面での経済効果を一層強く認識させることになった。
他方、以上の国土調査と平行しつつ、当該期にはシベリア方面の経済開発が本格的に進められ、
なかでもウラル鉱山・製鉄産業は宮廷官僚Ⅴ・Ｎ・タティシチュフＶａｓｉｌｉｉＮｉｋｉｔｉｃｈＴａｔｉｓｈｃｈｅｖ（1686
－1750年）の活動によって目覚ましい成長を遂げている。タティシチュフは、政治的には1730年
政変にて立番君主制を提唱しつつ女帝アンナの権力掌握を支持したことで、また文化史上はロシア
最初の通史を著した「ロシア歴史学の父」として有名であるが、経済的にはウラル鉱山の開発に貢
献したことで知られる。彼は既にピョートル時代の1720－24年にウラル地区の官営工場を視察・
指導し、1724年における鉱山開発拠点エカチェリンプルグの建設に寄与する一方、続く1724－26
年にはスウェーデン大使館に勤務して同国の銑鉄生産技術を修得し、帰国後1727－33年のモスク
ワ造幣局勤務を経て、1734－39年には鉱山監督局長として再度ウラルに赴任している。その際タ
ティシチュフは、1734年に鉱山法を作成して官営工場の改革に着手する一方、1736年にはシベリ
ア・ウラル地区の地方官更に対して所轄地域の商業・産業・河川・道路・市場に関する大規模なア
ンケート調査ｍｋ吋を実施しており、これは歴史家としての地誌に対する関心とともに、経済官
僚としての南方開発への意識を示すものとして注目しうる。しかし同時に無視し得ぬのはやはりド
イツ人技師の参加であり、1736年にはザクセンの鉱山開発技術に精通したＡ・Ｋ・シェーンベル
ク男爵が新設の鉱山総管理局の長官として招碑され、むしろ官営工場の民間払下と特権企業の保護
を挺子としたウラル鉱山の開発が進められた。かかるウラル鉱山事業の成長を挺子に、国内の銑鉄
生産は1720年の10，000トンから1730年の15，000トン、1740年の25，000トンへと着実に増大して
いる。他方、ピョートル時代に比して対外戦争の頻度は低下し、軍部の銑鉄需要は減少したから、
銑鉄生産の上昇はそのまま輸出能力の拡大を意味することになった。（8）
また南方との貿易関係に対する関心を背景に、ピョートル時代以来のべルシア貿易振興も続行さ
れている。その際オステルマンは、当該貿易に関するロシア国内商人の能力を自覚しつつ、依然と
してアルメニア商人の保護を重視し、1725・27年にはベルシア向け輸出を目的としたロシア商品
賞付に対して一切の関税を免除するとともに、なかでもアストラハンを拠点とするアルメニア商会
には種々の優遇措置を付与した。続く上記1732年のラシュト条約では、ベルシア政府にコーカサ
ス地方の返還を余儀なくされる一方、代価としてロシア商人のべルシア通商特権を獲得しているが、
基本的にべルシア貿易に関してはアルメニア商人の独占体制が続いた。また極東の中国（清朝）と
は、ピョートル治世初期の1689年ネルチンスク条約に続き、当該期には1727年キヤフタ条約が締
結されている。この結果、両国の国境調整とともに国境地点での定期通商が確認され、国産・西欧
製品の輸出と絹・綿・茶の輸入を基礎とするシベリア経由アジア通商が着実に進展している。（9）
以上の如く、ドイツ人学者・技師による南部国土の調査・開発がロシアにおける国内産業の発達
と海外貿易の拡大に一定の役割を果たしたことは否定できないであろう。
②　軍事財政の維持と財政改革
次にドイツ人支配体制下のロシア財政政策を見よう。エカチェリーナー世・ピョートル二世時代
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には対外戦争こそ減少したものの、ピョートル時代の赤字財政が遺産として継承されており、のみ
ならず続くアンナ時代には、露土関係の緊張とポーランド王位継承問題の発生を背景として国防参
議会議長ミュニッヒが精力的に軍備拡張を進め、軍事支出は一貫して膨張した。ポーランド継承戦
争さなかの1734年には、財政支出総額7，792，785ループリのうち、軍事費が実に6，505，154ルーブ
リ（83．5％）を占め、皇室費が408，000ループリ（5．2％）、行政費が366，716（4．7％）をそれぞれ
占める一方、国土開発費は256，813ループリ（3．3％）にとどまっている。（10）かかる状況において
軍事財政を充足するべき国家財源の調達は依然として重大な政策課題であった。
まず財源の中核として期待された人頭税を見れば、既にピョートル時代から滞納が蔓延しており、
エカチェリーナー世時代には納税を促進するべく種々の勅令が発布され、税額が度々緩和されると
ともに、農村に駐留する軍隊を媒介とした直接徴収から領主階級を媒介とした間接徴収への再編が
実施された。しかしこの措置は領主の農民支配を強化こそしたものの、必ずしも国庫収入の拡大に
帰結せず、むしろ1733－35年の凶作・疫病によって1734年度の人頭税滞納額は845，967ループ
リに達している。かくしてアンナ時代には「タタールの再来」と椰輸されるドイツ人官僚の強力な
追徴が断行されたが、ドイツ人支配体制への不満を助長するのみで、税収拡大には自ずと限界があ
った。（11）次に間接税＝専売収入の動向を見れば、まず塩税に関してエカチェリーナー世は1727年
の塩税法Ｓａｌｔ Ｃｏｄｅにより国家専売を廃止して自由取引を認可し、拡大する市場取引への課税によ
る増収を企図した。しかしこの結果1728－31年において税収は500，000ループリ強から200，000
ループリ程度へとむしろ急落したため、アンナ時代の1731年には再び専売制度が復活し、かつ中
央塩税管理局ＣｅｎｔｒａｌＳａｌｔＢｏａｒｄは歳入参議会の所轄から官房の直轄へと移管され、この結果税収は
年間600，000－800，000ルーブリへと回復してい
る。また酒税に関しては当該期を通じてほぼ毎年
900，000ループリ前後の税収を記録している。し
かし貴族階級は自家消費目的の家内酒造特権を保
有したため、その納税負担は一般大衆ｉこ転嫁され、
のみならずその徴収は有力貴族・商人を媒介とし
た請負制度に依存したため、直接納税者の納税額
と国庫の最終受領額とには大きな格差が存在し、
税収拡大の挺子としてはなお不十分であった。（】ヱ）
かくして旧来通り通貨政策・独占貿易に伴う収
入が財源創出の重要な手段として注目されること
になった。まず通貨改革に関しては、既に1724
年には旧来のモスクワ造幣局に加えてウラル鉱山
地帯の拠点エカチェリンプルグに国内第二の造幣
局が増設される一方、エカチェリーナー世時代の
1727年には造幣局が鉱山参議会の下部組織から
政府直轄の機関へと移管され、強力な国家監督の
もとコペイカ銀貨の乾近事業が続行された。もっ
とも減価貨幣の流通は国内物価の上昇と海外貿易
の撹乱に帰結したため、これを抑制するべくアン
ナ時代の1731年には減価銀貨の回収と含有金属
表9：貨幣鋳造の動向1725－40年
（ルーブリ）
銀　　 貨 銅　 貨
鋳 造 総 額 鋳 造 収 益
1725
5，157，670
215，974
3，988，330
1726 144，915
1727
1728
1729
1730
20，094，975 2，936，482
1731 279，399
1732 168，207
1733 154，491
1734 285，056
1735 252，468
1736 131，979
1737 288，234
1738 440，415
1739 278，799
1740
〔典拠〕Ａ．Ｋ油ａｎ，甲．Ｃ托，ｐｐ．109，339－340・
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の20％増強が計画されている。しかし1730年代初頭の国際緊張を背景に軍備拡張が進められるな
か、早くも1732年にはこの試みは放棄され、さらなる純分削減が実施されることになった。1732
－33年には当時造幣局に勤務したタティシチェフの媒介でコルイハロフ商会に旧貨回収・新貨発
行の業務が一部委託され、これによって同商会が82，000ルーブリの収益を得る一方、国庫の収益
はわずか13，500ルーブリにとどまったたとされるが、それでも1730年代全体を通して見れば、国
庫は発行年額のほぼ14％に相当する平均200，000ループリ前後の年間収益を獲得することになっ
た（表9）。他方この1730年代には、引き続き鉱山監督局長に就任したタティシチュフのウラル鉱
山開発によって、鉄のみならず銅の生産もまた飛躍的に上昇しており、これを基盤に1735年の通
貨改革では5コペイカ銅貨の純分が0．61ループリ／ｋｇ（＝10ルーブリ／プード）へと増強されて
いる。この結果、1730年代には物価上昇も緩和されるが、国営銅山の事業拡大によって銅の価格
も下落したから、銅貨改鋳もまた国庫に巨額の鋳造収益を提供したと推定される。（13）
また独占貿易については、前述の如くピョートル大帝時代を通じて漸次緩和されたものの、続く
エカチェリーナ一世時代には主力輸出産品に対する国家独占が復活された。その際、ピョートル時
代には専売品目の輸出特権がしばしば宮廷の寵臣に付与され、その権利がさらに国内有力商人に転
売されたのに対し、女帝時代にはこの独占特権がむしろ外国の駐厚顔事に付与され、その行使がさ
らに当該諸国の商業資本に委託されていることが留意される。とりわけ英蕗国交が回復したアンナ
時代の1730年、商業委員会議長オステルマンはイギリス領事ワードに対して炭酸カリ1，500バレ
ル、大貴3，600ポンド、にかわ3，600ポンド、タラ88トン、大麻82トン、以上のイギリス向け輸
出特権を認可し、ワード自身はこの権利をイギリスの「シッフナー・ウオルフ商会」Ｓｃｈｉ位1ｅｒ＆Ｗｏｌｆ
に委託している。この結果、同商会が多額の独占利潤を獲得する一方、ワード自身も輸出収益の8
％を代価として受領し、さらに国庫自体は2＄，510ルーブリの専売収益を確保している。それから
間もなくワードが死去すると、以後ロシア国庫はもはや領事を媒介することなくシッフナー・ヴォ
ルフ商会と直に独占契約を締結し、この1730年には炭酸カリ　360トンを8ポンド／ベルコベツ
ｂｅｒｋｏｖｅｔｓ（＝164ｋｇ）の特許料で、またシベリア棒鉄3，600トンを39ポンド／トンの特許料で、そ
れぞれ輸出する5年期限の独占契約を締結している。、かくしてロシア国庫はイギリス向け独占貿易
によって巨額の国庫収入を確保し、このため当時イギリス外務官僚の間ではｒロシアは専らイギリ
スへの炭酸カリ輸出で獲得した金・銀により軍事経費を支出している」とさえ言われた。（14）
③1731年関税改革
最後に、以上の経済政策・財政政策の集約として、関税制度の改革を検討しよう。
ピョートル時代末期に制定された1724年関税に関しては、既に各国関係者が度々その弊害を指
摘している。まずイギリス・オランダ商人は、一次産品輸出に対する高率関税の設定と国際通貨に
よる関税納入の強制がバルト海貿易を撹乱しているとして、早くも1725年にはエカチェリーナ一
世に対してその撤廃を陳情している。また駐蕗プロイセン大使マルデフェルトは、前述の如くプロ
イセン羊毛製品のロシア向け輸出に尽力するなか、羊毛製品への高率関税を規定した1724年関税
を「貿易の喉元に突きつけられたナイフ」ａｋ山鹿＝正也旭ｔｈｍ融0＝ｒａｄｅと酷評した。さらにフランス
領事は、市場相場を無視した換算割合の強要と各種付加税の追徴の結果、フランスの主力産品たる
奪俸品への関税が実質95％に達しているとして、強い抗議を示した。以上の如き海外貿易の視点
からする各国利害の不平に対し、オステルマン自身は何よりもロシア国庫収入の観点から、当該関
税の影響を懸念していた。すなわち高率関税の設定は税関を迂回した外国商人の密輸貿易を促進す
る一方、貿易活動そのものの減退をもたらし、関税収入は1725年の10，000，000ループリから1728
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年のち000，000ループリへと減少傾向にあったのである。かくして1727年、商業委員会は海外貿易
に関する報告を提出し、1724年関税がその高い税率の故に商人の貿易活動を撹乱していること、
のみならず大規模な密輸行為を誘発した結果、一方では遵法な外国商品の流入によって国内産業へ
の保護効果は消滅していること、他方では関税収入の低減によって国家財政にも打撃となっている
こと、かかる関税収入の低落を抑止するには高率保護関税の早急な撤廃が不可欠であること、以上
をエカチェリーナ一世に対して勧告するに至った。（15）
以上の状況に直面し、最終的にアンナ時代の1731年において関税改革が実施された。その概要
はほぼ以下の通りである。まず懸案の輸入関税に関してであるが、ロシア国内での自給生産が困難
な商品に対する関税は5％まで大幅に引き下げられた。′もっとも、国内自給が可能な製品には一定
の保護措置が与えられ、毛織物・絹織物製品には10％、その他の製品には20％という相対的に高
い税率が設定されたが、それでも1724年関税の禁止的税率に比較すれば大幅な緩和と言える。ま
た輸出貿易に関しては、国家の独占制度が基本的に廃止されるとともに、大麻・亜麻その他主力産
品への輸出関税は緩和された。他方、旧来施行されてきた聖ペテルブルグへの優遇税率・アルハン
ゲリスクへの高率課税は廃止され、両港とも同一の関税制度を適用されることになった。この点は、
既に当該段階には聖ペテルプルグがアルハンゲリスクに対する十分な競争能力を確立していた故、
もはや保護措置を不要としたこと、のみならず今や主力港湾として機能する聖ペテルブルグの貿易
活動が重要な関税収入の源泉として注目されたこと、に由来すると思われる。さらに、外国商人の
抗議にもかかわらず、関税の納入は従来通り1ターレル＝50コペイカの相場で国際通貨にて実施
することが依然として規定されており、ここには外貨獲得に対する明確な意図が確認できる。（“）
かくして1731年関税改革は、経済的には保護貿易から自由貿易へと移行した点で1724年関税と
の断絶性を示すかに見える。しかし財政的には、その手段こそ輸入抑制から輸出拡大へと転換した
ものの、その目的はともに貿易黒字の獲得を基礎とした国庫収入の増大にある点で一貫しており、
この意味で1731年関税と1724年関税とは明確な連続性をもっていると言えよう。
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（4）1734年英畏通商条約の成立
以上の如き貿易構造・政策展開の転換を背景として、イギリスとの通商条約交渉も変化を示す。
以下、1734年英露通商条約の成立過程、及びその規定内容を確瓢したい。
①　条約交渉の背景
最初にロシア・イギリス双方にとっての条約交渉の背景をあらためて整理しておこう。
まずロシア側の事情としては以下の点を指摘しうる。第一にイギリス市場は、経済的にはロシア
海外貿易にとって最大の輸出市場にして最大の黒字源泉であり、したがってまた財政的にはロシア
国庫にとって独占貿易の重要な収入源であるとともに通貨改革に不可欠な貴金属の供給地でもあっ
た。実際、エカチェリーナ一世は、イギリスとの国交断絶にもかかわらず、1726・27年の二度に
わたりイギリスとの通商関係を保護する旨を宣言しているが、さらなる個別条約の締結はイギリス
市場においてなお優位をしめるドイツ麻織物・スウェーデン棒鉄・ノルウェー木材を駆逐する上で
有効な手段であるとみなされた。（1）第二に外交面においてイギリスは英仏対立を基軸とするヨーロ
ッパ国際政治の重要な一角をなし、ロシアがバルト海・黒海進出を遂行する上でその後盾を得るこ
とは不可欠であった。実際、既に1731年には英帝国交の回復が達成されたが、通商条約の締結は
さらなる軍事同盟の形成に向けた重要な布石になるものと期待された。（2）かくしてオステルマンは
イギリスとの通商条約にとりわけ強い関心を示すことになったのである。（3）
他方イギリスにとっても対露通商条約を締結するべき事情が存在した。まず経済的には第一にプ
ロイセン・アルメニア商人の台頭に伴うロシア・ベルシア向け羊毛製品輸出の停滞がある。かかる
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状況においてロシア会社に加盟する商業資本は、国内的には航海条令を改正して同社のべルシア生
糸輸入を解禁すること、及び羊毛関税を緩和してイギリス羊毛工業に安価なアイルランド羊毛を供
給すること、また対外的には何よりも対露通商条約の締結によって排他的特権を獲得すること、以
上を主張した。（4）ただし同じく同社に参与する地主階級は、自己所領における牧羊経営の観点から
安価アイルランド羊毛の輸入解禁に強い抵抗を示した。（5）このため同社幹部はあくまで通商条約を
挺子としたロシア向け羊毛製品輸出の促進を志向し、1729年の覚書にて、①ロシア商人は取引契
約を遵守すること、②商業参議会は商事裁判を統括すること、③商業参議会は債務不履行者の拘束
権限を保有すること、④イギリス商人はロシア軍隊への宿営提供義務を免除されること、⑤イギリ
ス商人はニケ月前の事前申告を条件に自由に出国できること、⑥イギリス商人は貨物倉庫を自由に
貸借できること、⑦イギリス船員はロシア海軍への従軍義務を免除されること、⑧イギリス向けロ
シア産品の不正梱包を払拭すること、⑨イギリスは最恵国としての特権を享受すること、以上の規
定を通商条約に盛り込むよう、イギリス政府に陳情している。（句第二はイギリスにおける船舶必需
品・棒鉄需要の高騰である。これら一次産品の安定輸入はイギリスの海運活動を維持する上で必須
であり、特定の企業・階級利害を超えた国民的課題であったと言える。既に北方戦争時代における
スウェーデン政府の輸出独占・価格統制を教訓としてスウェーデン産品への過度な依存が反省さ
れ、前述の如く既に1705年には北米植民地における代替産品の生産が着手されたが、その試みは
概ね失敗したため、新たな船舶必需品供給市場としてのロシア市場の開拓は急務となっていた。（7）
また政治的にはイギリス政府の一貫した対露友好路線の展開が挙げられる。すなわち、まず1720
年代後半に外相タウンゼントがウィーン同盟への強硬外交＝英西戦争を展開した際には、喚露同盟
の発動を牽制する手段として英露国交の回復が志向されたとすれば、続く1730年代に外相ハリン
グトンが英喚同盟を結成して新たに英仏関係が緊張した際には、仏露同盟の形成を阻止する手段と
してやはり英露関係の維持が追求された。ただし政権安定を目指す首相ウオルポールにとって、兵
力・戦費の供出を伴う直接参戦はもちろん、同盟諸国への資金援助を意味する軍事同盟の回避もま
た至上課題となっていたから、一切の国庫支出を伴うことなく友好関係を構築できる一石二鳥の手
段として、通商条約の締結が選好されたのである。（8）
②　条約交渉の展開
以上の利害関係を背景に、1731年の大使互換を契機として条約交渉が開始される。まず外相ハ
リングトンは駐露大使ロンドー・現地領事ワードを通じて上記ロシア会社の陳情を提示し、イギリ
ス商人が指摘する弊害の即時撤廃をロシア政府に要求した。対してロシア政府幹部は、軍服輸入を
基軸とするプロイセンとの貿易がロシア貿易赤字を増長するにすぎないのに対して、一次産品輸出
を中核とするイギリスとの貿易はロシア貿易黒字の拡大に貢献しうることを期待し、英露通商条約
の締結に好意的態度を示す一方、副宰相オステルマンは、商業委員会議長として1731年の関税改
革に着手するなか、その一環としてイギリス羊毛製品への関税緩和を了承している。しかし同時に
オステルマンは、その外務参議会議長としての立場から、来るべきポーランド継承戦争の勃発に備
えて英露関係を強化する必要を認識し、1732年4月、その指示を受けた駐英大使カンテミールは、
ジョージ二世への謁見に際して、通商条約を交換条件とした軍事同盟の締結を要求している。（9）
対してイギリス首相ウオルポールは、消費税問題を控えて内政危機に直面するなか、1732年6
月の覚書にてロンド一に以下の見解を示した。まずイギリスにとってロシアとの通商関係は極めて
重要であるものの、ロシアとの軍事同盟は是が非でも回避するべきこと、またイギリスは一次産品
の輸入に関してロシア市場を代替する十分な海外市場を保有し、麻織物はドイツ諸邦、炭酸カリは
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ポーランド、棒鉄はスウェーデン、亜麻・大麻は西インド諸島、ピッチ・タールは北米植民地より
それぞれ輸入が可能である故、イギリスにとって対露通商条約の放棄に何ら支障はないこと、他方
ロシアは一次産品の輸出に関して専らイギリス市場に依存し、イギリスへの輸出超過によって最大
の貿易黒字を獲得している以上、ロシアにとって対英通商条約の拒否は多大な損害となること、し
たがってロシアはイギリスに対して通商条約の代価を要求する立場にないこと、以上である。（10）
ウオルポールの指示を受けたロンドーは、あらためて15箇条から成る要求項目を作成し、ロシ
ア会社の主張する商業施設の改善や商事裁判の改正に加え、イギリスに対して差別的なロシア通商
制度の撤廃を再度ロシア政府に要求した。オステルマンはイギリス政府の強硬な態度に直面して一
定の譲歩を示し、1732年5月の法令によって、貨物倉庫の拡張、外国商人居留地の整備、商業裁
判手続の是正、旅券発給の改善、以上を承認する一方、今後はイギリス以外の特定の諸国（すなわ
ちプロイセン）に有利な差別的措置を採らないことを約束した。オステルマンの提案は直ちにイギ
リス本国で検討されたが、イギリス商務院の見解によれば、以上の如き一般的な通商実務の改善は
イギリス商人に対してのみならず他のヨーロッパ諸国商人に対してもー様に便宜を与えるものであ
り、したがってイギリス商人だけが排他的な利益を享受するにはあくまで個別の通商条約が必要で
あった。加えてロシア会社は、ロシア税関の不正な計量・課税制度に関してさらなる改革を要求し
ている。かかる状況においてオステルマンは、イギリス政府の要求する改革によってロシア海外貿
易がいかなる影響を受けるか、実態調査を行う必要を認識し、同年10月より交渉は中断する。（ｌｌ）
1733年6月、イギリス政府は、交渉の停滞を打開するべく新たに全権大使Ｇ・フォーブスＧｅｏ唱ｅ
Ｆｏｒｂｅｓを派遣し、他方オステルマンは駐英大使カンテミールを全権大使の地位に昇格させ、かくし
て交渉が再開される。同年き月、フォーブスはイギリス政府作成の条約草案を提示し、イギリス商
人にのみ独占的に承認されるべき通商特権として、現地通貨による関税納入、ロシア領内経由のべ
ルシア貿易、イギリス羊毛製品への優遇関税、以上を要求した。対して同年12月、オステルマン
は商業委員会での審議を経て対抗草案を提示し、イギリス政府の要求する商業特権それぞれについ
て逐一制限を加えたのみならず、逆にロシア商人への特権としてイギリス向け東方物産の輸出・ロ
シア向けイギリス植民地産品の輸入への従事を要求し、加えてこの間勃発したポーランド継承戦争
を視野に、英露軍事同盟の形成とイギリス艦隊の露領バルト海沿岸防衛をあらためて要求している。
しかしイギリス商務院は、航海条令の規定と東インド会社の貿易特権を理由に、イギリス海外貿易
への第三国商人の介入を拒否する一方、フランスの覇権を警戒するウオルポールは英露友好こそ追
求したものの、軍事同盟の締結は依然拒否しており、かくして交渉は再び停滞するかに見えた。（12）
しかし1734年、ポーランド継承戦争の本格的展開によってフランス海軍がバルト海域に出撃す
るに伴い、オステルマンにとって英露関係の維持は至上課題となり、自らの要求を撤回する一方、
イギリスの要求を一転して受諾した。他方フォーブスも、オステルマンの強固な態度に直面するな
か、宮廷の実権を握るビロンに接近してこれを買収し、より融和的なシヤフイ一口フを商業参議会
議長に就任させ、事態の打開を図っている。かくして以後交渉は急速に進展し、通商条約は最終的
に1734年12月に署名され、続く1735年1－2月に両国政府の批准を受けることになった。（13）
③　通商条約の概要
条約は全30条から成り、ほぼ三つの内容に区分できる。以下、その概要を確認しよう。（14）
第－にイギリス・ロシア両国の商人は相互の最恵国待遇ｔｈｅｍｏｓｔ－払ｖｏｒｅｄ－ｎａｔｉｏｎを享受し、他の
諸国に対して現在許可されている、又は将来許可される、ヨーロッパ領土での航海・通商の自由（第
2条）、港湾・都市における訪問・居留の自由（第3条）、禁輸規定に違反しない限りでの輸出・輸
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入貿易の自由（第4条）、以上を承認された。かくして当該条約は1862年英仏通商条約に一世紀以
上先だって最恵国待遇条項を実現したとされるが、形式的には両国の対等な地位を唱いつつも、実
質的には両国の顕著な経済格差を反映する内容となっている。まず当該条約の適用領域は両国ぞれ
ぞれのヨーロッパ領土に限定されたため、イギリス植民地との貿易はその対象外とされた。またロ
シア産品のイギリス向け輸出に関して、当該商品をロシア港湾から搬出する際には英露商人とも対
等な課税を受けたが、イギリス港湾へと搬入される際にはイギリス航海条令にしたがって外国商人
たるロシア商人は差別的待遇を受けた。さらに当該条約では相手国での円滑な通商活動を保証する
種々の権利が規定されたが、（15）しかし現実にはロシア商人は対英通商を遂行するのに十分な資本
・船舶をもたず、したがってイギリス現地にロシア商館を設置することもなかった以上、これらの
権利規定は全てロシア現地に滞在するイギリス商人にとってのみ有効であった。
第二にイギリス商人は、ターレルでの従価3％通過関税の納入を条件として、ロシア領内を経由
するベルシア貿易の展開を認められた（第8条）。これによりロシア会社は、対外的にはオランダ
＝アルメニア商人によるロシア経由ベルシア貿易の独占体制を打破するとともに、国内的には東イ
ンド会社・レヴアント会社の生糸貿易独占に対抗する地位を獲得した。（ｌ‘）
第三に関税制度に関して、イギリス商人に対する関税は、1ターレル＝125コペイカの換算割合
で、かつロシア現地通貨によって、課税されることになった（第5条）。この結果イギリス商人は、
実勢相場に近い換算割合の採用によって、これまでの名目税率を超える関税負担を解消したのみな
らず、国際通貨による納入義務の免除によってアムステルダム金融市場での両替の手間を免れ、か
つループリ通貨の減価傾向によって実質負担は軽減傾向にあり、かくしてロシア市場にて競合する
他のヨーロッパ商人、とりわけオランダ商人に対して圧倒的に有利な地位を獲得したのである。（1丁）
またイギリス羊毛製品に対するアルシン訂Ｓｈｉｎ当たり輸入関税は、軍服については2コペイカ、
ヨークシャー産の粗布ｃｏａｒｓｅ ｃｌｏｔｈについては2コペイカ、フランネルについては0．75コペイカ、
以上をそれぞれ上限とされた（第27条）。これらの関税税率は1731年関税の規定の三分の二に相
当し、かくしてイギリス羊毛製品はロシア市場をめぐる外国製晶、とりわけプｄイセン製品との競
争において極めて有利な地位を確保することになった。（18）
かくして1734年の通商条約は、双務条約としての外観とは裏腹に、現実にはイギリス商人のロ
シア商人に対する一方的優位を保証する片務条約であったのみならず、対外的にはオランダ商人＝
アルメニア商人に対する「イギリスの商業的勝利」にして、プロイセン製品・オランダ製品に対す
る「イギリス羊毛工業の大勝利」ａｖｅｒｙｇｒｅａｔｔｒｉｕｍｐｈｆｏｒｔｈｅＥｎｇｌｉｓｈｗｏｏｌｅｎｉｎｄｕｓｔｒｙ（Ｐ・ストルー
ヴ）であった。（19）しかし当該条約の意義はこの点にのみあるのではない。まず経済的には当該条
約によって羊毛製品の販路が確保された結果、先にイギリス商人が構想した羊毛関税の引下計画は
破棄され、かくして地主階級の牧羊経営は依然として安価アイルランド原毛との価格競争を回避す
ることができた。この意味で当該条約は、新興の商業・工業利害のみならず、地主階級＝ジェント
リーの土地利害をも同時に防衛したと言えよう。（20）また政治的には、当該条約においてロシア政
府の固執する軍事条項が抹消される一方、イギリス政府の希求する友好関係は前文に明記され、か
くしてイギリス政府は軍事経費の節減と対仏包囲体制の構築という相互に矛盾する政策課題を同時
に実現した。しかも通商条約の締結は、ロシア会社が対露通商の危機を度々訴えた1720年代には
実現せず、イギリス政府自身が対露友好の構築を必要とした1730年代になってはじめて成就した。
この意味で当該条約は何よりもウオルポール内閣の外交・財政利害こそが優先した「校滑なイギリ
ス外交の副産物」ｔｈｅｂｙ－ｐｒＯｄｕｃｔｏｆｃｌｅｖｅｒＢｒｉｔｉｓｈｄｉｐ10ｍａＣｙ（Ｎ・Ｃ・ハント）だったと言えよう0（21）
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〔Ⅲ〕1734年英露通商条約の経済的．政治的効果
1734年英露通商条約の史的意義を把握するには、条約締結の背景をなす経済的利害・政策的意
図の分析と並んで、条約のもたらした客観的効果をも併せて検討する必要があるだろう。以下本節
では当該条約の締結に伴うロシアの経済的・政治的対外関係の変化について確認したい。
（1）1734年通商条約とバルト海貿易
まず1734年通商条約に伴うロシア海外貿易の変化を検討しよう。ただし寄港船舶については、
依然としてリガ・ナルヴァを拠点とするオランダ商船が支配的地位を占め、対して聖ペテルブルグ
を基地とするイギリス商船の活動は絶対的には上昇傾向にあるものの、その相対的比重はなおオラ
ンダの過半に達していない（表10）。そこで以下では専ら輸入・輸出品目の取引状況を検討しよう。
まず輸入貿易における顕著な変化は羊毛製品の急増であり、1720年代後半の10，000反強から30
年代後半には15，000反前後、40年代前半には20，000－30，000反へと著しく上昇している（表11）。
同時に取引品目の品質にも重大な変化が生じ、高級織物の取引が停滞・下降したのに対して安価織
物の輸入は着実に上昇した。この結果、高級製品の取引に特化するオランダはその地位を低減する
一方、イギリスは主力産品たる安価製品の供給を加速したのみならず、高級織物の取引においてす
らオランダの地位を凌駕する傾向にあり、輸入市場の基軸はオランダからイギリスへと完全に移行
した。なおその他の賓修的繊維製晶に関しては依然オランダが首位を占めるが、この分野でもイギ
表10：船舶寄港の動向（ズンド海峡経由）1731－50年　　　　　　　　　　　（隻）
港 湾 リ　　 ガ レヴ ァル ナ ル ヴ ァ 聖 ペ テ ル プ ル ク 計
船 籍 蘭 英 計 蘭 計 蘭 英 計 ■蘭 英 計 蘭 英 計
1731 178 34 262 34 36 187 35 236 41 61 128 455 130 662
1732 99 44 191 13 17 236 52 301 27 ＄4 135 391 180 644
1733 142 53 232 4 6 237 45 292 25 90 127 428 ．1＄Ｓ 657
1734 147 42 227 17 19 226 39 279 24 79 120 442 160 645
1735 169 75 276 7 8 138 32 1畠2 27 90 132 361 197 598
1736 151 51 249 14 18 87 30 119 41 69 133 313 150 519
1737 157 94 309 22 30 138 42 196 54 99 165 386 235 ・700
1738 182 74 319 28 41 192 36 241 74 84 174 495 194 ‾775
1739 230 82 386 59 69 144 20 173 ■36 118 171 500 220 799
1740 252 57 406 89 109 104 20 133 52 110 182 557 187 ＄30
1741 261 76 450 53 67 113 28 150 93 105 222 574 209 889
1742 163 83 288 23 2Ｓ 139 29 179 69 123 ・203 429 235 698
1743 121 70 228 23 25 203 25 232 27 69 111 407 164 596
1744 151 51 254 19 22 102 9 124 57 109 192 354 169 592
1745 99 73 244 31 37 140 14 162 37 66 121 320 153 564
1746 140 72 315 20 23 86 9 109 40 108 165 305 189 612
1747 136 84 312 26 33 85 27 128 45 145 224 313 256 697
1748 118 71 276 40 45 55 21 85 29 72 137 260 164 543
1749 142 57 317 39 42 124 13 158 42 96 162 365 166 679
1750 132 77 336 19 24 174 18 206 31 132 179 380 227 745
〔典拠〕⊥ＮｅⅦｎ叫，Ｏｐ．¢ｉｔ．，ｐｐ．241－26＄．
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リス製品が漸次参入しており、オランダの支配的地位は動揺する傾向にある。
以上の如きイギリス羊毛製品の急速な台頭は、英露国交の回復と1734年通商条約の締結を後席
とした、プロイセン・オランダ製品の駆逐によるところが大きい。まずプロイセン製品との関係を
見れば、前述のシッフナー・ウオルフ商会は既に1730年代初頭よりロシア軍隊向け羊毛製品の受
注を度々要求しており、前述の如くロシア政府が他国優遇の撤廃を約束した1732年、当該商会は
ロシア政府と向こう三年間にわたる軍服供給の独占契約を締結し、ここにプロイセン製品の独占体
制は解体している。続く1734年の通商条約によってイギリス羊毛製品は優遇税率を享受し、プロ
イセン製品に対する優位は決定的となった。しかも1738年には反普派ミュニッヒの建議によって
ロシア政府はプロイセンへの軍服発注を禁止している。（1）またロシア領内経由ベルシア向け輸出を
めぐるアルメニア＝オランダ商人との関係を見れば、1734年の通商条約のもとイギリス商人はア
ルメニア商人と同等な3％通過関税の納入を条件としてロシア領内経由ベルシア通商に参入する権
利を獲得し、ここにアルメニア商人の独占体制も解体したが、続く1741年の航海条例改正によっ
てロシア会社のべルシア通過貿易が承認されるに伴い、1740年代前半においてイギリス製品のべ
ルシア市場進出が本格化する。（2）先に見た1740年代前半におけるイギリス産の各種高級織物の伸
張は、奪移的性格の強いベルシア通商にイギリス商人が参入した事実を体現するものと推定される。
なお他の輸入品目の動向を鬼れば、ほぼ1730年代半ばを画期としてワイン輸入にも劇的な変化
が生じ、その主要源泉がオランダからフランスへと移行している。この結果1730年代後半におい
てオランダ市場が優位を保つ品目は植民地産品だけとなった。かくして先の1720年代にはオラン
ダ市場への一元的集中傾向を示したロシア輸入貿易の市場編成は、1730年代においてイギリス羊
毛製品・フランス酒類・オランダ植民地産品それぞれが併存する多元的分散傾向を示した。
次に輸出貿易において注目さるべきは、イギリス向け棒鉄輸出の急速な増大である（表12）。前
述の如く1720年代の西欧市場においてロシア棒鉄はスウェーデン産鉄の後塵を拝していたが、1730
－40年代にかけてイギリス向け輸出が10，000シップポンド強から20，000シップポンド前後へとほ
ぼ倍増している。その背景として、国内的にはアンナ治世のドイツ人支配体制においてウラル鉱山
の開発が進み、ロシア棒鉄の生産・輸出能力が飛躍的に向上した事実を指摘しうるが、対外的には
イギリスがスウェーデン棒鉄への過度な依存体制を危倶して代替市場を模索し、前述の如く英露関
係が回復した1730年にはシッフナー・ウオルフ商会がシベリア棒鉄の輸出特権を獲得しているこ
とが大きい。しかもシッフナー・ウオルフ商会は上記の如く軍隊向けイギリス羊毛製品の輸入に従
事しており、その輸入取引は1734年通商条約を板子に上昇したから、その対価たるイギリス向け
棒鉄輸出もまた当該条約を契機に増大したものと推定される。かくしてイギリス市場におけるスウ
ェーデン独占体制は解体し、以後ロシア産鉄との激しい市場競争が展開されることになった。（3）
なお他の品目を一瞥すれば、亜麻・大麻に関しては依然としてイギリス市場が筆頭をなし、また
生糸についてはオランダが依然優位にあるものの、1734年の通商条約を契機としたイギリス羊毛
製品のべルシア市場進出に伴い、1740年代にはイギリス向け輸出も急増している。穀物に関して
はオランダが首位をなすが、その取引総量は絶対的に少なく、主力産品に関する限りオランダは唯
一木材取引においてのみ支配的地位を占めるにとどまった。かくして輸出貿易においては船舶必需
品の大半を吸収するイギリス市場への依存傾向がさらに強まったと言えよう。
最後に英密貿易の収支構造を見れば（前掲図2）、ほぼ1734年通商条約の締結と前後してイギリ
ス製品の輸入が緩やかな増大へと転じる一方、ロシア産品の対英輸出は激しく増減を繰り返しなが
らも全体として上昇傾向にあり、とりわけ1736－37年には未曾有の輸出総額を記録している。こ
表11：ロシア輸入貿易（ズンド海峡経由）173†－50年
品目
（単位）
繊維製品 （ｐｉｅｃｅ） 植民地産品
（ｌ，000ｐｕｎｄ）
ワイン
（加）羊毛製品 その他の
織維製品上　 質 並　 質 計
市場 蘭 英 計 蘭 英 計 蘭 英 計 層 英 計 蘭 英 仏 独 計 蘭 仏 独 計
1731 4カ 2，480 7，051 1，387 5，03 6，4715，924 7，483 13，522 ｌ，931 0－2，314 1，407 197 1’＿154 1，777 564 333 143 1，Ｉ10
1732 3，070 ｌ，797 ‾4，963 1，亀61 7，473 9，3524，931 9，270 14，315ｌ，52§ 455 ｌ，985 1，142 206 6 146 1，50ｌ 鱒 167 嶋 617
1733 4，158 1，782 6，052 2，709 2，827 5，5576，867 4，609 11，6091，629 8372，767 1，074 170 71 95 1，500 502 397 42 991
1734 3，082 ｌ，061 4，470 1，529 5，853 7，3364，611 鱗 4 11，806 1，8502，5074，367 1，046 125 1 128 1，316 274 223 55 624
1735 1，905 1，Ｏ13 3，000 1，791 9，427 11，5793，696 10，朋0 14，579 1，964 5002，494 1，253 188 68 179 1，737 425 699 64 ｌ，307
1736 2，638 1，992 4，812 3，491 7ゝ860 11，3946，129 9，852 16，206 1，＄97 2902，387 1，361 734 80 1762，092 250 3∬ 63 721
1737 9772，1糾 3，2213，997 5，356 9，3824，974 7，540－12，郁32，460 3422，92邑 ｌ，445 597 亀5 2022，365 271 717 24 ｌ，132
1738 1，0232，091 3，1634，319 7，398 11，7355，342 9，489 14，8粥 2，562 2202，954 1，595 421 54 2242，304 348 419 50 885
1739 3，4462，097 6，543 1，740 7，舶3 8，205 5，186 9，540 14，7482，352 66 2，6862，120 383 158 233 2，93＄ 306 610 62 1，043
1740 1，809 2，894 4，7415，871 10，229 16，1257，680 13，12320，8664，213 844，708ｌ，481 204 65 392 2，150 395 452 105 999
1741 3，25ｌ4，751 8，013 4，893 19，46324，413 8，144 24，21432，4264，105 57鱒4，795 1，733 875 2Ｓ4 543 3，742 319 733 127 1，291
1742 ｌ，0424，122 5，192 3，3202ｌ，78925，ｌ164，36225，91130，3084，009 6466，101ｌ，373 66 4 355ｌ，Ｓ21 631 964 3192，059
1743 ｌ，057叩53 10，154－4，123 15，88120，100 5，柑024，934 30，2545，0551，5627，543 ｌ，426 133 92 366 2，161 349 ｌ，097 252 1，906
1744 ｌ，905 5，552 7，4134，851 1ｌ，172 1ら0706，756 16，724 23，顧 3，0柑 2，1685，186 1，104 66 113 363 1，654 2ｇ5 831 93ｌ，3柑
1745 3，5742，899 6，4934，08了 13，263 17，3527，661 16，162 23，糾54，767 325，029 1，095 112 110 395 1，827 399 1，039 犯 ｌ，588
1746 ｌ；584 ＄，315 9，＄992，037 Ｓ，528 10，6023，62116，84320，5013，696 4944，253 ｌ，118 103 114 304‾1，717 213 442 97 798
ｌ了47 2，314 2，70毛 5，0722，626 12，0亀9 14，7894，940 14，797 19，貼14，了95 ｌ，2736，122 980 20 ｌ糾 86 ｌ，2＄5 142 叫0 36 657
17亜 ｌ，1602，8耶 4，1472，39118，992 21，5583，55121，87925，7054，790 8895，6811，145 220 10 1311，520 159 583 83 842
1749 ｌ，4683，119 4，615 1，03021，77922，9242，49824，89827，5393，606 2533，325 ｌ，1糾 215 306 2892，019 325 ｌ，氾3 1212，306
1750 2，1175，387 7，584 2，22343，09845，3414，340 48，485 52，9253，667 1，916 5，627 1，079 123 237 143 ｌ，632 717 266 84 ｌ，106
（典拠＝．恥ｗｍ叫Ｏｐ．Ｃｉｔ，押．29㌻294，302・303，30‰309，31ト312．
????????????????．???（???
??
表1ヱ：ロシア輸出貿易（ズンド海峡経由）1731－50年
品 目 穀　 物 亜 麻 ・大麻 木　　 材 棒　　 鉄 生　　 糸
（単位 ） （ｌａｓｔ） （ｓｈｉｐｐｏｕｎ4） （1，000ｐｉｅｃｅｓ） （ｓｈｉｐｐｏｕｎｄ） （ｐｕｎｄ）
市場 酪 計 蘭 英 計 蘭 仏 計 蘭 英 南 欧 計 蘭 英
1731 5，516 5，520 30，007 48，954 103，230 675 8 708 5，776 12，5鋸 1，042 20，糾2 140，300
1732 627 935 24，453 53，Ｏ14 85，996 736 32 ＄27 2，193 22，249 536 25，860 80，800
1733 515 525 22，415 65，529 96，330 757 58‾ 7紀 ｌ，922 20，304 300 24，213 20，400
1734 4，376 4，660 15，915 50，824 76，560 741 17 908 ｌ，654 13，454 1，405 17，045 24，400
1735 1，708 1，924 29，179 70，033 113，564 708 4 7＄6 4，603 17，244 560 22，981 39，300
1736 679 1，125 35，003 53，671 103，697 474 20 586 821 17，如 0 1，991 21，248 48，850
1737 1，鋸 1 2，683 27，496 75，182 120，054 538 4 648 1，274 16，粥 8 1，＄14 20，283 33，600
1738 5，522 6，310 24，798 60，369 113，084 692 19 766 1，363 18，792 ｌ，888 22，664 42；600
1739 14，561 15，310 25，963 79，753 125，998 591 10 由4 3，037 20，069 1，936 25，259 15，000
．1740 27，Ｓ13 30，595 5，919 66，了封 90，873 48Ｓ 15 534 3，940 21，626 2，439 28，524 4冨，300
1741 17，395
0
133
20，908 23，046． 84，328 125，751 710 Ｂ7 852 1，879 22，352 948 26，308 80，600
6，9001742 30 18，193 乳 110 144，8糾 975 49 1，067 1，1Ｓｌ 32，301 645 34，937 53，400
1743 142 17，091 50，814 79，405 844 108 1，035 903 22，408 1，362 26，各65 47，400 35，572
1744 55 55 28，766 93，643 144，884 641 ｒ26 742 ｌ，844 19，734 ＢＯ2 23，145 234，000 27，750
Ⅰ745 741 1，545 16，736 8ｌ，349 117，379 676 5 731 ｌ，375 19，743 1，148 23，076 111，600 51，026
1746 912
0
0
0
0
912 29，375 99，653 169，356 509 15 599 2，667 24，869 2，165 30，638 67，250 29，984
1747 16 24，749 14ｌ，767 202，238 529 32 673 700 26，615 2，276 30，＄80 て2，200 30，735
1748 58
82
15，446 80，755 133，856 300 40 402 952 15，667 2，005 19，789 39，450 15，600
1749 24，407 75，530 142，051 441 35 600 4，644 41，892 1，948 51，884 30，粥5 32，430
1750 19，337 131，174 1＄4，140 547 40 737 3，705 104，701 6，575 119，787 122；641 2，266
〔典拠〕1Ｎｅｗｍ叫Ｏｐ．血，ｐｐ．269－272，274・282，2幻・2糾，339・340．
?????‥??????????、???????????↓??
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の結果、貿易収支は一貫してロシアの入超・イギリスの出超であり、かつその規模は1720年代の
100，000－200，000ポンド・スターリングから1730年代の20，000－30，000ポンド・スターリング
へと上昇傾向にある。㈹かかるロシアの巨額な対英貿易黒字に関しては次の二点に留意したい。
第一はイギリスの対密貿易決済に関してである。前述の如くイギリスはこれまで対密貿易におけ
る赤字を基本的には地金現送によって決済しつつも、アムステルダム金融市場を媒介としたオラン
ダ保有債権との相殺によって正貨流出の節約を図ってきた。しかし対露輸出におけるオランダの独
占状儀が動揺してイギリス自身が多額の対露債権を保有するに及び、次第にオランダ債権との相殺
の必要は減退し、今やロンドン金融市場を舞台としてイギリス輸出・輸入業者が相互に債権・債務
関係を相殺することが可能になった。しかも1734年通商条約によってイギリス商人は現地通貨で
の関税納入を実現し、以後オランダ通貨との両替の手間を解消されたから、この点でもイギリス商
人はアムステルダム金融市場から脱却する傾向を強めたと言える。かくして1734年通商条約を画
期としたイギリスの地位の伸張は商品取引のみならず貿易金融に関しても進行したのである。
第二はロシア政府にとって対英貿易黒字が持つ意味である。イギリスの対露貿易赤字は、その一
部がイギリス自身又はオランダの対露債権によって相殺されたとは言え、その帳尻は旧来通り正貨
現送によって決済される必要があった。したがってイギリス正貨のロシア流入そのものは依然とし
て続いたが、この事実は主要財源を関税徴収・貨幣鋳造に依存した当時のロシア国家財政にとって
ｒ実質的な補助金」ａ ｓｕｂｓｔａｎｔｉａｌ ｓｕｂｓｉｄｙ（Ｄ・Ｂ・ホーン）の獲得に等しく、なかでも1736－37
年における対英黒字の膨張と地金流入の増大は同年勃発した露土戦争の戦費調達において極めて重
要な意味をもったと言える。換言すれば1734年通商条約は、直接的にはロシア貿易収支の黒字傍
向を定置するとともに、間接的にはロシア南下政策の財政基盤を創出した点で、貿易活動の拡大に
よる軍事経費の捻出を企図した1731年関税改革の延長線上に位置しており、したがって当該条約
は必ずしも通例指摘されている如き単純なイギリス経済利害の勝利ではなく、むしろほからぬ「ロ
シア自身の成功」ｒｕｓｓｉａｎＯＷｎＰｅＣｕｌｉａｒｓｕｃｃｅｓｓ（Ｄ・Ｋ・リーディング）でもあったのである。（5）
（2）1734年通商条約と藩士戦争（1736－39年）
次に1734年通商条約に伴うロシア外交関係の変化を検討しよう。1736年、ベルシア帝国では摂
政ナーディルクリーが自らナディール・シヤー（在位：1736－47年）として即位し、アフシヤー
ル朝を樹立したが、この結果まずロシアが1735年のガンジェ条約Ｇａ房ｅｈにてベルシアのカスピ海
沿岸支配を承認する一方、続く1736年にはオスマン帝国も第二次ベルシア戦争を終結してコーカ
サス進出を放棄している。以後ロシアは南下政策の重点を再び黒海方面に転換する一方、オスマン
帝国は黒海領土の防衛に努め、かくして黒海をめぐる露土両国の緊張関係が再び高まった。く句
かかる状況においてロシアは、ポーランド継承戦争への参掛こよってオーストリアとの同盟関係
を強化する一方、1734年の英密通商条約によってイギリスとの友好関係を確保し、さらに1735年
のウィーン条約によってオスマン帝国の伝統的友好国たるフランスとの休戦状態を維持し、かかる
ヨーロッパ諸国との同盟・友好・中立関係を後席として1736－39年の露土戦争に着手した。その
際、オーストリア外務顧問Ｊ・Ｃ・バーテンシュタインＪｏｈａｎＣｈｒｉｓｔｏｐｈＢａｒｔｅｎｓｔｅｉｎは当該戦争への
参戦に慎重な態度を示したが、しかし先のポーランド継承戦争にて唯一ロシアのみが忠実に同盟義
務を履行した経緯を重視し、将来における喚露同盟の意義を認識しつつ、1737年に参戦を決断し
た。（7）またフランス宰相フルリー枢機卿は当該戦争における中立を維持したのみならず、1737年
にはラリー＝トレンダールＬａｌ1ｙ－Ｔｏｌｌｅｎｄａｌを派遣して通商条約交渉をも開始しており、オステルマ
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ンは仏露通商条約の交換条件として軍事支援を要求しているが、これは拒否されている。（耳）
ロシアはミュニッヒの陣頭指揮とオーストリアの軍事支援によって攻勢に立ち、早くも1737年
にはネミロフ講和会議Ｎｅｍｉｒｏｖにて休戦した。その際、ロシア政府代表（外務参議会議長シヤフイ
ーロフ、駐土大使ネプルイエフ、官房官僚ヴオルインスキー）は、キューバンＫｕｂａｎ・クリミア半
島・その他ドナウ河を酉限とするタタール領土の割譲、モルダヴィア・ワラキア両国における自治
制度の回復、ロシアによるルーマニア宗教問題の監督、ロシア国家元首に対する「皇帝」の称号の
承認、ロシア商人によるオスマン領内での自由通商、以上を要求した。他方オーストリア政府代表
はボスニア・アルバニア・ムンテニア（東部ワラキア）の割譲とドナウ河経由の黒海航行を要求す
る一方、自国のトランシルヴァニア・オルテニア（西部ワラキア）支配を維持する上でロシアのル
ーマニア進出に強く抵抗し、オスマン領土分割をめぐる噴霧対立が露呈した。のみならずオスマン
政府はこれらの過酷な要求を拒否したため、講和交渉は破綻して戦争が再開された。（，）
しかしながらネミロフ会議を契機に国際状況は一変する。まずポーランドは国王アウグスト三世
こそ嘆露両国の塊偏であったものの、シュラフタ階層と議会はむしろ噴霧両国より奪取された領土
の回復を企図し、両国軍隊の領内通過を拒否している。またスウェーデンもかつて北方戦争にて喪
失したバルト海岸地帯の回復を目指して対露戦争の準備を進め、その後盾として1738年にはフラ
ンス＝スウェーデン同盟を形成した。さらに当初中立を維持したフランスは、ネミロフ会議で露呈
した噴霧両国のバルカン分割計画を阻止するべく、戦争を早期に終結する必要を認識し、宰相フル
リーは1739年に新任大使シュタルディＭａｒｕｑｕｉｓｄｅｌａＣｈ6ｔａｒｄｉｅを聖ペテルブルクに派遣する一方、
オステルマンは英露通商条約の交渉実績をもつ駐英大使Ａ・Ｄ・カンテミールをパリに派遣し、講
和会議の仲介を交換条件とした通商条約交渉を開始している。かくしてフランスは北はスウェーデ
ンから南はスペインに至る同盟体制を形成したのみならず、先のウィーン条約での講和に続く露土
戦争の仲介工作によって喚露両国との関係をも改善し、ここに1730年代前半のフランス包囲体制
から1730年代後半のイギリス包囲体制への国際体系の転換が進んだ。（10）対してイギリス首相ウオ
ルポールは、フランスを中核とする同盟・友好体制を打破するべく、旧来の対霧外交方針を変更し、
露土戦争の仲介に乗り出すとともに、これまで拒否してきた英露同盟の交渉に着手している。（＝）
最終的に当該戦争はフランスの仲介で終結し、1739年にべオグラード条約が締結される。この
結果、まずオーストリアは1718年のバッサロヴィツ条約で獲得したセルビア北部・ワラキア西部
をオスマン帝国に返還したが、他方ロシアは、かうて1700年のコンスタンチノープル条約で獲得
し、その後1711年のプルート条約で喪失したアゾフ海北岸一帯を、再度領有することになった。
もっともロシアは、領土獲得を実現する反面、アゾフ海の非武装化を強制され、かつ黒海航行も禁
止されたため、黒海進出にはなお重大な障害が存在した。（12）なお当該条約を仲介したフランスは、
その代価として1740年の仏土通商条約を締結し、カビチュレーションの更新を承認されたが、フ
ランス商船の黒海航行についてはやはり拒否されている。かくしてオスマン帝国は同盟国・敵対国
の区別無くヨーロッパ商船の黒海航行を禁止し、依然高度な黒海貿易独占を堅持したのである。（13）
以上の如く1736－39年の露土戦争は、黒海貿易の開拓に関する限り、ピョートル大帝時代のそ
れと同じく完全な失敗に終わった。とはいえピョートル大帝時代のそれと比較して以下の如き国際
関係の変化は留意される。まず1726年の喚露同盟は、本来はオーストリアのヨーロッパ外交を目
的に組織されたものの、今やロシアのオスマン外交を基礎とする「不本意な同盟」ＲｅｌｕｃｔａｎｔＡｌ1ｙ（Ｋ
・Ａ・ロイダー）へと変質した。また過去の南下政策における障害であったイギリスの干渉は、今
や1734年の英露通商条約を基礎とする友好関係のもと完全に払拭され、のみならず戦争末期には
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英露同盟の交渉さえ開始され、将来における露土戦争の遂行に際して有効な後席が整備された。か
くして当該戦争はロシアの同盟関係が近隣の東欧諸国から西欧諸国に拡張された点でロシア外交史
上の画期をなすのみならず、ヨーロッパ世界とオスマン帝国との対抗基軸がオーストリアからロシ
アへと移行した点でヨーロッパ＝イスラム関係史上の画期をもなしている。以上の如く1734年の
英露通商条約は、イギリスの対仏包囲を拡充した点ではウオルポール外交の勝利であったものの、
その後のロシア南下政策を後援した点ではむしろオステルマン外交の勝利であったと言えよう。
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むすび
最後に以上の論点を確認しつつ、続稿への展望を示そう。
第一に貿易関係に関しては、既に先行研究の実証分析が示す如く、1＄世紀前半を通じてロシア
貿易経路のアルハングリスク・白海ルートから聖ペテルプルグ・バルト海ルートへの転換、ロシア
海外貿易の品目構造における船舶必需品輸出と繊維製晶・植民地産品輸入の定置、市場構造におけ
るオランダからイギリスへの移行傾向、を確認しうる。他方、かかるバルト海貿易の展開と平行し
て、ロシア歴代政府がオランダ・アルメニア商人を媒介にべルシア貿易を推進したのみならず、フ
ランスとの通商条約を挺子とした黒海貿易を志向していた事実は注目される。もちろん当該段階に
おいてこの試みは挫折し、ズンド海峡記録をはじめとする統計資料からは依然としてバルト海経由
イギリス通商を最大の要素として析出せざるをえないが、その裏で新ルート開発が試みられていた
事実は続く18世紀後半に始動する黒海経由穀物輸出を考える上で重要な伏線をなすと言えよう。
第二に外交関係に関しては、18世紀前半を通じてロシアはヨーロッパ圏外に位置する野蛮国家
からヨーロッパ諸国の勢力均衡体系における不可分の要素へと着実に成長し、ヨーロッパ大陸支配
をめぐる仏填対立、及び海外植民地支配をめぐる英仏抗争において重要な役割を果たすに至った。
他方、かかる国際的地位の上昇と連動して、ロシア歴代政府が数度にわたる露土戦争を展開し、そ
の後盾として英喚両国との友好・同盟関係を構築していった事実は留意される。もちろん当該段階
において南下政策の試みは挫折し、依然としてオスマン帝国の黒海・ルーマニア支配体制は存続す
るが、その背後で蕗土戦争に備えた同盟関係が着々と整備されていた事実は、続く　相世紀後半に
おける南下政策の成功と黒海進出の実現を考える上で重要な布石をなすと言えよう。
第三に1734年の英密通南条約は、その条文を見る限り、経済的にはイギリスによる羊毛製品の
輸出・船舶必需品の輸入を促進し、のみならず政治的にはイギリスの財政支出無き対仏包囲の構築
を補完し、イギリスの経済的にしてかつ政治的な勝利であった。しかるにその効果を追跡する場合、
イギリスによる貿易黒字の支払はロシア軍事財政の確立に貢献し、イギリスとの友好関係は露土戦
争における軍事的後盾として作用し、かくして当該条約はロシア南下政策の遂行にとってもまた二
重の意味で有効であった。このような観点からイギリス海外貿易の展開にしめる当該条約の意義を
問う場合、一方におけるポルトガルとのメスエン条約がイギリスの新大陸・地中海市場進出を実現
し、彼のオスマン領土経由エンパイア・ルートの礎石を築いたとすれば、他方におけるロシアとの
1734年通商条約は、イギリスのバルト海貿易を加速する反面、ロシアの黒海・地中海進出をも準
備し、イギリスは自ら後のオスマン領土分割をめぐる東方問題の火種を播いていたと言えよう。
（2004年10月15日受理）
